
主 な 施 策 等 一 覧

名   古   屋   市

令和７年度



 

 

 
 
「事業の概要」欄に関連するＳＤＧｓ の目標（17 項目）を示しています。 
各目標の内容については以下のとおりです。 
 
  

あらゆる場所あらゆる形態の貧
困を終わらせる 

   
国内及び各国家間の不平等を是
正する 

  
飢餓を終わらせ、食料安全保障
及び栄養の改善を実現し、持続
可能な農業を促進する 

   
包摂的で安全かつ強 靱

きょうじん

（レジ
リエント）で持続可能な都市及
び人間居住を実現する 

  
あらゆる年齢のすべての人々の
健康的な生活を確保し、福祉を
促進する 

   
持続可能な消費生産形態を確保
する 

  
すべての人に包摂的かつ公正な
質の高い教育を確保し、生涯学
習の機会を促進する 

   
気候変動及びその影響を軽減す
るための緊急対策を講じる 

  
ジェンダー平等を達成し、すべ
ての女性及び女児のエンパワー
メントを行う 

   
持続可能な開発のために、海
洋・海洋資源を保全し、持続可
能な形で利用する 

  
すべての人々の水と衛生の利用
可能性と持続可能な管理を確保
する 

   
陸域生態系の保護、回復、持続
可能な利用の推進、持続可能な
森林の経営、砂漠化への対処な
らびに土地の劣化の阻止・回復
及び生物多様性の損失を阻止す
る 

  
すべての人々の、安価かつ信頼
できる持続可能な近代的エネ
ルギーへのアクセスを確保する 

   
持続可能な開発のための平和で
包摂的な社会を促進し、すべて
の人々に司法へのアクセスを提
供し、あらゆるレベルにおいて
効果的で説明責任のある包摂的
な制度を構築する 

  
包摂的かつ持続可能な経済成⾧
及びすべての人々の完全かつ生
産的な雇用と働きがいのある人
間らしい雇用（ディーセント・
ワーク）を促進する 

   
持続可能な開発のための実施手
段を強化し、グローバル・パー
トナーシップを活性化する 

  
強 靱
きょうじん

（レジリエント）なイン 
フラ構築、包摂的かつ持続可能
な産業化の促進及びイノベーシ
ョンの推進を図る 

   

   
※ＳＤＧｓ： Sustainable Development Goals の略。持続可能な開発目標。平成 27 年 9月の国連サミット

において、健康や教育、経済成長、気候変動に関するものなど、国内外の課題解決に向けて掲
げられた国際目標です。 

※ 



令和７年度主な施策等一覧（防災危機管理局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 南海トラフ地震等被害想定の再検討 2,949 1

拡 充 大規模災害時受援計画の見直し 1,000 2

水防法改正に伴うハザードマップの改定 38,000 3

次期非常通信手段の導入 129,000 4

個別避難計画作成モデル事業 55,469 5

港防災センター移転改築の基本計画策定 30,000 6

継 続 感震ブレーカーの設置促進 140,940 7

被災地域への支援、交流事業 41,192 8





－１－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（新規）南海トラフ地震等被害想定の再検 

討 
草案頁 ３３頁 

予 定 額 ２，９４９千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

南海トラフ地震及び活断層型地震が発生した場合における人

的被害や建物被害などの被害の様相を明らかにするため、これ

までの取組や教訓を総括し、最新の知見や社会状況の変化など

を踏まえ、新たな被害想定調査を実施するとともに、その結果

を基に、震災対策に係る今後の対応検討を実施する。 

 

２ 主な内容 

(1) 南海トラフ地震 

本市の南海トラフ地震の被害想定については公表から約 

１０年が経過していることから、国や愛知県における被害想

定の見直しに係る動向を踏まえ、最新の知見に基づく新たな

被害想定調査等を実施する。 

(2) 活断層型地震 

令和６年能登半島地震を踏まえ、発生確率が低くとも本市

に影響を及ぼす可能性があり、南海トラフ地震とは異なる被

害様相が想定される活断層型地震に係る被害想定調査等を実

施する。 

債務負担行為 

期間 令和８年度 

 限度額 １３５，０００千円 

担 当 課 想定最大規模災害対策推進課    電話 ９７２－４２５２ 
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令和７年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 （拡充）大規模災害時受援計画の見直し 草案頁 ３３頁 

予 定 額 １，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  令和６年能登半島地震における各被災市町の受援体制の課題

等を踏まえ、 発災時に国や他都市等からの人的・物的支援を円

滑に受入れるための名古屋市大規模災害時受援計画について見

直しを行う。  

 

２ 主な内容 

  国の応急対策職員派遣制度（※）の改正や被災自治体における

実際の受援状況及び有識者の意見等を踏まえ、 受援スキーム及

び受援対象業務の見直しを行う。  

 

 ※被災都道府県内の地方公共団体による応援職員の派遣だけで

は被災市区町村において完結して災害対応業務を実施できな

い規模の災害が発生した場合に、被災都道府県以外の地方公

共団体からの応援職員を派遣する仕組み 

担 当 課 危機対策課            電話 ９７２－３５８５ 
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令和７年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（拡充）水防法改正に伴うハザードマップ

の改定 
草案頁 ３３頁 

予 定 額 ３８，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

平成２７年の水防法改正により、令和４年度に想定し得る最

大規模の風水害を反映したハザードマップの公表を行った。 

令和３年の水防法改正により、中小河川が新たに浸水想定区

域の指定対象に追加されたことを受け、愛知県において今後公

表される浸水想定区域図を反映したハザードマップの作成を行

う。 

 

２ 主な内容 

・ハザードマップの印刷データの作成 

・広報なごや等における水害リスクの周知 

 

 

 

 

 

担 当 課 防災企画課            電話 ９７２－３５２３ 
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令和７年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 （拡充）次期非常通信手段の導入 草案頁 ３４頁 

予 定 額 １２９，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  災害時の非常通信手段であるデジタル移動無線について、シ

ステムの老朽化が著しいことから、デジタル移動無線の更新を

契機に、さらなる防災ＤＸの推進を図るため、能登半島地震の

発生に伴う活動において使用実績のある「公共安全モバイルシ

ステム」を次期非常通信手段として導入する。 

 

２ 主な内容 

 (1) 公共安全モバイルシステムの導入 

   携帯電話技術を活用した公共安全関係機関向けの無線シス

テムを導入する。 

 (2) 通信用アプリケーションの導入 

   デジタル移動無線の機能を補完するため、グループ通信や

一斉通信などの通信機能を備えたアプリケーションを導入す

る。 

担 当 課 危機対策課            電話 ９７２－３５２６ 
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令和７年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 （拡充）個別避難計画作成モデル事業 草案頁 ３４頁 

予 定 額 ５５，４６９千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  高齢者や障害者等のうち、自ら避難することが困難であり、

避難の確保を図るため特に支援を要する者（避難行動要支援者）

一人ひとりの個別避難計画の作成を推進する。  

令和５年度は南区、令和６年度は北区、中川区、港区、南区、

守山区、緑区の６区でモデル事業を実施しており、令和７年度

は全区においてモデル事業を実施する。 

 

２ 主な内容 

 ・避難行動要支援者本人の状況をよく把握している福祉事業者

や地域住民など様々な関係者と連携して実効性のある個別避

難計画づくりを推進  

・事業実施に係る事務処理及び問い合わせ等に対応するための

事務局を設置  

・避難行動要支援者や避難支援に携わる関係者に向けた防災啓

発を広く実施 

 

担 当 課 地域防災課            電話 ９７２－３５９１     
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令和７年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 
（拡充）港防災センター移転改築の基本計

画策定 
草案頁 ３４頁 

予 定 額 ３０，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

 港防災センターは、開館から４０年以上が経過し、展示設備

の老朽化等様々な課題を抱えていること、また、南海トラフ地

震の発生可能性の高まりや風水害の激甚化・頻発化を踏まえて、

総合的な防災啓発・人材育成の拠点施設とするため、野跡小学

校跡地に移転し整備を行う。 

令和７年度は、令和６年度に実施した「港防災センターの機

能強化に向けた基本調査」の結果を踏まえ、新たな港防災セン

ターの移転改築に係る基本計画の策定を行うもの。 

 

２ 主な内容 

 ・展示計画の検討 

 ・建て替えに要する条件整理 

 ・ハザードへの対応検討 

 ・施設内容、建物配置の検討 

 ・管理運営計画の検討 

 

３ スケジュール（予定） 

 令和７年度  基本計画の策定 

 令和８年度～ 設計、工事、展示制作 

担 当 課 防災企画課            電話 ９７２－３５２７  
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令和７年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 （継続）感震ブレーカーの設置促進 草案頁 ３４頁 

予 定 額 １４０，９４０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

地震時の電気火災対策として有効とされる感震ブレーカーの

設置費用の一部を助成することで、大規模地震による火災発生

を抑制する。 

 

２ 主な内容 

主な木造住宅密集地域において、感震ブレーカー（簡易タイ

プ）の設置費用の助成及び自分で設置することが困難な世帯に

対する取付支援を継続するとともに、分電盤に適合する器具の

助言を行う事前訪問相談を新たに実施する。 

あわせて、主な木造住宅密集地域内の本助成制度を利用して

いない世帯に対して、複数回啓発チラシを送付することで、さ

らなる設置促進を図る。 

区 分 主な木造住宅密集地域 左記以外の地域 

助成額 

≪分電盤タイプ≫ 
・設置費の１／２ 
（上限額４０千円） 
・新築時は一律１０千円 

≪簡易タイプ≫ 
・購入費の全額 
（上限３千円） 

≪分電盤タイプ≫ 
・設置費の１／３ 
（上限額２６千円） 
・新築時は一律６千円 

 

件 数 

≪分電盤タイプ≫ 
１００件 

≪簡易タイプ≫ 
１０，０００件 

≪分電盤タイプ≫ 
６４０件 

 

担 当 課 防災企画課            電話 ９７２－３５２３ 

 

 



－８－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 

防災危機管理局 

事 項 （継続）被災地域への支援、交流事業 草案頁 ３４頁 

予 定 額 ４１，１９２千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  東日本大震災及び令和６年能登半島地震における被災地の復

興のため、 引き続き陸前高田市、 七尾市及び珠洲市への職員派

遣を行うとともに、 友好都市である陸前高田市との交流関係を

より一層発展させるための施策を展開する。  

 

２ 主な内容 

 (1) 職員派遣 

   陸前高田市、 七尾市及び珠洲市に対して、 要請のあった職

務について職員を派遣し、 復興を支援する。  

 (2) 報告会等 

   被災地派遣職員等による講演会や小中学校等の防災教育に

おける講師派遣、 東日本大震災津波伝承館と連携したオンラ

イン授業など、 本市の被災地域支援を通じて得られた経験や

震災の教訓を市民に伝える取り組みを実施する。  

 (3) 交流事業 

   「絆の日」に関する取り組みの充実を図り、 より一層陸前

高田市との友好関係を市民に広く周知啓発するとともに、 引

き続き市民交流団の派遣を実施し、 協定に基づく両市間の交

流を推進する。  

担 当 課 危機対策課            電話 ９７２－３５８５ 

 

 



令和７年度主な施策等一覧（市長室）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 市公式ウェブサイト機能強化 103,642 1

継 続
広報なごやにおけるアジア・アジアパラ競技
大会に向けた特集

86,305 2



- 1 - 

 

令和７年度主な施策等一覧 
市長室 

事 項 （拡充）市公式ウェブサイト機能強化 草案頁 ７０頁 

予 定 額 １０３，６４２千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

  市民にとってより利便性の高い市公式ウェブサイトとすべく、

市公式ウェブサイトの機能強化（デザインの刷新や新たな機能の

追加、コンテンツマネジメントシステム（ＣＭＳ）の開発・導入

等）を実施する。 

 

２ 主な内容 

・デザイン刷新及び検索機能等の充実 

・ＣＭＳの開発・導入 

  ・運用サーバーのクラウド化 

 

３ スケジュール（予定） 

  ～令和７年１０月 市公式ウェブサイト機能強化 

令和７年１１月  公開 

令和７年１１月～ 保守運用（令和１２年度まで） 

    

 

 

 

 

 

 

担 当 課 広報課 電話９７２－４８０４（内線 ４８０４） 



- 2 - 

 

令和 7 年度主な施策等一覧 
市長室 

事 項 
（継続）広報なごやにおけるアジア・ 

アジアパラ競技大会に向けた特集 
草案頁 ７０頁 

予 定 額 ８６，３０５千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

  ２０２６年開催のアジア・アジアパラ競技大会に向けた機運醸

成を図ることと本市のスポーツ行政への市民理解を深めること

を目的としたスポーツ特集等を掲載するため、広報なごやを２０

面とする。 

 

２ 主な掲載内容 

  (１）スポーツ特集 

   ・アジア・アジアパラ競技大会競技種目の紹介 

   ・名古屋スポーツコミッション加盟チーム等の紹介・試合 

日程 

 （２）アジア・アジアパラ競技大会のレガシー形成等に向けた 

特集 

 「２０２６アジア・アジアパラ競技大会ＮＡＧＯＹＡビジ

ョン」に掲載されている「まちの姿」や「取り組みの方向性」

に即する本市の施策、取り組み、魅力等 

担 当 課 広報課 電話９７２－３１３４（内線 ３１３４） 

 



令和７年度主な施策等一覧（総務局）

事 項 予 定 額 頁
千円

2025年日本国際博覧会への出展 32,000 1

愛・地球博20周年記念行事の開催 34,000 2

参議院議員通常選挙の執行 631,795 3

第20回アジア競技大会及び第5回アジアパラ
競技大会の推進

16,000,469 4

ＤＸの推進 2,139,154 5

なごや平和の日及び戦後80周年に係る平和継
承事業

26,136 9

多様な人材確保の推進 6,855 10

シティプロモーションの推進 40,000 11

国勢調査 1,901,107 12

自律的な人材の育成推進 7,000 13

中部国際空港株式会社への整備費貸付金（代
替滑走路整備に向けた工事）

127,350 14

業務フロー可視化・分析調査 40,000 15

41,552,781 16

ＤＸの推進に対する交付金 132,330 19

キャンパス整備（滝子・田辺通）に対する交
付金、補助金

3,770,200 21

実験動物研究教育センター改築の設計等に対
する補助金

83,000 22

拡　充

公立大学法人名古屋市立大学への財源措置

 大　学

区分

新　規

継　続

拡　充



事 項 予 定 額 頁
千円

区分

次期病院情報システムの更新に対する補助金 3,393,000 23

Ｅ－ステーションにおけるドクターカーの24
時間運用に対する交付金

163,800 24

救急災害医療センターの整備に対する貸付
金、補助金

6,804,000 25

救急・外来棟の受付周辺混雑緩和に向けた整
備に対する貸付金

90,000 26

次期病院情報システムの更新に対する補助金
（市立大学病院

で掲載）
（市立大学病院

で掲載）

放射線治療棟の整備に対する貸付金 428,000 27

災害拠点病院機能維持等に係る新棟整備の設
計等に対する貸付金、補助金

170,866 28

リハビリテーション病院（現総合リハビリ
テーションセンター附属病院）への交付金、
補助金

1,358,225 29

市立大学医学部保健医療学科リハビリテー
ション学専攻

30

市立大学データサイエンス研究科 31

開　設

 市立大学病院

 東部医療センター

 西部医療センター

 リハビリテーション病院

継　続

拡　充

新　規

新　規

拡　充

拡　充

新　規



 

令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 （新規）2025年日本国際博覧会への出展 草案頁 ６６頁 

予 定 額 ３２，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

令和７年に２０周年を迎える愛・地球博の理念・成果の継承

を図るとともに、第２０回アジア競技大会及び第５回アジアパ

ラ競技大会のＰＲ、本市の多彩な魅力を発信することを目的と

して、愛知県と共同で２０２５年日本国際博覧会（大阪・関西

万博）における自治体参加催事に出展 

 

２ 内  容 

（１）出展期間 

 令和７年８月２２日（金）～２４日（日） 

（２）会場・内容（予定） 

ア ＥＸＰＯホール（８月２２日のみ） 

ステージイベントの実施 

イ ＥＸＰＯメッセ 

展示や県民市民参加型ミニステージ等を実施 

 

（参考） 

２０２５年日本国際博覧会の概要 

（１）テ ー マ いのち輝く未来社会のデザイン 

（２）開 催 地 大阪市此花区 夢洲 （ゆめしま） 

（３）会 期 令和７年４月１３日～１０月１３日 

（４）来場者数 約２，８２０万人（見込） 

 

担 当 課 
総合調整部総合調整課           

電話 ９７２－２２２３（内線 ２２２３） 
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 （新規）愛・地球博20周年記念行事の開催 草案頁 ６６頁 

予 定 額 ３４，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

令和７年に２０周年を迎える愛・地球博の理念・成果の継承

を図るとともに、本市の多彩な魅力を発信することを目的とし

て、愛・地球博のサテライト会場があったささしまエリアにお

いて、２０周年記念行事を開催 

 

２ 内  容 

（１）開催日 

令和７年９月１３日（土）及び１４日（日） 

 

（２）会場 

キャナルパークささしま（パークエリア及びキャナルゲー

トエリア）、名古屋コンベンションホール 等 

 

（３）内容（予定） 

  ア 愛・地球博の理念継承、成果継承 

  イ 名古屋の魅力発信 

  ウ 市民参加型ステージ及びブースの実施 等 

担 当 課 
総合調整部総合調整課           

電話 ９７２－２２２３（内線 ２２２３） 
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 （新規）参議院議員通常選挙の執行 草案頁 ６９頁 

予 定 額 ６３１，７９５千円 

事業の概要 

 

１ 任期満了日等 

（１）任期満了日   令和７年７月２８日（月） 

（２）選挙期日    任期満了日前３０日以内 

（３）選挙期日の公示 少なくとも選挙期日の１７日前まで 

 

２ 被選挙権     日本国民で年齢満３０年以上の者 

 

３ 供託金      選挙区 ３００万円 

           比例代表（名簿登載者１人につき） 

６００万円 

 

４ 選挙運動期間   公示日から選挙期日の前日まで 

 

５ 選挙公営     ポスター掲示場など 

 

６ 投票時間     午前７時から午後８時まで 

 

７ 期日前投票    公示日の翌日から選挙期日の前日までの 

毎日午前８時３０分から午後８時まで 

（各区役所・支所等） 

 

８ 開票所      １６開票所（各区１か所） 

 

担 当 課 
選挙管理委員会事務局選挙課 

電話９７２－３３１４（内線 ３３１４） 
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 
（拡充）第20回アジア競技大会及び 

    第5回アジアパラ競技大会の推進 
草案頁 ４７頁 

予 定 額 
１６，０００，４６９千円 

（債務負担行為 ３７，０１４，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣  旨 

２０２６年に開催する第２０回アジア競技大会及び第５回

アジアパラ競技大会の推進を図るため、大会運営に関する検討

や競技会場の仮設整備、大会開催に向けた広報・機運醸成等の

取り組みを実施 

２ 内  容 

（１）愛知・名古屋アジア・アジアパラ競技大会組織委員会への

負担金（事業費 １２，５３６，２５５千円、債務負担行

為 令和８年度 ２０，９６７，０００千円） 

・大会運営に関する諸計画（競技、宿泊・輸送等）の策定 

・大会情報システムの設計・開発、大会ネットワークの詳細

設計・機器調達 

・競技会場運営及び競技会場仮設整備 等  

（２）大会関連事業（県市共同実施分） 

（事業費 ２，５８８，１９２千円、債務負担行為 令和

８年度 １６，０４７，０００千円） 

・１年前イベントの実施 

・観客輸送・観客警備計画の詳細検討、体制の構築 

・仮設の電源設備・通信ネットワーク整備 等 

（３）その他（事業費 ８７６，０２２千円） 

・フレンドシップ事業の実施 

・地下鉄瑞穂運動場西駅エレベーター整備及び競技会場最

寄駅のバリアフリー改修に係る交通局への負担金 等          

 

担 当 課 
アジア・アジアパラ競技大会推進部アジア・アジアパラ競技大会

推進課      電話 ９７２－２２３１（内線 ２２３１） 
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スポーツ市民局・・・【ス市】　　緑政土木局・・・【緑土】　　総務局・・・【総務】　観光文化交流局・・・【観文】
住宅都市局・・・【住都】　　　　市長室・・・【市長】　　　　環境局・・・【環境】



令和７年度主な施策等一覧 
総  務  局 

財  政  局 

スポーツ市民局 

健 康 福 祉 局 

子ども青少年局 

教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）ＤＸの推進 草案頁 ６１頁 

予 定 額 １１，１８３，７０７千円 

総務局    ２，１３９，１５４千円 

※うち選挙管理委員会  59,394千円 

財政局    １，６９７，６１１千円 

スポーツ市民局１，３２９，７３２千円 

健康福祉局  ５，２５６，０８７千円 

子ども青少年局  ４７３，４６１千円 

教育委員会    ２８７，６６２千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

本市において市役所のＤＸをより一層早急かつ強力に推し

進めるため、必要な事業を実施 

 

２ 内  容 

（１）行政手続のオンライン化（事業費 １４，６００千円） 

市民がいつでも自宅等から本市への申請手続を行える電

子申請システムを運用するとともに、本システムを利用した

行政手続のオンライン化を効果的に推進するため、業務見直

し等を支援する。 

 

（２）データ連携基盤の開発及び業務実装の推進 

（事業費 ３９６，３００千円、債務負担行為 令和８年

度～１２年度 ７４２，０００千円） 

本市のシステム全体最適化及び内部事務ＤＸの推進を図

るため、データ連携基盤の開発や業務実装に向けたデータ連

携内容の検討等を実施する。 
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（３）ＲＰＡ及びノーコードローコードツールの導入支援 

  （事業費 ４４，０００千円） 

業務の自動化・効率化を図るため、ＲＰＡ及びノーコード

ローコードツールの導入を支援する。 

 

（４）生成ＡＩの活用（事業費 １，０００千円） 

生成ＡＩを安全に利用できる庁内環境を整備し、様々な市

役所業務に活用することで、業務の効率化や質の向上を図

る。 

 

（５）コミュニケーションツール・グループウェア等の 

クラウド化・統一化 

（事業費 ０千円、債務負担行為 令和８年度  

１９７，０００千円） 

職員間のコミュニケーションの円滑化、意見交換の迅速化

による業務効率の向上を図るため、統一的なグループウェア

等の利用環境を整備する。 

 

（６）次期分離モデル移行の課題対応に伴う一般事務系端末の 

配備（事業費 １７，３０７千円） 

次期分離モデル移行によりマイナンバー利用事務系端末

の利用において発生する課題に対応するため、一般事務系端

末を配備する。 

 

（７）文書管理システムの再構築 

（事業費 ８２７，０００千円、債務負担行為 令和８年

度 ４４６,０００千円） 

文書事務のフルデジタル化・自動化を実現するため、文書

の作成や保存管理等を行う文書管理システムの再構築を実

施する。 

 

（８）職員情報システム再構築に向けた調査検討 

（事業費 ２３，０００千円） 

職員の人事給与等に係る業務を処理するシステムをより

効率的・効果的にするため、システム構成等の調査検討を実

施する。 
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（９）システムの標準化（事業費 ９，５７０，６５１千円） 

本市の標準化対象システムについて標準準拠システムへ

の移行作業等を実施する。また、ガバメントクラウドを利用

するための環境を整備する。 

区    分 
予定額※ 

（千円） 
所管局 

全体工程管理 56,870 

総 務 局 

情報連携基盤システム 249,960 

ガバメントクラウド接続

回線 
28,991 

運用管理補助業務委託 130,883 

選挙人名簿等システム 59,394 選挙管理委員会 

税務総合情報システム 1,697,611 財 政 局 

住民記録システム 547,561 
スポーツ市民局 

戸籍電算システム 782,171 

福祉総合情報システム 671,211 

健 康 福 祉 局 
介護保険システム 271,431 

保険年金システム 4,190,132 

生活保護システム 123,313 

児童福祉システム 473,461 子ども青少年局 

就学事務システム 287,662 教 育 委 員 会 

   ※経常経費を含む。 

 

（10）次期分離モデルへの移行対応 

（事業費 ２７０，０００千円） 

インターネットを積極的に活用できる新たな行政情報ネ

ットワークモデルへの移行のため、必要な通信機器やソフト

ウェアライセンス等の導入とセキュリティ対策の強化を進

める。 

 

（11）情報セキュリティポリシーの運用 

（事業費 １０，１３９千円） 
情報セキュリティに関して知見の深い外部人材からの助

言などを踏まえ情報セキュリティポリシーを運用する。 

 
（12）デジタル人材の育成（事業費 ９，７１０千円） 

市役所ＤＸを全庁一体となって推進するため、実務の中核

となるＤＸ推進リーダーを中心に、デジタルスキルの向上等
に取り組み、全庁的にデジタル人材の育成を進める。 
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担 当 課 

(1)(2)(3)(4)(5)(6)(10)(11)(12) 

総務局行政ＤＸ推進部デジタル改革推進課 

    電話 ９７２－２２５８（内線 ２２５８） 

(7) 総務局行政ＤＸ推進部法制課 

電話 ９７２－２２４６（内線 ２２４６） 

(8) 総務局職員部給与課・人事課 

電話 ９７２－２１３２（内線 ２１３２） 

(9)のうち、 

 【全体工程管理・情報連携基盤システム・ガバメントクラウド 

接続回線・運用管理補助業務委託に関すること】 

  総務局行政ＤＸ推進部デジタル改革推進課 

電話 ９７２－２２５８（内線 ２２５８） 

【選挙人名簿等システムに関すること】 

  選挙管理委員会事務局選挙課 

    電話 ９７２－３３１４（内線 ３３１４） 

 【税務総合情報システムに関すること】 

  財政局税務部税務システム推進課 

電話 ２６５－１１０９ 

【住民記録システム・戸籍電算システムに関すること】 

  スポーツ市民局地域振興部住民課 

電話 ９７２－３１１４（内線 ３１１４） 

【福祉総合情報システムに関すること】 

  健康福祉局監査課 

電話 ９７２－２５９７（内線 ２５９７） 

【介護保険システムに関すること】 

  健康福祉局高齢福祉部介護保険課 

電話 ９７２－４６３８（内線 ４６３８） 

 【保険年金システムに関すること】 

  健康福祉局生活福祉部保険年金課・医療福祉課 

電話 ２２８－６６６２ 

【生活保護システムに関すること】 

  健康福祉局生活福祉部保護課 

電話 ９７２－２５９７（内線 ２５９７） 

 【児童福祉システムに関すること】 

  子ども青少年局子ども未来企画部子ども未来企画課 

電話 ９７２－２５９７（内線 ２５９７） 

 【就学事務システムに関すること】 

  教育委員会事務局教務部学事課 

電話 ９７２－３２１４（内線 ３２１４）  
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 
（拡充）なごや平和の日及び戦後80周年に

係る平和継承事業 
草案頁 ６９頁 

予 定 額 ２６，１３６千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

令和７年度が戦後８０周年であることを踏まえ、名古屋空襲

により犠牲となられた方々を悼むとともに、後世に平和を継承

していくための取り組みを実施 

２ 内  容 

（１）なごや平和の日及び戦後８０周年に係る平和の啓発・継承

事業 

なごや平和の日を中心に、戦後８０周年事業として平和の

啓発・継承事業や、広報を行う。 

（２）愛知・名古屋 戦争に関する資料館に係る事業 

戦争の体験を若い世代に引き継ぎ、戦争の残した教訓や平

和の大切さをより多くの県民・市民に学んでいただけるよ

う、令和７年度に戦後８０周年事業として、専門家による記

念講演の実施や資料館のコンテンツの更なる充実を実現す

る。 

（参考） 

なごや平和の日の概要 

目的 

名古屋空襲により犠牲になられた方々を悼むととも

に、悲惨な戦争の体験・記憶を後世に語り継ぐことに

より、市民の恒久平和の実現を希求する意識の醸成を

図り、もって平和な社会の発展に寄与する。 

日付 ５月１４日 

取組 
市及び市民は、なごや平和の日を中心に、平和意識の

醸成を図るための取組を行う。 

 

 

 

担 当 課 
総合調整部総合調整課 

電話９７２－２２２３（内線 ２２２３） 
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 （拡充）多様な人材確保の推進 草案頁 ６９頁 

予 定 額 ６，８５５千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

今後、生産年齢人口は減少し、民間企業や他自治体との人材

獲得競争は一層厳しい状況になることが予想される中、近年の

労働市場の流動化の傾向を踏まえ、多様な人材確保に資する取

り組みを実施 

 

２ 内  容 

（１）採用管理システムの導入 

採用試験に係る受験者からの書類提出や日程通知等の手

続きを電子化し、受験者の負担軽減や業務効率化を図り、迅

速かつ円滑な試験運営を行う。 

 

（２）公務の魅力発信 

職業選択において「選ばれる市役所」となるために、転職

者層や技術系人材に向けた新たなパンフレットの作成や、Ｓ

ＮＳを活用した広告掲出など、広報手法の充実を図り、公務

の魅力発信を強化する。 

 

 

担 当 課 
人事委員会事務局任用課 

電話  ９７２－３３０８ （内線 ３３０８） 
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 （拡充）シティプロモーションの推進 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ４０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣  旨 

本市が「住みたい」「働きたい」「訪れたい」「投資したい」

都市として選ばれ、持続的な発展・成長を実現するため、全庁

的な取り組みとしてシティプロモーションを推進するととも

に、ターゲットを設定したプロモーションや企業等との連携に

よるプロモーションの実施により、名古屋ブランドの確立を目

指すもの 

２ 内  容 

（１）メディアやイベント等を活用したプロモーション 

若年層及び子育て世代をメインターゲットと設定し、幅広

く効果の及ぶ有償広告や多数の集客が見込まれるイベント等

の機会を活用し、市内を中心にブランドロゴ等の普及や名古屋

の魅力を直接訴求するプロモーションを実施する。 

（２）企業等との連携 

企業等と共にシティプロモーションを推進するための枠

組みを構築、運用することで、幅広い対象に向けてブランド

ロゴ等の普及や名古屋の魅力を発信する。 

（３）庁内との連携 

全庁的なプロモーション力の強化に向けて、シティプロモ

ーションに取り組む意義やブランドロゴ等の浸透を目的と

した職員研修等を実施する。 

 
 

 
 

担 当 課 企画部企画課  電話 ９７２－４０８１（内線 ４０８１） 
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令和７年度主な施策等一覧 
総  務  局 

事 項 （拡充）国勢調査 草案頁 ７０頁 

予 定 額 １，９０１，１０７千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨  

国勢調査は、統計法に基づくわが国の最も基本的な人口に関

する全数調査（基幹統計調査）で、国内の人口、世帯、就業状

態等を明らかにし、各種行政施策の基礎資料を得ることを目的

として、大正９年以来５年ごとに行なわれており、今回、２２

回目の実施をするもの 

 

２ 内  容 

（１）調査期日 令和７年１０月１日（水） 

（２）調査項目（１７項目） 

  （世帯員に関する事項） 

   ①氏名 ②男女の別 ③出生の年月 ④世帯主との続柄 

   ⑤配偶の関係 ⑥国籍 ⑦現在の住居における居住期間 

   ⑧５年前の住居の所在地 ⑨就業状態 

   ⑩所属の事業所の名称及び事業の種類 

 ⑪仕事の種類（職業） ⑫従業上の地位 

⑬従業地又は通学地 

  （世帯に関する事項） 

   ⑭世帯の種類 ⑮世帯員の数 ⑯住居の種類 

⑰住宅の建て方 

（３）調査結果の公表（予定） 令和８年５月以降順次 

（４）関係事項 

本市では、国勢調査結果を総務省統計局に承認を得て、早

期に地方集計を実施し、学区別、町・丁目別人口等を集計す

る（任意統計）。 

 

担 当 課 
企画部統計課 

電話 ９７２－２２５３（内線 ２２５３）      
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 （拡充）自律的な人材の育成推進 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ７，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

複雑化・高度化する行政課題の解決に向け、職員の自己成長

を支援するとともに、職員のキャリア形成や能力開発を促進す

るための管理職のマネジメント能力向上を図る取り組みを実

施 

 

２ 内  容 

（１）資格助成制度 

自己研鑽を推進する土壌を醸成すると共に、職員の公務の

質の向上につなげるための資格取得費用助成制度を導入す

る。 

 

（２）管理職マネジメント強化 

課長級のマネジメント強化のための研修を実施する。 

担 当 課 
職員部人事課 

電話 ９７２－２１２６（内線 ２１２６） 
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 

（継続）中部国際空港株式会社への整備費

貸付金（代替滑走路整備に向けた

工事） 

草案頁 ６０頁 

予 定 額 １２７，３５０千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

中部国際空港において、２０２７年度を目途に代替滑走路を

供用開始するため、整備に向けて必要となる工事に対する貸付

金 

 

２ 内  容 

代替滑走路整備に向けた工事を実施する。 

 

担 当 課 
総合調整部空港対策課 

電話 ９７２－２２２４（内線 ２２２４） 
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 （継続）業務フロー可視化・分析調査 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ４０，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

持続可能な行政運営や市民サービスの向上を目的に、業務の

自動化・省力化等により、職員が真に注力すべき業務に集中で

きる環境づくりができるよう、全庁的な業務改革（BPR：

Business Process Re-engineering）を推進するため、業務フ

ローの可視化・業務分析・改善策の策定を実施 

 

２ 内  容 

（１）業務フローの可視化 

対象所属における業務について、基礎的事項の調査やヒ

アリング調査により、業務フローの可視化を実施する。 

 

（２）業務分析 

（１）の結果を活用し、「業務のあり方」「デジタルの

活用」「外部への委託化」「事務の集約化」「業務の平準

化」などの視点から業務の分析を実施する。 

 

（３）改善策の策定 

（２）の結果を踏まえ、問題点や課題を洗い出し、具体

的な改善策の策定を実施する。 

 

 

 

担 当 課 
行政ＤＸ推進部行政改革推進課 

電話 ９７２－２１８２（内線 ２１８２） 
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令和７年度主な施策等一覧
総　務　局

 公立大学法人名古屋市立大学への
 財源措置

草案
３１頁
４４頁

令和７年度
予定額

14,459,483  

132,330     

3,770,200   

83,000      

881,300     

658,916     

27,093,298  

14,877,320  

（新規） 3,393,000   

（拡充） 163,800     

病院

市立大学病院

次期病院情報システムの更新に対する補助金

Ｅ－ステーションにおけるドクターカーの24時間
運用に対する交付金

区　　　分

大学

ＤＸの推進に対する交付金

キャンパス整備（滝子・田辺通）に対する交付
金、補助金

実験動物研究教育センター改築の設計等に対する
補助金

事　項

予定額 ４１，５５２，７８１千円

（拡充）

（拡充）

（拡充）

エネルギーセンターの更新に対する補助金

東部医療センター教育・研究棟の整備に対する補
助金
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令和７年度
予定額

（継続） 6,804,000   

455,000     

1,105,000   

2,965,121   

（拡充） 90,000      

798,000     

4,998,610   

（新規）
（市立大学病
院で掲載）

（拡充） 428,000     

（拡充） 170,866     

804,000     

1,603,395   

805,000     

災害拠点病院機能維持等に係る新棟整備の設計等
に対する貸付金、補助金

医療機器の更新等に対する補助金

みどり市民病院

医療機器の更新等に対する補助金

医療機器の更新等に対する補助金

西部医療センター

次期病院情報システムの更新に対する補助金

放射線治療棟の整備に対する貸付金

区　　　分

救急災害医療センターの整備に対する貸付金、補
助金

ＰＥＴ－ＣＴの整備に対する補助金

医療機器の更新に対する補助金

東部医療センター

救急・外来棟の受付周辺混雑緩和に向けた整備に
対する貸付金
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令和７年度
予定額

1,282,627   

137,000     

1,366,225   

（新規） 1,252,225   

（新規） 106,000     

41,552,781  

20,077,915  上記合計のうち運営費交付金

区　　　分

みらい光生病院

医療機器の更新等に対する補助金

合　　計

担当課
　市立大学部市立大学課
                  電話　９７２－２１９３（内線　２１９３）

リハビリテーション病院

リハビリテーション病院（現総合リハビリテー
ションセンター附属病院）への交付金

医療機器の更新等に対する補助金
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 
（拡充）市立大学におけるＤＸの推進に対

する交付金 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 １３２,３３０千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

大学を取り巻く環境変化への迅速な対応と教職員の生産性

の向上を図り、競争力を強化するための法人全体でのＤＸ（デ

ジタル・トランスフォーメーション）の推進に対する交付金 

 

２ 内  容 

（１）大学ＤＸの全体推進マネジメント支援 

   大学全体のＤＸを推進するため策定した「方針」や「ロー

ドマップ」を着実かつ迅速に実施するため、ＤＸの知見を有

する外部人材による支援を実施する。 

 

（２）教育用無線ＬＡＮの整備拡充 

   学生及び教員の教育・研究活動等において、より利便性の 

高い無線環境を整えるため、学内全体の無線環境の改善と最

適化機能を有する「無線ＬＡＮコントローラー機器」を整備

する。 

 

（３）電子決裁・文書管理システムの整備 

   適切かつ効率的に法人文書を管理する仕組みを構築する

とともに、より一層のペーパーレス化を実現するため、新た

なシステムを導入する。 

 

（４）次期人事給与システムの整備 

   機能の強化、人事評価・異動情報のシステム集約化等を行

い、職員の業務効率化及びより利用しやすいシステム運用を

実現するため、現行システムの更新を行う。 
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（５）各種ＤＸの推進事業 

   ウェブ会議・チャットなどのコミュニケーション基盤やテ

レワーク環境の整備、生成ＡＩの活用等、大学全体のＤＸを

推進するための各種事業を実施する。 

 

 

 

 

担 当 課 
市立大学部市立大学課 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３） 
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 

（拡充）市立大学におけるキャンパス整備 

（滝子・田辺通）に対する交付金、

補助金 

草案頁 ４４頁 

予 定 額 ３，７７０，２００千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

  将来にわたる良好なキャンパス環境の維持のため策定した

施設再編整備構想を踏まえ、総合大学としての更なる発展に向

けたキャンパス施設整備を進めるための工事等に対する交付

金、補助金 

 

２ 内  容  

滝子・田辺通キャンパスにおいて、令和６年度に実施した実

施設計に基づき、新棟の建設に係る工事等を行う。 

 

３ スケジュール（予定） 

  令和７～９年度 建設工事 

  令和９年度   供用開始 

 

 

担 当 課 
市立大学部市立大学課 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３） 
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 

（拡充）市立大学における実験動物研究教

育センター改築の設計等に対する

補助金 

草案頁 ４４頁 

予 定 額 ８３,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

  桜山キャンパスにおいて、施設の老朽化が進んでいる実験動

物研究教育センターの改築に係る設計及び同キャンパスの施

設整備を計画的に実施するための将来構想の検討に対する補

助金 

 

２ 内  容 

 （１）実験動物研究教育センターの改築に係る設計等 

現施設の老朽化・狭隘化対策として、施設の改築に係る

設計及び地盤・地質調査等を行う。 

※スケジュール（予定） 

 令和７～８年度  設計 

    令和９～１１年度 工事 

    

 （２）キャンパス将来構想に係る検討 

    桜山キャンパスの研究・教育施設等について将来的な施

設整備構想に係る調査・検討を行う。 

    

    

 

担 当 課 
市立大学部市立大学課 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３） 
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 

（新規）医学部附属病院群における次期病

院情報システムの更新に対する補

助金 

草案頁 ３１頁 

予 定 額 ３，３９３，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

  患者の利便性向上、職員の働き方改革の促進、ビッグデータ

利活用による研究の推進及び病院経営の視える化を実現する

ための次期病院情報システムの更新に対する補助金 

 

２ 内  容 

  市立大学病院及び西部医療センターにおいて、次期病院情報

システムの更新を行う。 

 

３ スケジュール（予定） 

  令和７～８年度 更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
市立大学部市立大学課 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）    
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 

（拡充）Ｅ－ステーションにおけるドクタ

ーカーの24時間運用に対する交付

金 

草案頁 ３１頁 

予 定 額 １６３，８００千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

  救急・災害医療の強化のため、令和６年度に試行運用を開始

したＥ－ステーションにおけるドクターカーの本格運用に対

する交付金 

 

２ 内  容 

医師等が救急現場で救命活動を行うために使用するドクタ

ーカーについて、令和７年度からの２４時間運用に必要な体制

強化を図る。 

 

 （※）Ｅ－ステーションとは、専門家（Expert）による教育

（Education）及び緊急対応（Emergency）の機能を備え、

救急・災害医療のさらなる発展（Evolution）を目指す拠

点 

 

担 当 課 
市立大学部市立大学課 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３） 
 

 

-24-



 

令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 

（継続）市立大学病院における救急災害医 

療センターの整備に対する貸付金、

補助金 

草案頁 ３１頁 

予 定 額 ６，８０４，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

  全市的な課題である、高齢化の進行に伴う市内の救急搬送件

数の増大や南海トラフ巨大地震等発生時の被災患者に対する

災害医療活動、救急科専門医不足に対する人材育成に対応する

市立大学病院の機能強化のための救急災害医療センターの整

備に対する貸付金、補助金 

 

２ 主な内容 

 （１）建設工事 

    令和４年度より行っている建設工事を引き続き行う。 

 （２）整備計画策定支援委託 

運営計画、移転計画等の策定を行う。 

（３）医療機器整備 

 

３ スケジュール（予定）   

令和４～７年度  建設工事     

令和８年６月  開棟 

令和８年度～    病棟・中央診療棟との接続工事   

病棟・中央診療棟改修工事  

 

 

担 当 課 
市立大学部市立大学課 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３） 
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 

（拡充）東部医療センターにおける救急・

外来棟の受付周辺混雑緩和に向け

た整備に対する貸付金 

草案頁 ３１頁 

予 定 額 ９０，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

  外来患者の増加に伴う受付周辺の混雑の緩和を図るための

整備に対する貸付金 

 

２ 内  容 

  救急・外来棟１階の受付周辺スペースを拡張するための増

築、改修工事を行う。 

 

３ スケジュール（予定）  

  令和７～８年度 工事 

 

４ 場  所 

   

担 当 課 
市立大学部市立大学課 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３） 
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 
（拡充）西部医療センターにおける放射線

治療棟の整備に対する貸付金 
草案頁 ３１頁 

予 定 額 ４２８，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

  放射線治療が必要な患者に対し、治療を休止することなく装

置の更新を行うための放射線治療棟の増築工事に対する貸付

金 

 

２ 内  容 

  放射線治療装置更新に伴う、放射線治療棟の増築工事を行

う。 

 

３ スケジュール（予定）   

  令和７年度 工事 

  令和８年度 放射線治療装置の更新 

担 当 課 
市立大学部市立大学課 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）    
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 

（拡充）西部医療センターにおける災害拠

点病院機能維持等に係る新棟整備

の設計等に対する貸付金、補助金 

草案頁 ３１頁 

予 定 額 １７０，８６６千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

  最大規模（Ｌ２）の洪水発生時に医療機能を継続できるよう、

災害機能強化を行うとともに、医療機能等を拡充するための新

棟整備の設計等に対する貸付金、補助金 

 

２ 内  容 

 （１）設計 

    災害対策、医療機能強化及び教育・研究機能強化等を行

うための新棟の建設に向けた設計を行う。 

   ※スケジュール（予定） 

    令和６～８年度  設計    

 

 （２）調査 

    新棟整備後の既存棟の防災対策強化のための調査を行

う。 

 

担 当 課 
市立大学部市立大学課 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）    
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令和７年度主な施策等一覧 
総務局（健康福祉局） 

事 項 

（新規）リハビリテーション病院（現総合

リハビリテーションセンター附属

病院）への交付金、補助金 

草案頁 ３１頁 

予 定 額 １，３５８，２２５千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

  令和７年４月に名古屋市立大学医学部附属病院として開設

するリハビリテーション病院（現総合リハビリテーションセン

ター附属病院）の病院運営に必要となる経費に対する交付金、

補助金 

 

２ 内  容 

 （１）運営費交付金 

   ・総務省の地方公営企業繰出金の基準を準用して積算し

た、リハビリテーション医療に係る経費等に対する交付

金（事業費 ５５２，２２５千円） 

   ・令和７年４月以降の病院経営の安定化を図るために必要

な経費に対する交付金（事業費 ７００，０００千円） 

 

 （２）施設整備費等補助金（事業費 １０６，０００千円） 

    病院運営に必要となる医療機器の更新等に対する補助金 

 

 

 

 

担 当 課 

（健康福祉局） 

障害福祉部障害企画課 

電話 ９７２－２６１８（内線 ２６１８） 
 

 

-29-



 

令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 
（開設）市立大学医学部保健医療学科リハ

ビリテーション学専攻 
草案頁 ４２頁 

予 定 額 

 

事業の概要 

 

１ 趣  旨  

市立大学において、地域医療に貢献する質の高いリハビリテ

ーション専門職を育成する医学部保健医療学科リハビリテーシ

ョン学専攻を開設するもの。 

 

２ 概  要 

（１） 学科名称及び構成する専攻 

学科 専攻 入学定員 

保健医療

学科 

リハビリテーション学専攻 ８０人 

 
理学療法学コース ４０人 

作業療法学コース ４０人 

  ※保健医療学科にはその他、看護学専攻（入学定員１２０人） 

   有 

 

（２） 設置場所 

市立大学桜山・滝子キャンパス及び名東キャンパス 

※名東キャンパスは令和８年４月設置予定 

 

３ 開設時期 

令和７年４月（予定） 

 

 

担 当 課 
市立大学部市立大学課 

電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３） 
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令和７年度主な施策等一覧 
総 務 局 

事 項 （開設）市立大学データサイエンス研究科 草案頁 ４２頁 

予 定 額 

 

事業の概要 

 

１ 趣  旨  

  市立大学において、より高度な統計学、情報工学等の知識を

基盤に、それに基づくデータ分析とその活用力、実務における

課題発見とその解決策を立案する力を修得し、データ利活用に

よる社会的課題へのアプロ―チを主体的に担える能力を養成

するため、データサイエンス研究科を開設するもの。 

 

２ 概  要 

 （１）研究科名称 

    データサイエンス研究科 

 

（２）設置場所 

    市立大学滝子キャンパス 

 

 （３）定員 

    １学年あたり１５名、２学年合計３０名 

 

３ 開設時期 

  令和７年４月（予定） 

担 当 課 
市立大学部市立大学課 

         電話 ９７２－２１９３（内線 ２１９３）     
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令和７年度主な施策等一覧（財政局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 予算編成システムの構築 527,000 1

スマート窓口導入調査 4,000 2

継 続 住民票の写し等のコンビニ交付導入準備 77,000 3

定額減税補足給付金 6,676,000 4



－１－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
財政局 

事 項 （拡充）予算編成システムの構築 草案頁 ６１頁 

予 定 額 ５２７，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣  旨 

本市の予算編成業務のＤＸ化を進めるため、システム構築に向 

けた設計及び開発等を実施する。 

 

２ 内  容 

 ・システム設計  

 ・プログラム開発  

  ・システム構築支援 

 

３ 事業費 

区分 事業費 備考 

令和７年度 527,000千円 
設計・開発及び構築

支援 

令和８～９年度 

(債務負担行為の限度額) 
608,000千円 

上記に加え稼働後の

運用保守業務を含む 

計 1,135,000千円  

 

４ スケジュール（予定） 

  令和７年度      構築事業者及び構築支援事業者決定 

  令和７～８年度    設計・開発 

  令和９年度～     稼働 

 

担 当 課 財政部財政課     電話９７２－２３０６（内線２３０６）      

 

 



－２－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
スポーツ市民局 

財政局 

事 項 （拡充）スマート窓口導入調査 草案頁 
６９頁 

７０頁 

予 定 額 

 

２６，３４０千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  区役所における「待たなくてよい」「書かなくてよい」「分かりや

すい」をコンセプトとしたスマート窓口について導入に向けた調査を

行う。 

 

２ 内 容 

（１）スポーツ市民局分  

ア 業務フローの可視化・分析調査等 

  令和６年度に実施した調査の結果等を踏まえ、既存の窓口に係 

る業務フローの可視化・分析調査等を実施する。 

イ 窓口支援システム調達準備 

 令和８年度の窓口支援システムの調達に向けた準備を実施する。

ウ ワンストップ化の検討 

 複数の窓口を回ることなく手続きを行えるスマート窓口のワン

ストップ化について検討を行う。 

 

（２）財政局分 

 既存の税務証明発行業務に係る業務フローの可視化・分析調査等

を実施する。 

 

３ 今後の予定 

  令和７年度 導入に向けた調査 

  令和８年度 スマート窓口の導入（先行区） 

  令和９年度 スマート窓口の順次導入 

 

 

担 当 課 
スポーツ市民局地域振興部区政課   電話９７２－３１１１ 

財政局税務部税務システム推進課   電話９７２－２３５９      
 

 

 

 

スポーツ市民局 ２２，３４０千円 

    財政局    ４，０００千円 



－３－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
スポーツ市民局 

財政局 

事 項 
（継続）住民票の写し等のコンビニ交付 

導入準備 
草案頁 

６９頁 

７０頁 

予 定 額 
 

９７，００６千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  住民票の写しや所得証明書などをコンビニなどで取得できる

仕組みの導入により、市民の利便性の向上及び窓口業務の効率化

を図る。 

 

２ 内 容 

  コンビニ交付の導入に必要となるシステム改修に伴う基本設

計及び住民票の写しや所得証明書などの情報を地方公共団体情

報システム機構に送信するための通信機器等の調達 

 

３ スケジュール（予定） 

  令和７年度 基本設計、通信機器等の調達 

令和８年度 システムの改修 

コンビニ交付の開始 

債務負担行為（スポーツ市民局分） 

期間 令和７年度～８年度 

限度額 １４９，０００千円 

 

 

 

 

 

担 当 課 
スポーツ市民局地域振興部住民課   電話９７２－３１７７ 

財政局税務部税務システム推進課   電話２６５－１１０９ 
 

 

 スポーツ市民局 ２０，００６千円 

    財政局 ７７，０００千円 



－４－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
財政局 

事 項 （継続）定額減税補足給付金 草案頁 ７０頁 

予 定 額 ６,６７６,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  国の経済対策に基づき、賃金上昇が物価高に追いついていない市民

の負担を緩和するため、令和６年度に実施した定額減税補足給付金に

おいて、支給額に不足が生じた方等に対し、給付金を支給する。 

 

２ 内 容 

対   象 給  付  額 

令和６年度に実施した定額減税補

足給付金において、支給額に不足が

生じた方 

不足する金額 

（１万円単位で支給） 

本人及び扶養親族等として定額減

税の対象外であり、低所得世帯向け

給付（※）の対象世帯の世帯主・世

帯員に該当しなかった方 

原則４万円 

（令和６年１月１日に国外居住

者であった場合は３万円） 

※以下の給付 

・令和５年度住民税非課税世帯への給付（７万円） 

・令和５年度住民税均等割のみ課税世帯への給付（１０万円） 

・令和６年度新たに住民税非課税または均等割のみ課税となる世帯への 

給付（１０万円） 

担 当 課 税務部税制課          電話９７２－２３３２      

 

 

 



令和7年度主な施策等一覧（スポーツ市民局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 トップスポーツチーム活動支援事業 41,800 1

スポーツ総合情報サイトの構築 25,000 2

ＩＳＵグランプリファイナル国際フィギュアスケート
競技大会２０２５の開催

61,150 3

第７９回全国レクリエーション大会ｉｎあいちの開催 5,000 4

スポーツ医・科学拠点整備に向けた基本構想の策定 18,000 5

コミュニティセンター建設の設計 16,700 6

地域コミュニティのあり方検討 10,000 7

次期男女平等参画基本計画の策定 6,382 8

新たな人権擁護体制整備に係る調査等 29,313 9

マイナンバーカードサービスコーナー等の設置 187,013 10

拡 充 アジア・アジアパラ競技大会会場施設の整備 21,554,827 11

瑞穂公園の整備等 8,871,962 12

新たな障害者スポーツセンターの整備
債務負担行為

（4,991,000）
13

コミュニティセンターのリニューアル改修 670,000 14

南陽支所等の改築
債務負担行為

（2,734,000）
15

災害ボランティアセンターの通信環境整備 2,000 16



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 防犯カメラ設置・更新等助成及び電気料助成 116,338 17

防犯灯ＬＥＤ化助成 10,898 18

戸籍への氏名の振り仮名記載対応 843,629 19

スマート窓口導入調査 22,340 20

継 続 スポーツプロモーションの推進 35,000 21

ｅスポーツの振興 5,000 22

アーバンスポーツの振興 6,000 23

障害者のスポーツ習慣定着化支援事業 5,000 24

地域活動におけるＩＣＴ活用の推進 6,400 25

地域活動人材ネットワーク構築事業 4,600 26

雇用等における女性の活躍推進 11,538 27

子どもを守る交通安全対策 13,600 28

エスカレーターの安全な利用の促進 8,000 29

区の特性に応じたまちづくり事業 172,037 30

住民票の写し等のコンビニ交付導入準備 20,006 31

守山区役所整備基礎調査 3,900 32



－１－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（新規）トップスポーツチーム活動支援

事業
草案頁 ４６頁

予 定 額 ４１，８００千円

事業の概要

１ 趣 旨

スポーツ振興基金を設置し、ふるさと寄附金を活用してトップ

スポーツチーム等による地域活性化活動を促進する。

２ 内 容

・トップスポーツチーム等の地域活性化活動を促進するため、ト

ップスポーツチーム等の返礼品を活用し、ふるさと寄附金を募

集する。

・スポーツ振興基金を設置し、ふるさと寄附金の一部を積み立

て、次年度以降のトップスポーツチーム等の地域活性化活動へ

の補助やスポーツ振興事業に活用する。

３ スケジュール

令和７年度 スポーツ振興基金設置

寄附申込の受付・スポーツ振興基金へ積立

令和８年度 トップスポーツチーム等地域活性化活動補助

スポーツ振興事業の拡充

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ戦略課 電話 ９７２－４４０８



－２－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項 （新規）スポーツ総合情報サイトの構築 草案頁 ４６頁

予 定 額 ２５，０００千円

事業の概要

１ 趣 旨

効率よく関連情報を入手できるよう、あらゆるスポ－ツ情報を

集約した新たなウェブサイトの構築を行う。また、観戦に訪れる

方向けにスポーツ×観光の情報コンテンツを発信することで、本

市のスポーツに関する魅力向上を図る。

２ 内 容

（１）ウェブサイトの構築

スポーツ情報について「する」「みる」「ささえる」などわ

かりやすく整理するとともに、本市を拠点に活動しているトッ

プスポーツチームの試合情報等を掲載することで、応援する機

運を高めるために新たなウェブサイトを構築する。

（２）スポーツ×観光の情報発信

トップスポーツチームの本拠地やアジア・アジアパラ競技大

会をはじめとしたスポーツ大会等の会場となっているスタジ

アムやアリーナ等の周辺観光情報の発信を行う。

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ戦略課 電話 ９７２－４４０８



－３－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項

（新規）ＩＳＵグランプリファイナル

国際フィギュアスケート競技

大会２０２５の開催

草案頁 ４６頁

予 定 額 ６１，１５０千円

事業の概要

１ 趣 旨

令和７年１２月に愛知・名古屋で開催されるＩＳＵグランプリ

ファイナル国際フィギュアスケート競技大会２０２５に向けた

準備、大会の運営などを行う。また、愛知県、名古屋市、愛知県

スケート連盟などによる開催支援委員会を組織し、県民・市民の

盛り上げを図るとともに、観戦に訪れる方に当地域の魅力をＰＲ

する。

２ 内 容

（１）開催日

令和７年１２月

（２）会 場

ＩＧアリーナ（愛知国際アリーナ）

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ戦略課 電話 ９７２－４４０８



－４－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（新規）第７９回全国レクリエーション

大会ｉｎあいちの開催
草案頁 ４６頁

予 定 額 ５，０００千円

事業の概要

１ 趣 旨

毎年、都道府県単位で開催される全国レクリエーション大会

を、名古屋市を中心とする愛知県において開催するもの。（愛知

県大会は３回目の開催）

２ 内 容

（１）時 期

令和７年１０月３１日（金）～１１月２日（日）

（２）会 場

愛知県芸術劇場、愛知県産業労働センター、久屋大通公園は

じめ県内各地

（３）主 催

・（公財）日本レクリエーション協会

・ＮＰＯ法人愛知県レクリエーション協会

・愛知県

・名古屋市 等

（４）実施プログラム

・式典

・レクリエーション体験ひろば

・交流大会

・研究フォーラム 等

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ振興課 電話９７２－３２６１



－５－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（新規）スポーツ医・科学拠点整備に

向けた基本構想の策定
草案頁 ４７頁

予 定 額 １８，０００千円

事業の概要

１ 趣 旨

アジア・アジアパラ競技大会を契機とした市民のスポーツへの

関心の高まりを一過性のものとせず、スポーツ実施率の向上や生

涯にわたるスポーツ・健康寿命の延伸につなげるため、スポーツ

医・科学拠点整備に向けた基本構想の策定を行うもの。

２ 内 容

（１）有識者懇談会の開催

学識経験者等で構成された懇談会を開催し、意見を聴取す

る。

（２）スポーツ医・科学関連施設の状況調査

他自治体等における支援状況について、実施事業及び拠点施

設の状況等を調査する。

（３）基本方針の設定

有識者等の意見及び国や他自治体の動向・施策等に基づき、

基本方針を設定する。

（４）スポーツ医・科学支援の内容等の検討

本市における支援の内容及び必要となる機能等を検討する。

３ スケジュール

令和７年４月～令和８年２月頃 内容の検討

令和８年 ３月頃 策定

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ振興課 電話 ９７２－３２６１



－６－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（新規）コミュニティセンター建設の

設計
草案頁 ５１頁

予 定 額 １６，７００千円

事業の概要

１ 趣 旨

心の豊かさとふれあいのある地域社会の形成を目指し、地域

住民の連帯とコミュニティ活動の推進を図るため、学習、集会

等多目的な利用に供する施設として中区老松学区にコミュニテ

ィセンターを設置する。

２ 施設内容

会議室、和室、調理室、事務室、倉庫など、住民との協議を

経て決定

３ 延床面積

約300㎡

４ 管理運営

指定管理者

５ スケジュール

令和７年度 設計

令和８年度 工事

令和９年度 工事、開館

担 当 課 地域振興部地域振興課 電話 ９７２－３１１７



－７－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項 （新規）地域コミュニティのあり方検討 草案頁 ５１頁

予 定 額 １０，０００千円

事業の概要

１ 趣 旨

持続可能な地域活動に向けた、地域コミュニティのあり方検討

のため、実態調査を行うほか全庁的なプロジェクトチームを設置

する。

２ 内 容

（１）実態調査

地域活動の実態を把握するため、区政協力委員の業務量調査

や地域団体へのヒアリング等を実施する。

（２）庁内ワーキング

区政協力委員制度、地域に依頼している行政協力業務の負担

軽減や地域活動の活性化等について、全庁的なプロジェクトチ

ームを設置し検討する。

担 当 課 地域振興部地域振興課 電話９７２－３１１７



－８－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項 （新規）次期男女平等参画基本計画の策定 草案頁 ５２頁

予 定 額 ６，３８２千円

事業の概要

１ 趣旨

本市では、男女平等参画推進なごや条例に基づき、男女平等参

画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、基本

計画を策定している。

現行の基本計画である「名古屋市男女平等参画基本計画２０２

５」の計画期間が令和７年度末に終了することから、令和８年度

からを計画期間とする基本計画を策定する。

２ 内容

（１）学識経験者等からの意見聴取

学識経験者等で構成された名古屋市男女平等参画審議会に

おいて、計画の策定に向けた意見を聴取する。

（２）男女平等参画に関する課題の整理・検討

国や他都市の動向・施策等を調査し、本市における課題を整

理したうえで、方向性や施策を検討する。

３ スケジュール（予定）

令和７年４月～１０月頃 男女平等参画審議会の開催

１２月頃 パブリックコメントの実施

令和８年 ３月頃 策定

担 当 課 市民生活部男女平等参画推進課 電話９７２－２２３３



－９－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（新規）新たな人権擁護体制整備に係る

調査等
草案頁 ６９頁

予 定 額 ２９，３１３千円

事業の概要

１ 趣 旨

差別事案の発生に対して、実効性のある対応ができる体制を整

備するため、「新たな人権擁護体制の仕組みづくり」にかかる調

査・検討を行うもの。

２ 内 容

（１）人権条例の制定にかかる調査・検討

インターネットモニタリングや、各人権分野の当事者、支援

者等を中心とした条例の検討会議を開催し、実効性のある条例

の検討を行う。

（２）なごや人権センター（仮称）新設にかかる調査

新たな人権総合相談窓口や第三者的な人権救済機関を整備

するため、調査を実施する。

（３）啓発事業

条例制定の機運醸成を図るため、市内在住・在学の大学生等

が主体となって企画する人権啓発イベント等を実施する。

担 当 課 人権施策推進部人権施策推進課 電話 ９７２－２４３６



－10－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（新規）マイナンバーカードサービス

コーナー等の設置
草案頁 ６９頁

予 定 額 １８７，０１３千円

事業の概要

１ 趣 旨

マイナンバーカードや電子証明書の有効期限満了に伴う更新

等が多く見込まれるため、市内商業施設にサービスコーナーの設

置等を行うことにより、市民の利便性の向上を図る。

２ 内 容

（１）サービスコーナー

設置場所：イオンモールナゴヤドーム前

開所日時：月・火・木・金・土・日曜日

（第３土曜日に続く日曜日、年末年始除く）

１１時から１９時（予約制）

取扱業務：カード交付・更新、電子証明書更新など

開所時期：令和８年２月（予定）

（２）出張窓口

実施場所：商業施設など実施日ごとに４箇所

実施日時：原則、土・日曜日、祝日（年末年始除く）

１２時から１８時など（予約制）

取扱業務：カード申請・交付の受付（カードは後日郵送）

開始時期：令和７年１０月（予定）

（３）その他

サービスコーナー・出張窓口における手続き予約のため特設

ウェブサイトを開設するほか、各区・支所にシステム端末を増

設

担 当 課 地域振興部住民課 電話９７２－３１７７



－11－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（拡充）アジア・アジアパラ競技大会会場

施設の整備
草案頁 ４７頁

予 定 額
２１，５５４，８２７千円

（債務負担行為：３，０４５，０５８千円）

事業の概要

１ 趣 旨

アジア・アジアパラ競技大会の会場として仮決定されている施

設について、リニューアル改修等を行う。

２ 内 容

（１）対象施設

総合体育館レインボープール

総合体育館レインボーホール

瑞穂公園ラグビー場

稲永スポーツセンター

金城ふ頭アリーナ

港サッカー場

東山公園テニスセンター

（２）改修内容

バリアフリー改修、内外装・防水改修、設備改修 等

（３）備品の保管・更新

既存備品の保管・更新 等

３ スケジュール

令和７～８年度 工事

（参考）瑞穂公園の整備等

陸上競技場等の整備 ８，１３８，２６２千円

北陸上競技場舗装改修 ４５８，０００千円

担 当 課

スポーツ推進部スポーツ施設課 電話９７２－３３８９

【金城ふ頭アリーナに関すること】

スポーツ推進部スポーツ戦略課 電話９７２－４４０８



－12－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項 （拡充）瑞穂公園の整備等 草案頁 ４８頁

予 定 額
８，８７１，９６２千円

（債務負担行為：２８，０００千円）

事業の概要

１ 趣 旨

陸上競技場の建設及び公園整備等を始め、瑞穂公園マスタープ

ランに基づく施設整備等を実施する。

２ 内 容

（１）陸上競技場等の整備

アジア・アジアパラ競技大会のメイン会場となる陸上競技場

の建設及び公園整備等をＰＦＩにより実施する。

（２）陸上競技場周辺道路整備

陸上競技場の改築にあたり道路を一部廃道したことに伴う

周辺道路の整備を実施する。

（３）北陸上競技場舗装改修

北陸上競技場の舗装改修工事を実施する。

（４）レクリエーション広場舗装改修

レクリエーション広場の排水性向上を目的とした舗装改修

工事を実施する。

（５）地下駐車場等整備

屋根付き広場及び地下駐車場の整備に向け、公募資料作成等

の事業者選定支援業務を委託する。

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ施設課 電話９７２－３２８５



－13－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（拡充）新たな障害者スポーツセンターの

整備
草案頁 ４８頁

予 定 額 （債務負担行為 ４，９９１，０００千円）

事業の概要

１ 趣 旨

障害者が身近な地域でスポーツ活動ができる環境を目指し、令

和４年度に策定した基本計画を踏まえ、令和５年度及び令和６年

度に実施した設計をもとに、新たな障害者スポーツセンターの整

備を行う。

２ 整備予定地

名古屋市西区押切一丁目８０１番及び７１０番

３ 内 容

（１）地下構造物取り壊し工事

（２）新たな障害者スポーツセンター新築工事

４ スケジュール

令和７年度 工事契約

令和８～１２年度 工事

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ振興課 電話９７２－３２６１



－14－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（拡充）コミュニティセンターの

リニューアル改修
草案頁 ５１頁

予 定 額
６７０，０００千円

（債務負担行為：２１４，０００千円）

事業の概要

１ 趣 旨

地域のコミュニティ活動の拠点であるコミュニティセンター

について、施設の長寿命化等を行うための改修工事、設計及び各

種調査を実施する。

２ 内 容

（１）工事

外壁、屋根防水、内装、設備・衛生機器の更新等の改修工事

を実施する。

（２）設計

改修工事を行うための設計を実施する。

（３）各種調査

・老朽化調査

・アスベスト事前調査

・アスベスト含有分析調査

３ 対象施設

・工事 ６館

・設計 ５館

・各種調査 １４館

担 当 課 地域振興部地域振興課 電話９７２－３１１７



－15－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

健 康 福 祉 局

消 防 局

事 項 （拡充）南陽支所等の改築 草案頁

２９頁

３２頁

５１頁

６９頁

予 定 額

スポーツ市民局２,７３４,０００千円

３,７９５,０００千円 健 康 福 祉 局 ７９９,０００千円

（債務負担行為） 消 防 局 ２６２,０００千円

事業の概要

１ 趣 旨

港区役所南陽支所、港保健センター南陽分室、港消防署南陽出

張所及び南陽地区会館について、複合施設として改築を行うもの。

２ 改築予定地

現港区役所南陽支所所在地

３ 今後の予定

令和７年度 入札等、契約事務

令和８～９年度 解体工事（現庁舎）、建設工事（複合施設）

令和１０年度 複合施設供用開始

４ 事業費 （単位：千円）

区 分 令和８～９年度

港区役所南陽支所 １，５９７，０００

南陽地区会館 １，１３７，０００

港保健センター南陽分室 ７９９，０００

港消防署南陽出張所 ２６２，０００

計 ３，７９５，０００

注 令和８～９年度は、債務負担行為の限度額

担 当 課

（スポーツ市民局）地域振興部 区 政 課 電話９７２－３１１１

地域振興課 電話９７２－３１１７

（健康福祉局）健 康 部 保健医療課 電話９７２－２６２０

（消 防 局）総 務 部 施 設 課 電話９７２－３５１６



－16－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（拡充）災害ボランティアセンターの

通信環境整備
草案頁 ５１頁

予 定 額 ２，０００千円

事業の概要

１ 趣 旨

災害発生時に開設する災害ボランティアセンターにおいて、

全国から駆け付けるボランティアと被災者ニーズの調整を専用

アプリで行う際に必要な通信環境を整備するもの。

２ 内 容

（１）災害備蓄用モバイルルータの配備

４つの通信事業者に自動接続する災害備蓄用モバイルルー

タを、市内２３か所の災害ボランティアセンター開設候補地

に配備する。

（２）災害ボランティアセンター設置運営訓練の継続実施

毎年度１回程度、市・区・支所で実施される災害ボランティ

アセンター設置運営訓練において、本番と同様の通信回線を

使用するなど、これまで以上に実践的な訓練を実施する。

担 当 課 地域振興部市民活動推進センター 電話２２８－８０３９



－17－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（拡充）防犯カメラ設置・更新等助成

及び電気料助成
草案頁 ５１頁

予 定 額 １１６，３３８千円

事業の概要

１ 趣 旨

地域における防犯カメラの修繕費用及び本市の助成を受けず

に設置した防犯カメラの電気料を新たに助成の対象とする。

２ 内 容

（１）防犯カメラ設置・更新等助成

区分 設置・更新 修繕（拡充）

対象経費 機器購入費、工事費等 機器修繕費、工事費等

補助率 補助対象経費の３分の２以内

（上限額） （１４０千円／１台） （５０千円／１台）

対象団体 学区連絡協議会、町内会等

（２）防犯カメラ電気料助成（拡充）

区分 内容

対象経費
本市の助成を受けずに設置した公共空間を撮

影する防犯カメラの電気料金

補助額
毎年度、実勢価格に応じて決定

（令和６年度 １台あたり２，０８８円）

対象団体 学区連絡協議会、町内会等

担 当 課 市民生活部地域安全推進課 電話 ９７２－３１２１
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令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項 （拡充）防犯灯ＬＥＤ化助成 草案頁 ５１頁

予 定 額 １０，８９８千円

事業の概要

１ 趣 旨

地域における防犯灯の設置について、既にＬＥＤ化している防

犯灯の更新費用を新たに助成の対象とする。

２ 内 容

区分 内容

対象経費
ＬＥＤ防犯灯を設置及び更新する際の機器

購入費、工事費等

補助額

現物給付によりＬＥＤ灯を設置する場合

：１台あたり上限５千円

現物給付以外でＬＥＤ灯を設置する場合

：１台あたり上限１０千円

対象団体 学区連絡協議会、町内会等

＜参考＞現物給付制度

市がＬＥＤ灯を一括購入し、補助対象団体に支給したうえで、

その工事費等に対し補助金を交付する。

担 当 課 市民生活部地域安全推進課 電話 ９７２－３１２１
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令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項 （拡充）戸籍への氏名の振り仮名記載対応 草案頁 ６９頁

予 定 額
８４３，６２９千円

（債務負担行為：９４，０００千円）

事業の概要

１ 趣 旨

令和７年５月２６日施行の改正戸籍法による戸籍への氏名の

振り仮名記載に対応するため、通知の作成・発送及び問い合せ

対応のほか、届出の受付及び戸籍への記載処理を行うもの。

２ 内 容

（１）通知の作成及び発送等

戸籍に記載される予定の氏名の振り仮名をお知らせする通

知を作成・発送するとともに、問い合わせに対応するために

コールセンターを設置する。

（２）届出の受付及び戸籍への記載処理

区役所・支所に設置する窓口において届出を受け付けるほ

か、届出のあった振り仮名を戸籍に記載する

（参考）

時 期 内 容

令和７年５月２６日

～

令和８年５月２５日

・本籍地が市内の人に対して、戸籍に記載

予定の振り仮名の通知を発送

・問い合わせ対応のコールセンターを開

設

・振り仮名に誤りがある場合等には届出、

記載

令和８年６月～ 届出がなかった場合について記載

担 当 課 地域振興部住民課 電話９７２－３１７７
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令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

財 政 局

事 項 （拡充）スマート窓口導入調査 草案頁
６９頁

７０頁

予 定 額 ２６，３４０千円

事業の概要

１ 趣 旨

区役所における「待たなくてよい」「書かなくてよい」「分かりや

すい」をコンセプトとしたスマート窓口について導入に向けた調査を

行う。

２ 内 容

（１）スポーツ市民局分

ア 業務フローの可視化・分析調査等

令和６年度に実施した調査の結果等を踏まえ、既存の窓口に係

る業務フローの可視化・分析調査等を実施する。

イ 窓口支援システム調達準備

令和８年度の窓口支援システムの調達に向けた準備を実施する。

ウ ワンストップ化の検討

複数の窓口を回ることなく手続きを行えるスマート窓口のワン

ストップ化について検討を行う。

（２）財政局分

既存の税務証明発行業務に係る業務フローの可視化・分析調査等

を実施する。

３ 今後の予定

令和７年度 導入に向けた調査

令和８年度 スマート窓口の導入（先行区）

令和９年度 スマート窓口の順次導入

担 当 課
スポーツ市民局地域振興部区政課 電話９７２－３１１１

財政局税務部税務システム推進課 電話９７２－２３５９

スポーツ市民局 ２２，３４０千円

財政局 ４，０００千円
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令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項 （継続）スポーツプロモーションの推進 草案頁 ４６頁

予 定 額 ３５，０００千円

事業の概要

１ 趣 旨

名古屋市スポーツ戦略に基づき、スポーツによる地域の活性

化や都市ブランドの向上を目指すとともに、アジア・アジアパ

ラ競技大会の開催も含め、本市が有する豊富なスポーツコンテ

ンツを活用し､スポーツプロモーションを行う。

２ 内 容

（１）スポーツプロモーションの実施

ＳＮＳをはじめとした各種広報媒体を用いて、市内で開催予

定のアジア・アジアパラ競技大会の競技の見どころや活躍の見

込まれる選手の紹介等を行うとともに、マラソンＥＸＰＯでブ

ース出展し、スポーツを含む本市の魅力発信を実施する。

（２）名古屋スポーツ広報大使等を活用した情報発信

名古屋スポーツ広報大使等を活用し、主に会場で観戦するこ

とを促す魅力発信を市域内外に向けて実施する。

（３）アジア・アジアパラ競技大会のテストイベントの盛り上げ

市内で開催予定のアジア・アジアパラ競技大会のテストイベ

ントの会場でブース出展し、スポーツを含む本市の魅力発信を

実施する。

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ戦略課 電話 ９７２－４４０８
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令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項 （継続）ｅスポーツの振興 草案頁 ４６頁

予 定 額 ５，０００千円

事業の概要

１ 趣 旨

アジア競技大会の競技種目に採用されているｅスポーツのイ

ベントを行うことで「する」「みる」スポーツとしての機運醸成

を図る。また、年齢や性別、障害の有無などに関わらず楽しめる

性質を活かした体験・交流事業を実施する。

２ 内 容

（１）アジア競技大会ｅスポーツ競技タイトルを用いたイベント

競技タイトルの紹介、ｅスポーツアスリートによる講演・デ

モンストレーションなど、アジア競技大会に向けたｅスポーツ

の機運醸成イベントを実施する。

（２）ｅスポーツを活用した体験・交流事業

年齢等に関わらず楽しめるｅスポーツの性質を活かし、世代

間交流等にｅスポーツを活用するための体験・交流事業を実施

する。

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ戦略課 電話 ９７２－４４０８
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令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項 （継続）アーバンスポーツの振興 草案頁 ４６頁

予 定 額 ６，０００千円

事業の概要

１ 趣 旨

若い世代を中心に盛り上がりを見せているアーバンスポーツ

について、アジア競技大会の開催種目を中心に競技の盛り上げを

行うとともに、アーバンスポーツに触れる機会を増やし、関心を

高める。

２ 内 容

市内で開催される競技を盛り上げるために、デモンストレーシ

ョン・解説・体験会・トークショー等、機運醸成の取り組みを競

技会場ごとに実施する。

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ戦略課 電話 ９７２－４４０８
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令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（継続）障害者のスポーツ習慣定着化

支援事業
草案頁 ４７頁

予 定 額 ５，０００千円

事業の概要

１ 趣 旨

障害者のスポーツ習慣定着化を支援するため、ユニバーサルス

ポーツ等を活用した体験会の開催や動画の作成を行う。

２ 内 容

（１）体験会の開催

障害者福祉施設に講師を派遣して、施設の利用者や職員を対

象に、ユニバーサルスポーツや電子機器を活用したスポーツの

体験会を開催する。

（２）動画の作成

障害者がスポーツに親しんでいただけるよう、導入としてユ

ニバーサルスポーツの実施方法やルールや用具の工夫の仕方

等をわかりやすく伝える動画を作成する。

（３）普及員の養成

体験会・講習会を開催し、地域や施設等でユニバーサルスポ

ーツの推進に取り組んでいただける普及員を養成する。

担 当 課 スポーツ推進部スポーツ振興課 電話 ９７２－３２６１
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令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（継続）地域活動におけるＩＣＴ活用の

推進
草案頁 ５１頁

予 定 額 ６，４００千円

事業の概要

１ 趣 旨

地域活動の効率化や人材確保を促進するため、地域活動に係る

ＩＣＴ活用に関する相談対応等を実施する。

２ 内 容

（１）体験会・相談会

ＩＣＴツールが体験できる講座及びＩＣＴの活用に関する

相談会を実施する。

（２）伴走支援

地域団体の状況に応じてＩＣＴツールが導入できるよう、専

門家による伴走支援を実施する。

担 当 課 地域振興部地域振興課 電話９７２－３１１７
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令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（継続）地域活動人材ネットワーク

構築事業
草案頁 ５１頁

予 定 額 ４，６００千円

事業の概要

１ 趣旨

地域活動を担う人材を確保し、活動の持続可能性を向上させる

ため、地域団体と新たな人材との連携を促すプログラムを実施す

る。

２ 内容

（１）地域課題解決支援力の向上

町内会・自治会等の活動に貢献できる地域住民、ＮＰＯ、企

業等と地域団体との連携が促進されるよう、地域団体へのマッ

チング支援とともに、コミュニティサポーターはじめ各区地域

団体支援担当職員への研修等を実施する。

（２）区別連携企画の実施

各区における地域ニーズや状況に合わせて、区ごとに連携支

援企画を実施する。

担 当 課 地域振興部地域振興課 電話９７２－３１１７
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令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項 （継続）雇用等における女性の活躍推進 草案頁 ５２頁

予 定 額 １１，５３８千円

事業の概要

１ 趣 旨

女性の活躍推進企業の情報発信等を行うとともに、若年層、

女性、男性及び企業を対象とした意識啓発を実施する。

２ 内 容

（１）女性の活躍推進企業の情報発信等

女性の活躍推進企業を認定・表彰し、その取組みを就職展

等において学生や企業にＰＲする。

（２）企業向けセミナー

企業における女性活躍の取組みの促進に向けたセミナーを

実施する。

（３）女性のキャリア形成に関する意識啓発

企業の女性従業員等を対象に、キャリアデザイン研修や研

修の場を通じたネットワークづくりを実施する。

（４）男性の家事・育児等参画促進に関する意識啓発

商業施設において、企業と連携した啓発イベントを実施す

る。

（５）共働きカップルのロールモデル発信

仕事と家事・育児等を両立する具体的なイメージがもてる

よう、共働きカップルのロールモデルを発信する。

（６）大学生向け意識啓発

固定的な性別役割分担意識にとらわれずに今後のライフプ

ランを考えるシンポジウムを実施する。

担 当 課 市民生活部男女平等参画推進課 電話 ９７２－２２３３
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令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項 （継続）子どもを守る交通安全対策 草案頁 ５９頁

予 定 額 １３，６００千円

事業の概要

１ 趣 旨

民間企業と連携した啓発等を実施し、引き続き子どもを守るた

めの交通安全対策を推進する。

２ 内 容

（１）民間企業と連携した啓発

レゴランド・ジャパンと連携して、ドライバーである保護者

や子どもが交通ルール等を学ぶことができる啓発活動を市内

各地で実施する。

（２）動画を活用した啓発

ドライバーに対する啓発動画をＷＥＢ広告や映画館等にお

いて引き続き活用するほか、名古屋ダイヤモンドドルフィンズ

と連携した啓発活動に取り組む。

（３）通学路安全対策検討会のシステム化等

通学路安全対策検討会の仕組みをシステム化する等、通学路

の安全対策の充実化を図る。

担 当 課 市民生活部地域安全推進課 電話９７２－３１２１



－29－

令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項
（継続）エスカレーターの安全な利用の

促進
草案頁 ６８頁

予 定 額 ８，０００千円

事業の概要

１ 趣 旨

エスカレーターの安全な利用を促進するため、利用者の意識啓

発や先進技術を活用した対策等を実施する。

２ 内 容

（１）意識啓発

ア 地下鉄車内広告等

地下鉄車内広告のほか、市内のエスカレーター設置施設に

ポスターを配布する。

イ キャンペーン

街頭啓発、エスカレーターの右側に立ち止まって乗る「な

ごやか立ち止まり隊」の活動など、エスカレーターの安全利

用を促すキャンペーンを実施する。

（２）先進技術を活用した対策

ＡＩを活用してエスカレーター上の歩行者を検知し、音声で

注意喚起する装置を、エスカレーター６基に設置する。

（３）現況調査

市内のエスカレーターの利用状況についての実態把握調査

等を実施する。

担 当 課 市民生活部消費生活課 電話 ２２２－９６４５
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令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項 （継続）区の特性に応じたまちづくり事業 草案頁 ６９頁

予 定 額 １７２，０３７千円

事業の概要

１ 趣 旨

区民が区政へ参画する場である区民会議の議論を踏まえ、区の特

性に応じたまちづくり事業を全区で実施するもの。

２ 内 容 (単位：千円)

区 内 容 金額

千種 千種区名所（城山・覚王山地区）の魅力発信 等 3,904

東 「文化のみち」魅力発信事業 等 8,686

北 北区ジャズの街プロジェクト「KITA JAZZ！」等 15,070

西 「名古屋・西」の観光推進 等 13,012

中村
令和８年大河ドラマ「豊臣兄弟！」放送をとらえた区民の
郷土愛醸成事業 等

14,282

中 中区まちの記憶を呼び起こす事業 等 12,527

昭和 ごきそ大根「ショウちゃん」とダイコン RUN！ 等 5,076

瑞穂 瑞穂の魅力ブラッシュアップ事業「みずほさくら Weeks」 等 10,312

熱田 ～あつたの名所をフル活用～あつたのファン拡大大作戦 等 12,206

中川 魅力発見、再発見 ～中川さんぽ、人情グルメ町中華～ 等 12,664

港 防災強靭化パッケージ 等 12,014

南 南区魅力発見発信プロジェクト事業 等 8,786

守山 子どもがつなげる守山まちづくりプロジェクト 等 11,322

緑 緑区魅力発信事業 2025 等 11,367

名東 めいとう×サステナブルアクション 等 10,721

天白 てんぱくワクワク！魅力いっぱい！「かぼっちフェスティバル」等 10,088

３ その他

一部の事業については、区民の方等からの寄附を積み立てた区ま

ちづくり基金を財源とする。なお、予定額のうち区まちづくり基金

等の充当額は12,037千円

担 当 課

スポーツ市民局地域振興部区政課 972-3111

各区区政部企画経理課

千種 753-1930 東 934-1104 北 917-6427 西 523-4641

中村 433-2757 中 265-2307 昭和 735-3871 瑞穂 852-9241

熱田 683-9686 中川 363-4382 港 654-9671 南 823-9440

守山 796-4647 緑 625-3896 名東 778-3081 天白 807-3925
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令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

財 政 局

事 項
（継続）住民票の写し等のコンビニ交付

導入準備
草案頁

６９頁

７０頁

予 定 額 ９７，００６千円

事業の概要

１ 趣 旨

住民票の写しや所得証明書などをコンビニなどで取得できる

仕組みの導入により、市民の利便性の向上及び窓口業務の効率化

を図る。

２ 内 容

コンビニ交付の導入に必要となるシステム改修に伴う基本設

計及び住民票の写しや所得証明書などの情報を地方公共団体情

報システム機構に送信するための通信機器等の調達

３ スケジュール（予定）

令和７年度 基本設計、通信機器等の調達

令和８年度 システムの改修

コンビニ交付の開始

債務負担行為（スポーツ市民局分）

期間 令和７年度～８年度

限度額 １４９，０００千円

担 当 課
スポーツ市民局地域振興部住民課 電話９７２－３１７７

財政局税務部税務システム推進課 電話２６５－１１０９

スポーツ市民局 ２０，００６千円

財政局 ７７，０００千円
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令和７年度主な施策等一覧

スポーツ市民局

事 項 （継続）守山区役所整備基礎調査 草案頁 ６９頁

予 定 額 ３，９００千円

事業の概要

１ 趣 旨

昭和４６年１０月に竣工し、老朽化が著しい守山区役所の整備

に係る基本構想策定に向けた調査等を実施する。

２ 内 容

土地履歴調査、アスベスト使用履歴調査及び境界確定測量

（参考）守山区役所現庁舎の概要

所在地 守山区小幡一丁目３番１号

合築施設 守山保健センター

竣工年月 昭和４６年１０月（経過年数５３年）

敷地面積 ８,６３９．４１㎡

延床面積
５,３２９．１５㎡

（建物全体７,２０９．５３㎡）

構造・規模 鉄筋コンクリート造、地上４階地下１階

担 当 課 地域振興部区政課 電話 ９７２－３１１１



令和7年度主な施策等一覧（経済局)

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規
中小企業カスタマーハラスメント対策支援事
業

31,000 1

拡 充 な・ご・や商業フェスタ開催助成 40,000 2

スタートアップ・エコシステムのグローバル
化推進

142,489 3

中小企業水素エネルギー普及促進等事業 13,000 4

戦略的企業誘致の推進 43,188 5

地域経済グローバル化推進事業 20,000 6

中小企業人材確保伴走支援事業 22,000 7

本場・北部市場機能向上整備の設計等 177,000 8

継 続 イノベーション拠点を核とした共創促進事業 69,000 9

小中高生起業家人材育成事業 63,100 10

デザイン活用によるサステナブルビジネス展
開支援事業

25,000 11

行 事 あいち・なごやFASHION DAYSの開催 40,000 12
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令和７年度主な施策等一覧 

経済局 

事 項 
（新規）中小企業カスタマーハラスメント

対策支援事業 
草案頁 ６４頁 

予 定 額 ３１,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  中小企業における就業環境の改善を図るため、カスタマーハラ

スメント対策に取り組む中小企業への支援を実施 

   

２ 内 容 

（１）セミナーの開催等 

   カスタマーハラスメント対策の重要性についてのセミナー

を開催するとともに、各事業者の状況に応じた対策について専

門家による個別相談を実施 

 

（２）中小企業カスタマーハラスメント対策支援補助金の創設 

区  分 内   容 

補 助 要 件 
セミナーを受講済みであること及び個別相

談を行っていること 

補助対象経費 
管理用カメラや通話録音装置の導入費など、

カスタマーハラスメント対策に必要な経費 

補 助 率 １／２以内 

補助限度額 ３０万円 

 

担 当 課 産業労働部労働企画課       電話 ９７２－３０４５      
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令和７年度主な施策等一覧 

経済局 

事 項 （拡充）な・ご・や商業フェスタ開催助成 草案頁 ６３頁 

予 定 額 ４０,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

地域商業の発展と街の活性化を図るため、７０周年を迎える

「な・ご・や商業フェスタ」の開催に対し助成 

 

２ 内 容 

区  分 説   明 

補助対象団体 な・ご・や商業フェスタ実行委員会 

実 施 期 間 令和７年１１月頃 

事 業 内 容 

・中央イベント 

中小企業振興会館において、ブース出展

やアクティビティ体験、ステージイベン

トなどを実施 

・地域イベント 

各商店街において地域に応じた特色ある

イベントを実施 

補助対象経費 会場借上料、装飾設備費等 

補 助 率 補助対象経費の１／２以内 

  

担 当 課 商業・流通部地域商業課       電話 ９７２－２４３１      
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令和７年度主な施策等一覧 

経済局 

事 項 
（拡充）スタートアップ・エコシステムの

グローバル化推進 
草案頁 ６３頁 

予 定 額 １４２,４８９千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  海外や首都圏から起業家や投資家等を呼び込むとともに、当地

域のスタートアップ企業の海外展開を促進し、スタートアップ・

エコシステムのグローバル化を推進するため、大規模イベントを

開催 

 

２ 内 容 

（１）大規模イベントの開催 

   県等と連携し、起業家、投資家等を当地域に集めるトークセ

ッションやブース展示、交流等を行う大規模イベントを開催 

 

（２）海外展開の促進 

   浜松市等と連携し、海外からスタートアップの呼び込みや国

内外の投資家・事業会社とのマッチング等を実施 

 

担 当 課 イノベーション推進部スタートアップ支援課  電話 972-3043 
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令和７年度主な施策等一覧 

経済局 

事 項 
（拡充）中小企業水素エネルギー普及促進

等事業 
草案頁 ６３頁 

予 定 額 １３,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

次世代エネルギーとして期待される水素の社会実装実現に向

け、中部圏における水素サプライチェーン構築推進のための取組

みのほか、市内中小企業等への普及促進のための啓発イベント等

を実施 

 

２ 内 容 

（１）中部圏水素サプライチェーン構築推進事業 

   本市を含む自治体、経済団体等で構成する「中部圏水素・ア

ンモニア社会実装推進会議」を通じて、水素の需要創出・拡大

等のために必要な取組みを実施 

 

（２）中小企業水素エネルギー普及促進事業 

   市内中小企業等に対し、水素エネルギーの普及促進を図る啓

発イベント等を実施するとともに、水素産業への参入に向けて

水素技術を学ぶ講座等を開催 

 

 

 

 

担 当 課 イノベーション推進部次世代産業振興課    電話 972-2420 
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令和７年度主な施策等一覧 

経済局 

事 項 （拡充）戦略的企業誘致の推進 草案頁 ６３頁 

予 定 額 ４３,１８８千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  企業誘致を一層推進するため、東京圏における誘致活動とし

て企業進出セミナーを開催するとともに、新たに名古屋の魅力

を発信する動画・記事の制作配信等を行うほか、本市進出企業

の定着に向けた支援を実施 

 

２ 内 容 

（１）東京圏を中心とした企業誘致活動 

  ア 企業進出セミナーの開催 

  イ 名古屋の魅力を発信する動画・記事の制作配信 

  ウ 東京圏の企業を対象に名古屋を紹介するイベントや面談

を実施 

  エ ポータルサイトを活用した情報発信 

 

（２）進出後支援 

    本市に進出した企業に対し、市内で開催される展示会にお

ける商談や人材確保の機会を提供 

担 当 課 イノベーション推進部産業立地交流課    電話 972－2421 
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令和７年度主な施策等一覧 

経済局 

事 項 （拡充）地域経済グローバル化推進事業 草案頁 ６３頁 

予 定 額 ２０,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  地域経済のグローバル化を図るため、本市への外国企業の進出

に関する意向調査及び支援を行うとともに、外国人交流員を任用

することにより外国企業の誘致を実施 

 

２ 内 容  

（１）外国企業の進出可能性調査等 

   本市に進出可能性のある外国企業を調査・抽出し、進出意欲 

の高い企業については面談を実施するとともに、当地域の企業 

とのビジネスマッチングを実施 

 

（２）外国人交流員の任用 

   企業誘致等において外国企業とのコミュニケーションをよ 

り円滑かつ効果的に行うため、外国人交流員を任用 

 

 

 

 

 

担 当 課 イノベーション推進部産業立地交流課    電話 972－2421 
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令和７年度主な施策等一覧 

経済局 

事 項 （拡充）中小企業人材確保伴走支援事業 草案頁 ６８頁 

予 定 額 ２２,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  中小企業の人材確保に関する相談窓口を運営するとともに、働

きやすい職場環境づくり等について専門家による伴走支援を実

施 

 

２ 内 容 

（１）中小企業人材確保相談窓口の運営 

   採用や職場定着等に関する課題整理や助言等を行う相談窓

口を運営 

 

（２）人材確保に対する伴走支援 

   相談を行った中小企業の課題解決に向けて、社会保険労務士

や採用コンサルタント等の専門家が伴走支援を実施 

 

 

担 当 課 産業労働部労働企画課       電話 ９７２－３０４５      
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令和７年度主な施策等一覧 

経済局 

事 項 
（拡充）本場・北部市場機能向上整備の設

計等 
草案頁 ７９頁 

予 定 額 １７７,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  令和６年度に策定予定の中央卸売市場本場・北部市場機能向上

整備基本計画に基づき、有蓋化の設計等を実施 

 

２ 内 容 

                       （単位：千円） 

区 分 内 容 
予定額 

本 場 北部市場 

設 計 

有蓋化、スペースの増床及び

低温化のための温度管理機能

の充実に係る設計を実施 

89,000 53,000 

調 査 土壌調査を実施 20,000 15,000 

計 109,000 68,000 

 

 

担 当 課 
商業・流通部中央卸売市場本場    電話 ６７１－１１８１ 

商業・流通部中央卸売市場北部市場  電話 ９０３－２１１１ 
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令和７年度主な施策等一覧 

経済局 

事 項 
（継続）イノベーション拠点を核とした共

創促進事業 
草案頁 ６３頁 

予 定 額 ６９,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  イノベーションを実現する人材が育ち・集い、進化し続ける都

市を目指すため、イノベーション拠点を核として、都心地区での

民間プログラムを支援するほか、実証・共創・交流の場を提供 

２ 内 容 

（１）民間プログラムへの支援 

区 分 通常枠 重点枠 

補助対象 

事 業 

都心地区で実施される

起業や新規事業開発等

の支援プログラム 

左のうち、投資機能を

有する法人等が実施

する支援プログラム 

補助率 １／２以内 

補 助 

限度額 
５００万円 １,０００万円 

 

（２）実証・交流の場の提供 

   先進技術等の体験・展示のほか、イノベーション拠点等にお

いてイノベーター等が交流するイベントを開催 

 

（３）スタートアップと事業会社等との共創促進 

   当地域内におけるスタートアップと事業会社等の共創を促

進するため、マッチング及び伴走支援を実施するとともに共創

促進イベントを開催 

担 当 課 

【2(1)】  産業労働部中小企業振興課     電話 735-2100 

【2(2)】   産業労働部産業企画課       電話 972-2411 

【2(3)】  イノベーション推進部スタートアップ支援課  電話 972-3043 
 



イノベーション拠点等周辺への賑わい創出

◆スタートアップと事業会社等との共創促進（経済局）
【予定額:15,000千円】

◆実証・交流の場の提供（経済局）
【予定額:28,000千円】

【関連】スタートアップまちなか実証推進事業（経済局）
【予定額:44,600千円】

【関連】ウォーカブルなまちづくりの推進（住宅都市局）

◆民間プログラムへの支援（経済局）

【関連】民間再開発の促進（住宅都市局）

【関連】栄地区まちづくりプロジェクトの推進（住宅都市局）

【予定額:26,000千円】

【関連】スタートアップ企業支援助成 (経済局)
【予定額:65,000千円】

69,000千円＋関連事業費 315,119千円
総額 384,119千円

【関連】戦略的企業誘致の推進（経済局）
【予定額:43,188千円】
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令和７年度主な施策等一覧 

経済局 

事 項 （継続）小中高生起業家人材育成事業 草案頁 ６４頁 

予 定 額 ６３,１００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

起業家精神（アントレプレナーシップ）を備えた人材を育成し、

次世代の起業家の創出を促進するため、成長段階や関心に応じた

各種プログラム等を実施 

２ 内 容 

区 分 対象 概  要 

起業家入門 

プログラム 
小学生等 

ゲームを通じて社会や経済の仕組み
を学ぶワークショップや保護者とと
もにアイデア創出を学ぶワークショ
ップを実施 

起業家教育授業 
小学生 

中学生 

教育委員会と連携し、学校教育にお
けるキャリア教育の一環として、起
業家教育の校数を拡大して実施 

ＩＴ・ＡＩ活用 

起業体験 

プログラム 

中学生 

高校生 

ＩＴ・ＡＩを活用したプログラミン
グ学習や起業を体験するワークショ
ップを実施 

ディープテック 

プログラム 
高校生 

大学と連携し、宇宙をテーマにした
実践的なワークショップや、最先端
技術の海外視察を実施 

 

担 当 課 イノベーション推進部スタートアップ支援課  電話 972-3043 
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令和７年度主な施策等一覧 

経済局 

事 項 
（継続）デザイン活用によるサステナブル

ビジネス展開支援事業 
草案頁 ６４頁 

予 定 額 ２５,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  中小企業の競争力強化を図るため、デザインを活用し、ＳＤＧ

ｓの推進につながるサステナブルビジネス展開を支援 

 

２ 内 容 

（１） セミナー等による機運醸成 

ビジネス展開の動機付けや、事業者・専門家等の交流を促進

するセミナー等を実施 

 

（２） 伴走支援 

新商品・新サービスの開発や広報・マーケティング戦略等に

関して、各社の取り組みに応じて中小企業診断士やデザイナー

等の専門家による伴走支援を実施 

 

（３） フォローアップ支援 

令和６年度に伴走支援を行った事業者に対し、引き続き専門

家派遣による商品化や販路開拓支援を実施 

 

（４） 成果発表・情報発信 

ＳＤＧｓの推進に取り組む企業や人材の裾野を広げるため、

成果事例等をウェブサイトやＳＮＳ等で発信 

 

担 当 課 産業労働部産業企画課       電話 ９７２－３１０１      
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令和７年度主な施策等一覧 

経済局 

事 項 
（行事）あいち・なごやFASHION DAYSの 

開催 
草案頁 ６４頁 

予 定 額 ４０,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

県等と連携し、当地域のファッション産業を国内外に広くＰＲ

する大規模イベントを開催 

 

２ 概 要 

（１）体 制 

 本市及び愛知県等により実行委員会を組織 

 

（２）内 容 

   東京ガールズコレクションと連携したファッションショー 

 

（３）会 場 

   ＩＧアリーナ 

 

（４）開催時期 

   令和７年度冬 

 

 

 

 

担 当 課 産業労働部産業企画課       電話 ９７２－３１０１      

 

 



令和７年度主な施策等一覧（観光文化交流局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 子ども・若者への文化体験提供事業 60,000 1

能楽堂を活用した伝統芸能魅力発信事業 13,000 2

国際的なアニメーション映画祭の開催支援 15,000 3

多文化共生推進調査 20,000 4

シドニー市姉妹都市提携４５周年記念事業 18,970 5

トリノ市姉妹都市提携２０周年記念事業 21,430 6

大河ドラマを契機とした観光の推進 399,586 7

ツーリズムＥＸＰＯジャパン2025における国
内観光ＰＲ

24,125 8

名古屋観光コンベンションビューローへの観
光地域づくり法人登録支援

2,500 9

名古屋城本丸外の無料化実証実験 5,000 10

拡 充 市民御岳休暇村の活用推進調査 15,000 11

次期文化芸術推進計画の策定 8,000 12

新たな劇場の整備運営に係る事業者選定準備 100,000 13

伝統的建造物群保存地区における高付加価値
化改修等補助

15,934 14

市指定文化財揚輝荘の保存・活用等 42,000 15

名城エリアにおける観光の推進 4,000 16

なごや観光ルートバスの運行
（名古屋駅・名古屋城間直行便等の準備）

10,000 17



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

拡 充 高級ホテル立地促進事業 201,955 18

名古屋ＭＩＣＥブランディング事業 15,000 19

名古屋城本丸御殿長期保全計画の策定 8,000 20

金シャチ横丁第二期整備 32,000 21

継 続 国際展示場第２展示館の改築等 3,000 22

名古屋城天守閣の整備 199,088 23



 

令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（新規）子ども・若者への文化体験提供 

事業 
草案頁 ４９頁 

予 定 額 ６０，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  民間企業等の法人が地方自治体へ寄附を行う際の税控除制度

を活用し、本市発のスタートアップ企業との連携により、本市内

の子どもたちに様々な文化体験機会を無償で提供することで、文

化芸術あふれるまちの実現に繋げる。 

 

２ 内 容 

  民間企業等からの寄附を財源として、本市在住の子どもを対象

に、様々な文化体験機会を提供する。 

（１）民間事業者と連携した文化体験提供事業の実施 

   オーケストラや舞台芸術の公演など、既存の文化体験イベ

ントのチケットを無償で提供するとともに、寄附者との共創

により新たな文化体験イベントを企画・実施し、無料で招待 

（２）市独自の子ども向け事業の実施 

    民間企業等からの寄附を活用し、市独自の子ども向け事業

を実施 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化芸術推進課 電話972-3171（内線3171） 
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（新規）能楽堂を活用した伝統芸能魅力 

発信事業 
草案頁 ４９頁 

予 定 額 １３，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  日本最大規模を誇る名古屋能楽堂を拠点とした誘客事業を展

開することで、本市に根付く伝統芸能の魅力を発信する。 

 

２ 内容 

（１）能楽堂の観光活用の推進 

   能楽公演や能楽堂のバックヤードの説明を含めた多言語解

説動画を制作し、館内に掲出することで、舞台公演の無い日で

も、訪日旅客をはじめ幅広い人々が、気軽に日本の伝統美に触

れられる機会を提供する。 

 

（２）体験型能楽イベントの実施 

   集客施設を会場とし、能楽を体験できるイベントを開催する

ことで、市民等に対して気軽に能に触れる機会を提供する。 

  ・能楽協会によるパフォーマンスステージ 

  ・能面・装束試着、楽器体験コーナー など 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化芸術推進課 電話972-3171（内線3171） 

 

 

- 2 -



 

令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（新規）国際的なアニメーション映画祭の

開催支援 
草案頁 ４９頁 

予 定 額 １５，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  本市のメディア芸術の振興のみならず、関連人材の発掘・育

成や交流人口の増加など、産業や観光など文化芸術の他分野へ

の波及効果を創出する国際的なアニメーション映画祭の開催

を、愛知県と連携して支援する。 

 

２ 内 容 

（１）国際的なアニメーション映画祭の開催支援 

（２）関連企画の実施 

  

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化芸術推進課 電話972-3171(内線3171)     
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （新規）多文化共生推進調査 草案頁 ５３頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

多文化共生のまちづくりを全庁的に推進するため、外国人市民

の抱える課題・ニーズ等の把握、現取組の評価・問題点の抽出な

どを行い、令和８年度に策定する新たな多文化共生推進プランに

向けて調査結果の検証・分析を行う。 

 

２ 内 容 

 ・外国人市民に対する調査 

・多文化共生団体に対する調査 

・日本語教育機関に対する調査 

・なごや多文化共生まちづくり会議の開催 

・名古屋市を取巻く状況の変化、国の動向及び他都市調査 等 

 

担 当 課 観光交流部国際交流課     電話 972－3065（内線3065）      
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（新規）シドニー市姉妹都市提携４５周年 

記念事業 
草案頁 ５３頁 

予 定 額 １８，９７０千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  シドニー市との姉妹都市提携４５周年記念（提携年月日昭和５ 

５年９月１６日）として公式代表団を派遣し、両市の友好親善と

相互理解を促進する。 

 

２ 事業内容 

（１）内 容 

 公式代表団の派遣 

   記念品の寄贈 等 

 

（２）時 期 

 令和７年１０月下旬 

 

担 当 課 観光交流部国際交流課      電話 972-3061（内線3061）      
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（新規）トリノ市姉妹都市提携２０周年 

記念事業 
草案頁 ５３頁 

予 定 額 ２１，４３０千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

トリノ市との姉妹都市提携２０周年記念（提携年月日平成１７

年５月２７日）として公式代表団を派遣し、両市の友好親善と相

互理解を促進する。 

 

２ 事業内容 

（１）内 容  

公式代表団の派遣 

   記念品の寄贈 等 

 

（２）時 期  

令和７年１２月上旬 

担 当 課 観光交流部国際交流課      電話 972-3061（内線3061）      
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（新規）大河ドラマを契機とした観光の 

推進 
草案頁 ６５頁 

予 定 額 
３９９，５８６千円 

（債務負担行為 ２８０，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  令和８年大河ドラマ「豊臣兄弟！」を契機とした観光推進のた

め、豊臣秀吉・秀長兄弟の生誕地である中村公園において、大河

ドラマに係る歴史観光推進施設を整備し、名古屋の観光の柱であ

る「武将」を活用したさらなる観光誘客を実施することで、市内、

県内の周遊を促し、観光消費の喚起や地域経済の活性化を図る。 

２ 内 容 

（１） 施設の整備・運営 

中村公園内に大河ドラマに係る歴史観光推進施設を整備 

債務負担行為 限度額 ２８０，０００千円 

（２） 機運醸成・プロモーション 

中村公園駅の歓迎装飾をはじめ、のぼり、バナー、ポスター

を市内各所に掲出し、機運醸成を図るとともに、愛知県と連携

し、ＪＲ名古屋駅コンコースにおけるプロモーションやドラマ

のパブリックビューイングを実施 

３ スケジュール（予定） 

  令和７年４月～ 歴史観光推進施設の工事 

７月～ 機運醸成・プロモーション 

令和８年１月～ 大河ドラマ「豊臣兄弟！」放送開始 

歴史観光推進施設開館 

令和９年１月～ 歴史観光推進施設の解体撤去 

【関連事項】 

 ・区の特性に応じたまちづくり事業（スポーツ市民局） 

 ・中村公園及び豊國参道の再整備（緑政土木局） 

 ・秀吉清正記念館の利用環境整備（教育委員会） 

 

担 当 課 観光交流部観光推進課       電話972-2424(内線2424) 
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（新規）ツーリズムＥＸＰＯジャパン2025

における国内観光ＰＲ 
草案頁 ６５頁 

予 定 額 ２４，１２５千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

令和７年度に初めて愛知県内で開催される国内最大の旅行博「ツ

ーリズムＥＸＰＯジャパン」を、当地域の魅力を発信する絶好の機会と

捉え、愛知県と連携し、会場内において効果的なＰＲを実施することで、

国内外からの誘客を図る。 

 

２ 開催概要 

（１）名 称 

ツーリズムＥＸＰＯジャパン2025愛知・中部北陸 

（２）時 期 

   令和７年９月２５日（木）～２８日（日）      

（３）場 所 

   Aichi Sky Expo（愛知県国際展示場) 

 

 

担 当 課 観光交流部観光推進課       電話972-2216(内線2216) 
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 

（新規）名古屋観光コンベンションビュー

ローへの観光地域づくり法人登録

支援 

草案頁 ６５頁 

予 定 額 ２，５００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

（公財）名古屋観光コンベンションビューローが、観光地域づく

りの司令塔として十分な役割を果たすため、観光庁の登録制度であ

る観光地域づくり法人（ＤＭＯ）への登録を支援するもの。 

 

 

２ 内 容 

令和７年度に予定するＤＭＯ登録申請に必要な「観光地域づくり

法人形成・確立計画」の策定に対する支援を実施 

（１）現状・課題整理 

（２）調査・研究 

（３）各種データの精査、分析等 

 

担 当 課 観光交流部観光推進課          電話972-2424（内線2424） 
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （新規）名古屋城本丸外の無料化実証実験 草案頁 ６５頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  名古屋城により親しみを持っていただく機会の提供及びさら

なる誘客に向けた実証実験として、名古屋城本丸外無料化を実施 

 

２ 内 容 

（１）実施時期 

秋から冬頃の最大1か月を想定 

 

（２）無料化区域 

名古屋城本丸外（西之丸、二之丸、御深井丸） 

 

担 当 課 名古屋城総合事務所管理活用課            電話231-2487 
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （拡充）市民御岳休暇村の活用推進調査 草案頁 ４７頁 

予 定 額 １５，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  名古屋市民御岳休暇村のさらなる活用の推進に向けて、利用

者ニーズの変化に合わせた新たな活用策や効率的・効果的な管

理運営手法に係る調査・検討を実施する。 

 

２ 内 容 

・御岳休暇村の新たな活用策に係る調査・検討 

 ・競争性の導入など民間活力の活用も含めた効率的・効果的な

管理運営手法に係る調査・検討  等 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化芸術推進課 電話972-3171(内線3171)     
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （拡充）次期文化芸術推進計画の策定 草案頁 ４９頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  名古屋市文化芸術推進計画２０２５の計画期間（令和３～７年

度）が終了することから、名古屋市文化芸術推進基本条例（令和

６年４月施行）を踏まえ、総合的かつ計画的に文化芸術を推進す

るため、新たな文化芸術推進計画を策定する。 

 

２ 計画期間 

令和８年度から令和１２年度までの５年間 

 

３ 策定方法 

 令和６年度に実施した本市の文化の状況に関する調査や施策

に関する調査を踏まえ、名古屋市文化芸術推進評議会に諮り、計

画を策定する。 

 

４ スケジュール 

令和７年 ４月以降 文化芸術推進評議会の開催 

令和７年１２月   計画案のパブリックコメント 

令和８年 ３月   計画の策定 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化芸術推進課 電話972-3171（内線3171）      
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（拡充）新たな劇場の整備運営に係る事業

者選定準備 
草案頁 ４９頁 

予 定 額 
１００，０００千円 

（債務負担行為 ８０，０００千円） 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

市民会館を改築して整備する新たな劇場の整備運営事業者の

公募・選定に向けて、令和７年度から９年度の３か年で、古沢公

園駐車場の利活用調査・検討及び事業者選定支援業務（アドバイ

ザリー業務）を実施する。 

 

２ 内 容 

（１）古沢公園駐車場の利活用調査・検討 

  ・既存施設の劣化状況等の調査 

  ・利活用についての検討 

（２）アドバイザリー業務 

  ・公募資料の作成・公表及び質問対応に係る支援 

  ・関係機関・関係団体等との調整に係る支援 

・有識者会議の開催支援 

  ・事業者選定に係る支援 

  ・基本協定、事業契約の締結に係る支援 

  等 

 

 

担 当 課 文化歴史まちづくり部文化芸術推進課  電話972-2427(内線2427) 
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（拡充）伝統的建造物群保存地区における

高付加価値化改修等補助 
草案頁 ５０頁 

予 定 額 １５，９３４千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  有松伝統的建造物群保存地区において、伝統的建造物を活用し

た魅力向上につながる一体的な改修・整備を行うことにより、観

光拠点としての磨き上げを図るため、高付加価値化改修・整備に

係る補助制度を創設する。 

 

２ 内 容 

区 分 内     容 

補 助 対 象 

有松伝統的建造物群保存地区内の伝統的建

造物を営利かつインバウンド誘客目的で活

用するために必要な工事等 

補助対象経費 

・公開活用のための保存活用計画の策定経費 

・工事費 

・設計料及び監理料等 

補 助 率 補助対象経費の８／１０以内 

上 限 額 ５，０００万円 

 

 

 

 

担 当 課 
文化歴史まちづくり部歴史まちづくり推進課 

電話 972-2737（内線2737） 
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （拡充）市指定文化財揚輝荘の保存・活用等 草案頁 ５０頁 

予 定 額 
４２，０００千円 

（債務負担行為 ２３，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣 旨 

城山・覚王山地区に位置する市指定文化財の揚輝荘について、

段階的に修理整備を実施し、公開活用を図っていくため、北園 

の整備に係る事業者選定及び三賞亭・白雲橋の実施設計を実施 

する。 

２ 内 容 

（１）民間活力を活かした北園の整備等事業者の選定 

（２）文化財建造物である三賞亭・白雲橋の修理整備に向けた実

施設計 

３ 今後の予定 

  令和７～８年度 

・事業者選定 

 債務負担行為 限度額 １４，０００千円 

・三賞亭・白雲橋の実施設計 

 債務負担行為 限度額 ９，０００千円  

令和９年度以降 

・北園の整備 

・三賞亭・白雲橋の修理整備 

 

担当課 
文化歴史まちづくり部歴史まちづくり推進課 

電話 972-2737（内線2737） 
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （拡充）名城エリアにおける観光の推進 草案頁 ６５頁 

予 定 額 ４，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  名古屋城や名城公園を擁する名城エリアにおいて進められて

いる各種の整備事業を好機とし、同エリアを歴史・観光・文化・

スポーツの拠点とするため、令和４年度に設置した関係局による

プロジェクトチームでの検討や民間事業者との意見交換などを

踏まえ、多様な主体が戦略的に取り組むうえでの指針となる基本

構想を策定する。 

 

２ 内 容 

（１）基本構想の策定 

（２）冊子作成・印刷 

（３）官民学の推進体制による一体感の創出や回遊性向上の取り 

組み 

 

 

担 当 課 観光交流部観光推進課       電話972-2228（内線2228） 
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 

（拡充）なごや観光ルートバスの運行 

（名古屋駅・名古屋城間直行便等の

準備） 

草案頁 ６５頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  環境局が令和８年１月に導入する燃料電池バスについて、市内

中心部を周遊するなごや観光ルートバス「メーグル」の運行で活

用することで、燃料電池バス導入をＰＲし、水素エネルギーの普

及・啓発に寄与するとともに、燃料電池バス導入による増車を契

機にメーグルの利用者の快適性、利便性の向上を図る。 

 

２ 内 容 

（１）運用準備 

新たに導入する燃料電池バスを活用し、朝・夕の混雑時間帯

における「名古屋駅」から「名古屋城」までの直行便の運用に

向けた準備等を行う。 

 

（２）運用開始時期 

   令和８年春頃 

 

 

【関連事項】 

 なごや観光ルートバスへの燃料電池バス導入準備（環境局） 

担 当 課 観光交流部観光推進課      電話 972-2225（内線 2225） 
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （拡充）高級ホテル立地促進事業 草案頁 ６５頁 

予 定 額 ２０１，９５５千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  高級ホテルの立地により、ハイレベルな国際会議の開催や海外

の富裕層旅行者等を誘致するため、愛知県と連携して実施してい

る高級ホテル立地促進事業について引き続き運用するとともに

補助金の申込受付を再開し、事業者に対し誘致に向けた広報・Ｐ

Ｒ活動を実施する。 

 

２ 内 容 

（１）補助制度 

区 分 説明 

補助対象施設 
客室面積や客室数、付帯施設等一定の条

件を満たしたホテル 

補助対象経費 

土地を除く固定資産取得費用 

（ホテルの新設又は建替えに係る家屋建

設費・償却資産取得費） 

補助率 補助対象経費の１０％ 

限度額 １件あたり１０億円 

支払方法 １０年の分割払い 

  

（２）広報・ＰＲ活動 

  申込受付を再開する補助制度のパンフレットを作成し、事業者

に対し広報・ＰＲをする。 

 

担 当 課 観光交流部観光推進課      電話 972-2225（内線 2225） 
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（拡充）名古屋ＭＩＣＥブランディング 

事業 
草案頁 ６５頁 

予 定 額 １５，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

ものづくり産業と学術の集積地という名古屋の強みを活かし

たＭＩＣＥの実現に向け、地元ステークホルダーとの連携や地域

全体で名古屋ならではのＭＩＣＥブランドを推進し、新たなＭＩ

ＣＥ開催や開催効果の最大化につなげるもの。 

 

２ 内 容 

（１）ＭＩＣＥブランドの基盤づくり  

名古屋の強みや特性を活かした訴求力のある誘致活動を地

域全体で行うため、地元ステークホルダーとのワークショップ

の開催及びコンテンツ実証等 

 

（２）名古屋ならではの産学連携の促進  

地域特性を活かした展示会と学会等の同時開催及び展示会

内における参加者同士が交流可能なネットワーキングスペー

スの設置等 

 

（３）エリアＭＩＣＥ（金城ふ頭エリア）の構築  

国際展示場周辺の施設と連携し、ユニークベニューを活かし

たレセプション及び交流イベントの開催 

担 当 課 観光交流部ＭＩＣＥ推進課    電話 972-2426（内線2426） 
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 
（拡充）名古屋城本丸御殿長期保全計画の

策定 
草案頁 ６６頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  本丸御殿を適切に保存していくため、計画的かつ効率的な保全

を進められるよう、長期保全計画を策定する。 

 

２ 内 容 

令和６年度に実施した現況調査等の結果に基づき、御殿を構成

する部位・材料ごとに修理・更新時期のサイクルを検討し、修理

周期を定める。 

また各修理時期において、工事計画作成及び概算工事費算出の

上、長期保全計画を策定する。 

 

 

 

担 当 課 名古屋城総合事務所管理活用課        電話231-2487      
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （拡充）金シャチ横丁第二期整備 草案頁 ６６頁 

予 定 額 ３２，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

平成２４年度に策定した「金シャチ横丁基本構想」に基づき、

名古屋城及び周辺エリアの魅力向上と賑わい創出を目指し、博

物館を中心とした知と観光の総合ゾーン及び芝居等を鑑賞しな

がら食事をとり、くつろぐことができる多目的休憩所の整備を

行うもの。 

 

２ 内 容 

（１）博物館基本計画の策定調査 ２７，０００千円 

  ・整備区域の発掘調査 

・基本計画策定に向けた調査検討 

（２）多目的休憩所の整備 ５，０００千円 

   設備・機能に関する調査検討 

担 当 課 名古屋城総合事務所保存整備課       電話 231-2488  
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （継続）国際展示場第２展示館の改築等 草案頁 ６５頁 

予 定 額 
３，０００千円 

（債務負担行為 ２３,０５０,０００千円） 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

国際展示場第２展示館の改築等については、老朽化対策や搬出

入動線の改善のため、設計・施工一括方式により事業者選定を進

めていたが、入札不調となった。 

現在の社会情勢等を踏まえ、要求水準内容を見直し、事業者の

公募及び選定を実施する。 

２ 内 容 

（１）施設概要 

  展示面積約１万㎡、主催者事務室、商談室、倉庫等 

  延床面積約１万７千㎡ 

（２）事業費  

・改築整備（設計、建設、工事監理） 

債務負担行為 期  間 ８～１１年度 

限 度 額 ２３,０００百万円 

・モニタリング支援業務  ３百万円 

債務負担行為 期  間 ８～１１年度 

限 度 額 ５０百万円 

（３）事業期間（予定） 

７年度     事業者選定、契約 

７～１１年度  新第２展示館の設計・建設（３年８か月間） 

１０～１１年度 現第２展示館の解体・撤去（１年３か月間） 

 

担 当 課 観光交流部МＩＣＥ推進課    電話 972-3144（内線3144） 
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令和７年度主な施策等一覧 
観光文化交流局 

事 項 （継続）名古屋城天守閣の整備 草案頁 ８０頁 

予 定 額 １９９，０８８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  特別史跡名古屋城跡の本質的価値の理解促進、及び文化的観光

面の魅力向上を図るため、名古屋城天守閣の整備を行う。 

 

２ 事業内容 

（１）実施設計 １３，３５４千円 

  ア 設計業務 

設計図作成、現状変更許可申請書類作成 

  イ 調査業務 

史実調査 

（２）設計監理等支援業務委託 ６，１００千円 

天守閣整備事業に係る技術面及び法務面に関する支援 

（３）木材の製材 １１４，９５３千円 

柱や梁などの主架構木材の保管費 

（４）石垣保存対策 ２６，８６３千円 

ア 天守台周辺石垣の保存対策設計 

イ 石垣モニタリング 

ウ 石垣保存対策支援業務委託 

（５）木造天守閣昇降技術開発 ３７，８１８千円 

   公募により選定した技術の導入に向けた開発 

 

担 当 課 名古屋城総合事務所保存整備課       電話 231-2488 
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令和７年度主な施策等一覧（環境局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規
ラムサール条約第１５回締約国会議（ＣＯＰ１５）
における成果発信

18,199 1

市施設のＺＥＢ化に向けた調査 22,000 2

公有地における大規模水素ステーションの整備調査 11,000 3

第一処分場の廃止計画検討調査 19,500 4

拡 充 チョウを呼ぶまちプロジェクト 7,862 5

森林資源を活用したローカルＳＤＧｓ推進事業 30,708 6

グリーンインフラまちづくりの推進 48,417 7

なごや観光ルートバスへの燃料電池バス導入準備 12,000 8

粗大ごみ受付業務へのキャッシュレス決済の導入 85,966 9

継 続 ＳＤＧｓまちづくり推進事業 17,245 10

住宅等の脱炭素化促進補助 187,353 11

なごや環境学習プランの改定 4,003 12

ゼロエミッション車の購入補助 82,600 13

新堀川における地下水利用 109,000 14

環境科学調査センターの改修基本計画の策定 20,000 15

資源各戸収集モデル実施に向けた事前準備 45,236 16

資源・ごみ持ち去り防止対策の推進 30,000 17



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

継 続 災害用トイレの備蓄 1,188 18

南陽工場の設備更新 27,133,851 19

猪子石工場の大規模改修 74,320 20

鳴海工場整備・運営事業の事後評価等 23,000 21

愛岐処分場旧浸出水処理施設等の解体 310,000 22

プラスチック資源のリサイクルに関する環境負荷等
調査

4,000 23

循環経済への移行に向けた資源循環の普及啓発 7,000 24

開 設 西資源センター 25



令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 

（新規）ラムサール条約第１５回締約国 

会議（ＣＯＰ１５）における成 

果発信 

草案頁 ３７頁 

予 定 額 １８,１９９千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

２０２５年に開催予定のラムサール条約ＣＯＰ１５において

行われる、ラムサール条約湿地自治体認証制度※に係る認証式に

参加する。 

また、サイドイベントに参加し、本市の藤前干潟を中心とした

湿地の保全・活用の取組みについて発信するとともに、藤前干潟

の保全活動をしているユースを同行させ、その活動のＰＲを行

う。 

 

２ 内 容 

日 程：２０２５年７月（予定）  

場 所：ジンバブエ共和国（ビクトリアフォールズ） 

用 務：認証式への参加 

サイドイベントへの参加 

参加自治体との会談 等 

 

※ラムサール条約湿地自治体認証制度 

湿地の保全・再生、環境教育等に関する国際基準を満たす自治

体を認証する制度。 

 

担 当 課 環境企画部環境企画課（環境教育）  電話２２３―１０６６      
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 （新規）市施設のＺＥＢ化に向けた調査 草案頁 ３７頁 

予 定 額 ２２，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  市施設のさらなる省エネ化を図るため、市施設のＺＥＢ※化の

ガイドライン作成に向けた調査・検討を行う。 

 

２ 内 容 

（１）現状調査 

   過去に実施したリニューアル改修事業について、エネルギー

消費性能等の現状を調査する。 

（２）課題整理 

   調査結果を踏まえ想定したＺＥＢの評価基準達成に必要な

整備内容と現状を比較し、設備やライフサイクルコスト等の課

題について整理する。 

 

※ＺＥＢ（Net Zero Energy Building） 

ネット・ゼロ・エネルギー・ビルの略で、快適な室内環境を実

現しながら、建物で消費するエネルギーの収支を省エネと太陽光

発電などによる創エネでゼロにすることを目指した建物のこと 

 

担 当 課 
環境企画部脱炭素社会推進課    電話９７２－２６６６ 

（内線 ２６６６） 
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 
（新規）公有地における大規模水素 

ステーションの整備調査 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 １１，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

カーボンニュートラルの鍵となるエネルギーとして期待され

る水素は、モビリティ分野において社会実装が進みつつあり、

国はトラックやバス等の商用燃料電池自動車の普及を重点的に

図ることとしている。 

本市における商用燃料電池自動車の普及を見据え、これらの

車両に対応した大規模水素ステーションの用地として、民間事

業者に貸付可能な市有地の適地調査を行う。 

 

２ 内 容 

（１）整備に必要な法令等の要件の整理 

（２）整備要件に適合した市有地の抽出 

（３）周辺環境への影響調査 

（４）整備・運営にかかるコスト調査 等 

 

 

担 当 課 
環境企画部脱炭素社会推進課    電話９７２－２６９１ 

                   （内線 ２６９１） 
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 （新規）第一処分場の廃止計画検討調査 草案頁 ３９頁 

予 定 額 １９，５００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

最終処分場である第一処分場は、平成１６年に埋立を開始し、

平成２６年に埋立を終了したが、現在も浸出水処理を継続して

いる。 

浸出水処理施設の簡素化・運営経費の低減を目的に、廃止等

に向けた検討調査を行う。 

 

２ 内 容 

（１）現状分析と廃棄物処理法上の廃止に向けた課題整理 

（２）公共下水道への放流切替えによる浸出水処理施設規模縮小

の検討 

（３）廃止までのロードマップの作成 

（４）老朽化した施設における整備計画の作成 

 

＜参考＞ 第一処分場の概要 

場 所 名古屋市南区加福町２丁目１番地 

埋立終了年月 平成２６年３月 

全 敷 地 面積 ３１，０００㎡ 

主 要 施 設 浸出水処理施設、浸出水集排水管等 

 

担 当 課 
施設部施設課（処分場建設）    電話９７２－２３７７ 

（内線 ２３７７） 
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 （拡充）チョウを呼ぶまちプロジェクト 草案頁 ３７頁 

予 定 額 ７，８６２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  生物多様性の主流化（生物多様性の保全や持続可能な利用を、

市民生活や事業活動の中に反映させること）をより一層推進する

ため、市民にとって身近な生きものであるチョウを切り口として

各種取組みを展開する。 

 

２ 内 容 

（１）市民向けイベントの実施 

チョウを切り口に、生物多様性の保全について考える市民向

けイベントを実施する。 

 

（２）オンライン参加型生きもの調査の実施 

チョウを含めた市内の生きものを探す、スマートフォンアプ

リを活用したオンライン参加型生きもの調査を実施する。 

 

（３）事業者等と連携したチョウを呼ぶ取組み 

市内の事業者や保育園・幼稚園にチョウが好む植物を配布

し、市民参画によるモニタリングを実施する。 

担 当 課 
環境企画部環境企画課       電話９７２－２６６４ 

（内線 ２６６４） 
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 
（拡充）森林資源を活用したローカル 

ＳＤＧｓ推進事業 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ３０，７０８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  本市水源地の一つである長野県木祖村と令和４年６月に締結

した協定に基づき、森づくり事業や木材の利用促進事業を進める

ことにより、本市の環境課題の解決や木祖村の地域活性化等に繋

げる。 

 

２ 内 容 

（１）森づくり事業 

木祖村に環境学習の場となる、木曽川源流の里「名古屋市・

木祖村交流の森」の整備を進め、市民向けバスツアーなどの交

流事業を実施する。 

（２）木材の利用促進事業 

   アジア・アジアパラ競技大会期間中、市国際展示場に設置さ

れるメインメディアセンター※に、間伐材を活用した机や椅子

を設置する。大会終了後は、市民利用施設等で活用し、森林保

全やプラスチック問題などの市民の意識向上につなげる。 

また、間伐材を活用した啓発物品を関連行事等で配布し、森

林保全の意義等について国内外に広く発信する。 
 

※メインメディアセンター 

放送事業者、報道関係者などが国際映像の制作・配信、取材

活動等のために利用するメディアの活動拠点。 

 

 

 

担 当 課 
環境企画部環境企画課       電話９７２－２６６９ 

（内線 ２６６９） 
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 
（拡充）グリーンインフラまちづくり 

の推進 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ４８，４１７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

自然環境が持つ多様な機能を様々な課題解決に活用する「グリ

ーンインフラ」の取り組みを進めるため、関係局と連携して、ガ

イドラインの策定やモデル事業を実施する。 

 

２ 内 容 

（１）ガイドラインの策定 

  市民・事業者・行政を対象に、グリーンインフラの導入に

向けた基本的な考え方や効果的な取り組み事例などを示し

たガイドラインを策定する。 

（２）啓発スポットの整備 

   名城公園において生物多様性に配慮した緑化、雨水流出抑制

等のための雨庭、ヒートアイランド対策のための舗装を取り入

れた啓発スポットを整備する。 

（３）道路等への雨庭の導入 

   市内道路等へ雨庭の導入を推進するため、三の丸地区で試験

整備を実施する。 

（４）山崎川周辺での雨水浸透の取組 

   市民・事業者の雨水浸透の取り組みを促進させるため、湧き

水が重要な水源である山崎川の周辺に位置する瑞穂公園に雨

水浸透施設をモデル設置する。 

 

  

 

担 当 課 
環境企画部環境企画課     電話９７２－２６６９（内線２６６９） 

地域環境対策部地域環境対策課 電話９７２－２６７１（内線２６７１） 
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なごや観光ルートバス「メーグル」 

令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 
（拡充）なごや観光ルートバスへの 

燃料電池バス導入準備 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 １２，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

水素を燃料として走行時に温室効果ガスや大気汚染物質を排

出しない燃料電池バスを、なごや観光ルートバス「メーグル」

に導入する。 

アジア・アジアパラ競技大会を見据え、市民のみならず、国

内外の観光客を始めとした多くの方々に対し、本市の水素社会

の実現に向けた取り組みを広くアピールし、水素エネルギーの

普及啓発を図るとともに、市内運輸部門からの温室効果ガス排

出量削減に繋げる。 
 

２ 内 容 

（１） 令和７年度に観光文化交流局のなごや観光ルートバス「メ 

ーグル」に燃料電池バスを導入するための準備を行う。

（令和８年度から運行予定） 

（２） 災害時等の非常用電源として活用する。 

 

 

 

 

 

【関連事項】 

なごや観光ルートバスの運行（名古屋駅・名古屋城間直行便等の

準備）（観光文化交流局） 

 

 

担 当 課 
環境企画部脱炭素社会推進課    電話９７２－２６９１ 

                   （内線 ２６９１） 
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令和７年度主な施策等一覧 

環 境 局 

事 項 
（拡充）粗大ごみ受付業務への 

キャッシュレス決済の導入 
草案頁 ３９頁 

予 定 額 ８５，９６６千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  粗大ごみの収集は、現在、粗大ごみ受付センターで電話とイン

ターネットによる申込受付を行っており、申込後に販売店で粗大

ごみ処理手数料納付券を購入する必要がある。 

粗大ごみ収集申込みにおける利便性向上のため、粗大ごみ処理

手数料の支払方法として、キャッシュレス決済に対応する新たな

受付システムを構築する。 

２ 内 容 

（１）キャッシュレス決済の導入 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 
 

（２）粗大ごみ受付センター運営業務委託 

債務負担行為 

    期 間：令和８年度～１２年度 

    限度額：５９０，０００千円 

 

担 当 課 
事業部作業課           電話９７２－２３９９ 

                   （内線 ２３９９）     
 

 

申込み 

手数料納付券購入 

 

キャッシュレス決済 

 

手数料納付券を貼付 任意の用紙を貼付 

受付番号 

○○○○ 
受付番号 

○○○○ 

電話 インターネット 

【NEW】 
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 （継続）ＳＤＧｓまちづくり推進事業 草案頁 ３７頁 

予 定 額 １７，２４５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  地域団体や事業者等と協働し、環境を切り口としたＳＤＧｓの

視点から地域課題解決に向けた取り組みを実践することで、地域

へのＳＤＧｓの浸透・定着を図る。 

 

２ 内 容 

（１）概要 

   令和６年度のワークショップで出たさまざまなアイデアか

ら地域課題の解決とＳＤＧｓ達成につながる事業を実証する。 

 

 

 

 

 

 

 

     （参考）過去の実施地域での取組みの様子 

 

（２）実施地域 

  ・平針南地区（天白区） 

・名駅南地区（中村区） 

担 当 課 
環境企画部環境企画課       電話９７２－２６６９  

（内線 ２６６９） 
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 （継続）住宅等の脱炭素化促進補助 草案頁 ３７頁 

予 定 額 １８７，３５３千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

再生可能エネルギーの自家消費拡大や更なる省エネルギーの

推進による住宅等の脱炭素化を図るとともに、災害に対するレジ

リエンスの向上を図る。 
 

２ 補助内容 

補 助 区 分 補 助 額 

一 
体 
的 
導 
入 

太 陽 光 
発 電 設 備 
(上限９.９９ｋＷ) 

築 １ ０ 年 超 の 
戸 建 住 宅 

３０千円／ｋＷ 

築１０年以下の 
戸 建 住 宅 

２０千円／ｋＷ 

新 築 の 
戸 建 住 宅 

１０千円／ｋＷ 

集 合 住 宅 ２５千円／ｋＷ 
Ｈ Ｅ Ｍ Ｓ １０千円／件 

蓄電システム 又は 
Ｖ２Ｈ充放電設備 

蓄 電 シ ス テ ム １５千円／ｋＷｈ 

Ｖ２Ｈ充放電設備 ５０千円／件 

Ｚ Ｅ Ｈ 

Ｚ Ｅ Ｈ １００千円／件 

Ｚ Ｅ Ｈ ＋ ２００千円／件 

併設する蓄電システム １５千円／ｋＷｈ 

Ｖ２Ｈ充放電設備 ５０千円／件 

既設の太陽光発電設備に 
接続する蓄電システム 

１５千円／ｋＷｈ 

断 熱 窓 改 修 補助対象経費の1/3（上限200千円） 

エ ネ フ ァ ー ム ３０千円／件 

 

担 当 課 
環境企画部脱炭素社会推進課    電話９７２－２６９１ 

                   （内線 ２６９１）     
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 （継続）なごや環境学習プランの改定 草案頁 ３７頁 

予 定 額 ４，００３千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  本市では、「なごや環境学習プラン」に基づき、環境学習を通

じて、一人ひとりが今日の環境問題を自らの課題として捉え、分

野や主体、世代を超えてその解決に向け主体的に行動できる人づ

くり・人の輪づくりを推進している。 

気候変動や生物多様性等、環境を取り巻く情勢の変化や国の環

境教育に係る基本方針の改定等を踏まえ、同計画を改定する。 

 

２ 内 容 

（１）懇談会の実施 

令和６年度に引き続き、学識経験者等で構成する懇談会を開

催し、計画策定に向けた意見を聴取する。 

（２）計画の策定 

懇談会の意見を踏まえ、本市が２０３０年までに環境学習を

進めていくために具体的に取り組む事項等を示した行動計画

を策定する。 

 

３ 策定スケジュール（予定） 

  令和７年５月頃～ 懇談会の開催 

  令和８年１月頃  パブリックコメント 

      ３月頃  策定 

担 当 課 環境企画部環境企画課（環境教育）  電話２２３―１０６６      
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 （継続）ゼロエミッション車の購入補助 草案頁 ３７頁 

予 定 額 ８２，６００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  走行時に排出ガスを出さないゼロエミッション車（ＺＥＶ）は

大気環境の改善及び自動車部門からの二酸化炭素排出量削減に

寄与するほか、“動く蓄電池”として災害時の電力供給が可能で

あるが、一般的な車両と比べ車両価格が高額である。 

そこで、個人（市民）が導入する外部給電機能を有する電気自

動車、プラグインハイブリッド自動車及び燃料電池自動車に対し

て補助を実施する。 

  なお、本事業は防災危機管理局が実施する「災害時電源協力車

制度」への登録を要件の一つとし、連携して広報啓発を実施する。 

 

２ 内 容 

車 両 区 分 補助金額 想定件数 

電気自動車 １００千円／件 ５８０件 

プラグインハイブリッド自動車 ５０千円／件 ３２０件 

燃料電池自動車 ２００千円／件 ２０件 

 

担 当 課 
地域環境対策部大気環境対策課   電話９７２－２６７８ 

（内線 ２６７８）      
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 （継続）新堀川における地下水利用 草案頁 ３７頁 

予 定 額 １０９，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

新堀川では、悪臭の改善に向けた水環境改善が喫緊の課題とな

っており、緑政土木局、上下水道局、環境局の３局で連携して対

策を進めている。 

環境局では、水の環復活※を推進しており、水質改善のための

方策のひとつとして地下水の利用を行う。 

 

２ 内 容 

令和６年度の測量及び設計をふまえ、井戸等の整備（３箇所）

を行う。 

 

 

 

 

 

 

＜地下水利用のイメージ＞ 

 

※水の環復活とは、「水循環の機能」の回復と、これを生かした

魅力的なまちづくりを、多くの人の協力により行うこと。 

 

 

 

担 当 課 
地域環境対策部地域環境対策課   電話９７２-２６７１ 

（内線 ２６７１）  
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 
（継続）環境科学調査センターの 

改修基本計画の策定 
草案頁 ３７頁 

予 定 額 ２０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

    昭和５３年に竣工し、老朽化が著しい環境科学調査センターに

ついて、リニューアル改修に向けた基本計画の策定を行う。 

 

２ 内 容 

  令和５年度及び令和６年度に実施したリニューアル改修等に

向けた調査結果に基づき、現施設の改修プランの作成、詳細事業

費の算定及び工程表の作成等を行う。 

 

 

＜参考＞ 施設の概要 

所 在 地 名古屋市南区豊田五丁目１６番８号 

竣 工 年 月 昭和５３年７月 

敷 地 面 積 ３，８５１.００㎡ 

延 床 面 積 ３，４９３.１８㎡ 

構造・規模 鉄筋コンクリート造、地上４階（本館） 

 

 

担 当 課 地域環境対策部 環境科学調査センター  電話６９２－８４８１      
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 
（継続）資源各戸収集モデル実施 

に向けた事前準備 
草案頁 ３９頁 

予 定 額 ４５，２３６千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  効率的な資源各戸収集の検討のため、令和８年度から実施を予

定しているモデル事業の準備を進めるもの。 

 

２ 内 容 

（１）モデル事業を実施する地区の住民への広報 

（２）必要車両及び物品の購入 

（３）空きびん・空き缶収集運搬委託 

  債務負担行為 

期 間：令和８年度～９年度 

限度額：７６，０００千円 

担 当 課 
事業部作業課           電話９７２－２３９４ 

（内線 ２３９４） 
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 
（継続）資源・ごみ持ち去り防止対策 

の推進 
草案頁 ３９頁 

予 定 額 ３０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  資源・ごみの持ち去り防止のため、パトロールの実施やアルミ 

缶回収ボックスの設置を行う。 

 

２ 内 容 

（１）パトロールの実施 

   青色回転灯を設置した車両での巡回もしくは定点監視を行

う。 

（２）アルミ缶回収ボックスの設置 

   地域内(コミュニティーセンター・集会所等)に地域住民が常

時アルミ缶を投入できる回収ボックスを設置する。 

 

 

     

担 当 課 
事業部作業課           電話９７２－２３９９ 

                   （内線 ２３９９）      
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 （継続）災害用トイレの備蓄 草案頁 ３３頁 

予 定 額 １，１８８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和６年３月に想定し得る最大規模の風水害等に係る被害想

定が公表されたことに伴い、浸水想定区域が拡大されたため、該

当避難所の簡易パック式トイレの備蓄を１日分から３日分に増

量する。 

 

２ 内容 

（１）対象区 

千種区・昭和区 

（２）購入量 

２４，０００回分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

担 当 課 
事業部作業課          電話 ９７２―２３９６ 

（内線 ２３９６） 
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 （継続）南陽工場の設備更新 草案頁 ３９頁 

予 定 額 ２７，１３３，８５１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

令和９年３月の南陽工場再稼働に向け、焼却設備の更新等工事

及び関連調査を進める。 

 
 

２ 内 容 

（１）焼却設備更新等工事 

（２）環境影響評価事後調査 

 
 

３ 全体スケジュール 

事 項 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 

 設備更新工事※ 
    

 環境影響評価     

 工 場 稼 働     

※ 試運転等を含む 

 

担 当 課 施設部工場課（南陽工場設備更新）  電話３０３－０７００ 
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 （継続）猪子石工場の大規模改修 草案頁 ３９頁 

予 定 額 ７４，３２０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 令和７年度からの猪子石工場焼却設備大規模改修工事に向

け、工事発注及び事業者選定に係る手続きを行うとともに、建

築・建築設備の改修に係る実施設計を行う。 
 

２ 内 容 

（１）工事発注及び事業者選定に係る手続き 

（２）建築・建築設備の改修に係る実施設計 

（３）焼却設備大規模改修工事 

  債務負担行為 

期 間：令和８年度～１１年度 

限度額：２３，５００，０００千円 
 

３ 全体スケジュール 

事 項 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 

焼 却 設 備 

発注仕様書作成等 
       

建築・建築設備 

改 修 工 事 
       

焼 却 設 備 

大規模改修工事※ 
       

工 場 稼 働        

※ 実施設計、試運転等を含む 

 

 

担 当 課 
施設部工場課（猪子石大規模改修担当） 電話９７２－２３８３ 

                    （内線 ２３８３）
 

実施設計 工事 
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令和 7 年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 
（継続）鳴海工場整備・運営事業の 

事後評価等 
草案頁 ３９頁 

予 定 額 ２３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 鳴海工場の大規模改修に向け、現在の鳴海工場の整備・運営事

業に係る事後評価等を行う。 

 

２ 内 容 

（１）現事業の事後評価 

（２）設備状況の把握、施設保全計画の更新 

（３）次期事業の事業手法決定 

 

＜参考＞ 現事業の概要 

所 在 地 名古屋市緑区鳴海町字天白９０番地 

設  備 シャフト炉式ガス化溶融炉（５３０トン/日） 

事業手法 ＰＦＩ（ＢＴＯ方式） 

運営期間 平成２１年７月１日～令和１１年６月３０日 

 

 

 

 

 

担 当 課 
施設部工場課（建設計画）     電話９７２－２２９４ 

                   （内線 ２２９４） 
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 
（継続）愛岐処分場旧浸出水処理施設等 

の解体 
草案頁 ３９頁 

予 定 額 ３１０，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

愛岐処分場浸出水処理施設の改築完了に伴い稼働を終了した

旧浸出水処理施設及びその付帯施設（浸出水送水管、計量所等）

を解体・撤去するとともに、土壌汚染状況の調査を実施する。 

 
 
２ 内 容 

（１）旧浸出水処理施設等の解体工事 

（２）土壌汚染状況の調査 

 
 
３ 全体スケジュール 

事 項 ～５年度 ６年度 ７年度 

浸出水処理施設の改築    

旧浸出水処理施設等の

解体工事の準備 
   

旧浸出水処理施設等の

解体 
   

 

 

 

担 当 課 
施設部施設課（処分場建設）    電話９７２－２３７７ 

（内線 ２３７７） 
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 
（継続）プラスチック資源のリサイクル 

に関する環境負荷等調査 
草案頁 ３９頁 

予 定 額 ４，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

 プラスチック資源の再商品化については容器包装リサイクル

協会に委託して行っているが、プラスチック資源循環促進法で

は、再商品化事業者と自治体が連携し、国から認定を受け再商品

化する方法も示されている。 

このような状況から、現状の資源の収集から再商品化までの、

より効率的・効果的なリサイクルを検討するための調査を行う。 

 

２ 内 容 

現状の容器包装リサイクルルートを活用した再商品化につい

て、環境負荷（ＬＣＡ）調査等を行う。 

 

 

 

 

 

担 当 課 
資源循環部資源循環企画課     電話９７２－２３９８ 

（内線 ２３９８） 
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 
（継続）循環経済への移行に向けた 

資源循環の普及啓発 
草案頁 ３９頁 

予 定 額 ７，０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

持続可能な形で資源を利用する循環経済（サーキュラーエコノ

ミー）の実現に向けた情報発信を強化することで、市民と事業者

の理解を深め、行動変容につなげる。 

 

２ 内 容 

（１）特設ウェブサイトの開設 

プラスチックの資源循環・食品ロスの削減を始めとしたサー

キュラーエコノミーに資する情報や本市の施策、事業者の自主

的な取組み等を発信する特設ウェブサイトを開設する。 

 

（２）広報ツールの作成 

   事業者のサーキュラーエコノミーに資する取組みの支援に

つながる資材を作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
資源循環部資源循環企画課     電話 ９７２－２３７８ 

（内線 ２３７８） 
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令和７年度主な施策等一覧 
環 境 局 

事 項 （開設）西資源センター 草案頁 ３９頁 

予 定 額 

 

事業の概要 

１ 趣 旨 

西資源センターは、山田工場跡地への移転改築工事を進めてお

り、令和７年４月の供用開始を予定している。 

 

２ 西資源センターの概要 

場 所 名古屋市西区新木町６８番地の１ 

実施業務 
ペットボトルの選別、圧縮梱包、一時保管 

空きびん・空き缶の一時保管 

設備規模 

ペットボトル   ４ｔ／日 

空きびん    ３０ｔ／日 

空き缶    １５ｔ／日 

 

 

担 当 課 
資源循環部資源循環推進課      電話９７２－２３７９ 

                    （内線 ２３７９）      
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令和７年度主な施策等一覧（健康福祉局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 民間特別養護老人ホームの整備補助 44,400 1

第８期障害福祉計画の策定調査 17,610 2

コミュニケーションカードの作成 962 3

障害者グループホーム等の整備補助 143,910 4

視覚障害者に係る相談支援事業のモデル実施 18,195 5

民間鉄道駅舎バリアフリー化設備設置補助 332,977 6

買い物弱者実態調査 5,000 7

緑内障検診に関する調査 4,400 8

麻しん抗体検査及び予防接種 19,134 9

女性の健康相談窓口の設置 13,118 10

陽子線治療機器の更新に係る調査 16,952 11

災害時保健医療活動体制の強化 4,500 12

拡 充 認知症施策の推進 81,862 13

介護サービス提供体制の整備 772,647 14

橘小学校等複合化整備事業 13,735 15

中川福祉会館・児童館リニューアル改修 102,864 16

重度訪問介護利用者の大学修学支援 3,008 17



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

拡 充 障害支援区分認定調査 7,804 18

失語症者向け意思疎通支援者派遣事業 4,701 19

公立大学法人名古屋市立大学と連携した発達
障害児（者）への支援

25,000 20

福祉特別乗車券の一斉更新に向けた準備 296,586 21

はつらつ長寿プランなごや２０２９の策定調
査

19,625 22

バリアフリー整備相談支援事業 35,484 23

孤独・孤立対策事業 7,054 24

水道料金等福祉対策特例措置負担金 535,441 25

港保健センター南陽分室の改築
債務負担行為

(799,000)
26

ピアサポーター養成研修の実施 3,300 27

歯科口腔保健対策の推進 6,315 28

受動喫煙対策の強化 40,420 29

第５次食育推進計画の策定 2,400 30

おむつ等購入費用助成に向けた準備 926 31

継 続 民間特別養護老人ホームの長寿命化対策補助 251,180 32

障害福祉サービス事業者等指導監査業務の改
善に向けた調査

4,378 33

旧植田寮の取り壊しに向けた調査 6,710 34

厚生院施設の改修 171,000 35



区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

継 続
保健福祉業務オンライン申請等事務処理セン
ターの開設準備

114,532 36

病院群輪番制病院設備整備事業 19,950 37

予防接種事業 2,255,039 38

中央看護専門学校の公立大学法人名古屋市立
大学への統合

617,000 39





令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （新規）民間特別養護老人ホームの整備補助 草案頁 ２０頁 

予 定 額 ４４，４００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

特別養護老人ホームへの入所の必要性が高い方ができるかぎり早期

に入所できるよう、「はつらつ長寿プランなごや２０２６（第９期計 

画）」で定める整備目標に基づき、特別養護老人ホームの整備を推進

する。 

 

２ 整備補助か所数及び定員数 

区     分 整 備 か 所 数 定  員  数 

 

新 規 整 備 

か所 

１ 

人 

 １２０ 

 

３ 特別養護老人ホームの整備状況（着工ベース） 

区    分 整 備 か 所 数 定  員  数 

 

令和７年度末 

か所 

１２７ 

人 

９，３７２ 

  

（参考）補助対象施設の概要 

区 分 プライバシーに配慮した多床室 

法 人 名 社会福祉法人紫水会 

予 定 地 名東区梅森坂二丁目 

併 設 事 業 短期入所 

建 物 
鉄筋コンクリート造地下１階・地上２階建 

（延床面積 ４，４３９．５７㎡） 

整 備 期 間 令和７～８年度の２か年 

 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （新規）第８期障害福祉計画の策定調査 草案頁 ２４頁 

予 定 額 １７，６１０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

障害者の生活状況や障害者施策へのニーズ・要望等を把握し、第８

期障害福祉計画の策定及び障害者施策の充実を図るための基礎資料と

するため、調査を実施する。 

２ 調査の概要 

調査名 障害者基礎調査 
障害福祉サービス等 

利用者調査 

対象者 

身体障害者、知的障害者、 

精神障害者、発達障害者、 

高次脳機能障害者、難病

患者 

約１６，４００人 

通所施設利用者 

在宅サービス利用者 

 

 

約２，０００人 

調査内容 

住まい、暮らし、収入、サ

ービス利用状況、就労、余

暇、災害対策、障害への理

解 等 

住まい、暮らし、事業者 

選択、サービスの状況、 

利用者負担、就労、サービ

スに関する要望 等 

調査時期 令和７年１０月 

３ 計画期間 

  令和９～１１年度 

４ スケジュール 

  令和７年度 調査 

令和８年度 障害者施策推進協議会に専門部会を設置 

計画の策定及び公表 

 

 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８５（内線2585） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （新規）コミュニケーションカードの作成 草案頁 ２５頁 

予 定 額 ９６２千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  聴覚障害者、知的障害者、発達障害者等が外出先等で円滑な意思疎

通を図るためのコミュニケーションカードを作成する。 

 

２ 内容 

（１）作成内容 

   障害者が意思を的確に相手に伝えられるよう、日常生活の様々な

場面を文字やイラストにした約４００種類のカードを作成する。 

 

（２）主な活用場所 

  ア コンビニ・スーパー 

  イ 病院・薬局 

  ウ 交通機関 

  エ 避難所 等 

 

（３）配布方法 

  ア 市公式ウェブサイト等にＰＤＦデータを掲載 

  イ 印刷したカードを区役所・支所で配布 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８７（内線2587） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （新規）障害者グループホーム等の整備補助 草案頁 ２６頁 

予 定 額 １４３，９１０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

障害者の居住の場等の確保のため、障害者グループホーム等の整備

について補助を行う。 

２ 施設概要 

整備予定地 北区下飯田町 

事 業 内 容 共同生活援助（障害者グループホーム） ８人 

整 備 内 容 創設 

建 物 構 造 鉄骨造３階建 

延 床 面 積 ２９６．８３㎡ 

運 営 主 体 社会福祉法人あずま福祉会 
 

整備予定地 港区辰巳町 

事 業 内 容 短期入所 ４人 

整 備 内 容 創設 

建 物 構 造 木造２階建 

延 床 面 積 １１８．００㎡ 

運 営 主 体 特定非営利活動法人キッズプラス 
 

整備予定地 緑区平手北二丁目 

事 業 内 容 
共同生活援助（障害者グループホーム） １０人 

短期入所 １人 相談支援 

整 備 内 容 創設 

建 物 構 造 鉄骨造２階建 

延 床 面 積 ６０４．５０㎡ 

運 営 主 体 社会福祉法人ゆたか福祉会 

３ 整備年度 

令和７年度 

 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２５６０（内線2560） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 
（新規）視覚障害者に係る相談支援事業の 

モデル実施 
草案頁 ２６頁 

予 定 額 １８，１９５千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  失明の可能性の告知を受けた方とその家族が、身近な場所で精神面

のケア、福祉に関する相談支援及び歩行訓練等を受けられる体制を整

備するため、市内の医療機関（眼科）において相談支援事業をモデル

実施する。 

 

２ 内容 

（１）実施方法 

委託により専門職を医療機関へ派遣し、相談支援を行う。 

 

（２）専門職の構成 

福祉に関する相談に応じる専門職 １名 

歩行訓練を行うリハビリの専門職 １名 

 

（３）派遣先医療機関 

  市内３か所の医療機関に派遣予定 

   ※派遣先医療機関については名古屋市眼科医会と調整 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８７（内線2587） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 
（新規）民間鉄道駅舎バリアフリー化設備 

設置補助 
草案頁 ２７頁 

予 定 額 ３３２，９７７千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨  

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」の基本

方針に基づき、民間鉄道駅舎のバリアフリー化設備の設置に対して補

助を行う。 

 

２ 事業内容 

（１）ＪＲ名古屋駅（中央本線７・８番線ホーム） 

整 備 内 容 可動式ホーム柵 

スケジュール 
令和５～６年度 設計 

令和６～７年度 工事 

 

（２）近鉄名古屋駅（２・３番線ホーム） 

整 備 内 容 可動式ホーム柵 

スケジュール 令和６～８年度 工事 

 

（３）名鉄森下駅  

整 備 内 容 
エレベーター設置（２基）、ホーム嵩上げ、

視覚障害者誘導用ブロック整備 等 

スケジュール 令和７～８年度 設計・工事 

 

３ 補助内容 

事業にかかる経費の１／３を補助 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５３８（内線2538） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （新規）買い物弱者実態調査 草案頁 ２８頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

少子高齢化の進展等に伴い、買い物に困難を抱える方が今後ますま

す増加すると見込まれることから、具体的な支援策を検討するため、

買い物支援に関する地域ニーズの調査を実施する。 

 

２ 内容 

（１）買い物アクセスマップの作成 

食料品を取扱う店舗の所在地や移動販売車の巡回エリア等を地図

上にマッピングし、買い物資源へのアクセスに困難を抱えている可

能性がある方の居住地域を特定する。 

 

（２）アンケートの実施 

（１）において特定された地域の居住者を主な対象として、アン

ケート調査を実施する。 

 

（３）ヒアリングの実施 

地域住民の生活支援の充実を図るため各区に設置している生活支

援協議体（※）等において、買い物支援に関するヒアリングを実施

する。 

 

※各区の社会福祉協議会を事務局として、行政、地域役員、生活支援

の関係者等（社会福祉法人、ＮＰＯ法人等）が集い、生活支援に関

する地域ニーズの把握や関係者間のネットワークづくり等を行う場 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４７（内線2547） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （新規）緑内障検診に関する調査 草案頁 ２９頁 

予 定 額 ４，４００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  中高年の失明原因第１位である緑内障の早期発見・早期治療を目的

とした緑内障検診に関する調査を行う。 

 

２ 内容 

  国及び他都市の動向や各種研究成果等を踏まえ、緑内障の罹患状況、

緑内障検診の必要性や効果、効果的効率的な実施方法等を調査する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637） 

 

 

- 8 -



令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （新規）麻しん抗体検査及び予防接種 草案頁 ３０頁 

予 定 額 １９，１３４千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

麻しんウイルスは、空気感染（飛沫核感染）、飛沫感染、接触感染

と様々な感染経路で伝播し、その感染力は極めて強く、妊娠中に麻し

んに感染すると流産や早産のリスクが高くなるため、予防接種が有

効な予防策とされている。 

このため、現在実施している妊娠希望の方等への風しん抗体検査

費用助成に麻しんの抗体検査を追加し、抗体が不十分である者には

任意予防接種を実施する。 

 

２ 事業内容 

対象者 

抗体検査 

以下に該当する者のうち、麻しんにかかったこ

とがなく過去に麻しんの予防接種を２回以上受

けたことがない者 

・妊娠を希望する女性 

・妊娠を希望する女性のパートナー又は同居人 

・妊娠中の女性のパートナー又は同居人 

予防接種 
上記対象者のうち、抗体検査の結果、麻しんに

対する免疫が不十分である者 

自 己 負 担 無料 

実 施 場 所 市内協力医療機関 

 

３ 開始時期 

令和７年１０月  

担 当 課 健康部 感染症対策課 電話９７２－４３７３（内線4373） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （新規）女性の健康相談窓口の設置 草案頁 ３１頁 

予 定 額 １３，１１８千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  仕事や子育て等で忙しい女性が、自身の抱える健康課題に十分対処

できていない現状に鑑み、女性のための健康相談事業を実施する。 

幅広い世代の女性の多様な健康課題への対処方法について保健師等の

専門職が助言を行う相談窓口の設置と市民に対する広報・啓発を一体

的に実施する。 

 

２ 内容 

（１）電話相談 

   日中に仕事等がある方も相談しやすいよう、夜間に実施 

 

（２）ＳＮＳ等による相談 

   若年者も相談しやすく、電話相談の開設時間以外も対応できるよ

うにするため、ＳＮＳ等による相談体制を構築 

 

（３）広報・啓発 

   ポータルサイトを開設し、本事業をはじめとする各種相談窓口の

周知を図るとともに、女性に限らず幅広い市民に対して女性の健康

に関する広報・啓発を実施 

 

３ スケジュール 

  令和７年９月 事業開始 

 

 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （新規）陽子線治療機器の更新に係る調査 草案頁 ３１頁 

予 定 額 １６，９５２千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  名古屋陽子線治療センターは、平成２５年２月から治療を開始し、

令和６年１１月末時点で累計６，９５２人の方に陽子線治療を提供し

ている。令和３年度からは名古屋市病院局から市立大学に運営を移管

し、令和４年度には年間の治療患者数が８００人を上回り、令和６年

度は年間９００人を上回る見込みである。 

  現行治療機器の大規模修繕不要期間としては令和１５年３月３１日

までとなっており、以降の治療については機器の更新が必要なことか

ら、名古屋市立大学において機器の更新に係る調査を行う。 

 

 

２ 内容 

（１）陽子線治療機器の更新に係る調査  

  ア 現行事業の評価・考察、更新手法及び需要予測等の検討 

  イ 建て替える場合の建設予定地の調査・検討 

 

（２）調査に係る人件費  

   

 

 

 

 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （新規）災害時保健医療活動体制の強化 草案頁 ３３頁 

予 定 額 ４，５００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

 大規模災害時の保健医療活動に係る体制については、愛知県が設置

する「保健医療調整本部」のもと、本市においては「名古屋区域保健

医療調整会議」を立ち上げ、県本部や市医師会などの関係団体や支援

チームとの連携を取ることになっている。 

  令和６年能登半島地震などを踏まえ、高速かつ安定した通信環境を

整備し、災害時保健医療活動体制を強化する。 

 

２ 内容 

  大規模災害時に、本市との協定に基づき市医師会員が市立中学校に

参集し、医療救護所を運営することになっている。 

  低軌道高速衛星インターネット通信を導入することにより、既存の

インターネット通信回線が使用できなくなった場合にも、医療救護所

を統括する市医師会本部と本市の間でＷＥＢ会議を活用したリアルタ

イムな情報共有や意見交換、意思決定を行うことを可能とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－３３７８（内線3378） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）認知症施策の推進 草案頁 １９頁 

予 定 額 ８１，８６２千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  認知症高齢者の増加が見込まれる中、認知症になっても安心して暮

らせるまちづくりを進めるため、認知症の理解促進や認知症疾患医療

センターの開設、本市認知症施策推進計画の策定に向けた調査を実施

する。 

２ 内容 

（１）認知症の理解促進 

  ア 認知症を自分ごととして感じてもらうための取り組み 

        認知症の日（９月２１日）・認知症月間（９月）において、若い

世代や働き世代に向けた啓発イベント等を実施するとともに、Ｖ

Ｒ（仮想現実）等を活用した認知症の疑似体験や気軽にできる認

知機能自己検査を通じ、認知症に関する理解促進を図る。 

  イ 認知症の人の社会的障壁の除去 

認知症の人への合理的配慮の提供に関するパンフレットを作成

し、認知症サポーター養成講座等において啓発を図る。 

 

（２）認知症疾患医療センターの開設 

令和７年１２月に認知症の専門医療相談や行動・心理症状及び身

体合併症に対する急性期治療等を行う認知症疾患医療センターを

新たに２か所開設する。（７→９か所） 

 

（３）本市認知症施策推進計画の策定調査 

    「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」にて、市町村に

よる策定が努力義務化された認知症施策推進計画の策定に向け、認

知症の人や家族への意見聴取の場の設定や、アンケート調査を実施

する。 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－２５４９（内線2549） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）介護サービス提供体制の整備 草案頁 ２０頁 

予 定 額 ７７２，６４７千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  愛知県の地域医療介護総合確保基金を活用し、地域の実情に応じた

介護サービス提供体制の整備を促進する。 

 

２ 補助内容 

 （１）介護施設等の開設準備経費補助 

事業内容 
介護施設等の円滑な開設に向け、早期からの体制整備

を支援するため、開設準備経費を補助する。 

補助対象 

介護医療院、介護付きホーム、認知症高齢者グループ

ホーム、小規模多機能型居宅介護事業所、看護小規模

多機能型居宅介護事業所 
 
 （２）介護施設等の介護ロボット等導入補助 

事業内容 
介護施設等が大規模修繕を実施する際にあわせて行う

介護ロボット・ＩＣＴの導入費用を補助する。 

補助対象 
特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、認知症高齢

者グループホーム 
 
 （３）介護施設等における看取り環境整備補助 

事業内容 看取り対応可能な環境を整備する費用を補助する。 

補助対象 特別養護老人ホーム、介護老人保健施設 
 

 （４）介護職員用宿舎施設整備補助 

事業内容 
介護人材確保のため、職員用宿舎整備費用の一部を補

助する。 

補助対象 特別養護老人ホーム 
   

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539） 
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令和７年度主な施策等一覧 

教 育 委 員 会 

健 康 福 祉 局 

子 ど も 青 少 年 局 

事 項 （拡充）橘小学校等複合化整備事業 草案頁 

２０頁 

２４頁 

４１頁 

４６頁 

予 定 額 

           教 育 委 員 会 ７８０，２３１千円 

８１９，３８９千円  健 康 福 祉 局  １３，７３５千円 

           子ども青少年局  ２５，４２３千円 

 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  橘小学校、中生涯学習センター、前津福祉会館及び前津児童館

の複合化整備を民間活力の活用により進め、整備に対するモニ

タリングの支援業務を委託する。また、工事中における橘小学校

の仮設校舎を平和小学校の敷地に設置する。 

 

２ 内容 

（１）実施内容 

  ○複合施設の設計 

  ○モニタリング支援業務委託 

  ○橘小学校仮設校舎の賃借等 

 

（２）整備計画（予定） 

令和７年度    複合施設の設計、仮設校舎の設置等 

  令和８～１０年度 複合施設の工事、仮設校舎での学校運営 

  令和１１年度   複合施設の供用開始、仮設校舎の撤去 

   

 

担 当 課 

（教育委員会）総務部教育環境整備課  電話  ９７２－４０９３ 

生涯学習部生涯学習課  電話 ９５０－５０４４ 

（健康福祉局）高齢福祉部高齢福祉課  電話 ９７２－２５４１ 

（子ども青少年局）子ども未来企画部青少年家庭課   電話 ９７２－３２５６ 
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令和７年度主な施策等一覧 

健 康 福 祉 局 

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）中川福祉会館・児童館リニューアル

改修 
草案頁 

２０頁 

２４頁 

予 定 額 
 
１９４，４６４千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  中川福祉会館・児童館は昭和５１年に開設されており、建物や設備

の老朽化が著しいことから、リニューアル改修を実施する。 

 
２ 内 容 

  福祉会館・児童館の内外装や配管、配線、設備機器等の更新及び利

用者ニーズ等を踏まえた整備を実施 

 

３ 工事期間 

  令和７年７月～８年５月 

  ※債務負担行為 期間：令和８年度 

             限度額：134,000千円（健康福祉局） 

限度額：112,000千円（子ども青少年局） 

 

４ 改修工事期間中の対応 

  工事期間中は、事業を一部縮小して代替施設での運営を継続 

 

 

（参考） 

  ・現在地 

中川福祉会館・児童館 

    所 在 地：中川区八幡本通２丁目４０番地 

    開 設 年 度：昭和５１年度 

    施 設 構 成：１階 中川福祉会館 

          ２階 中川児童館 

 
 
 

担 当 課 

（健康福祉局） 

高齢福祉部 高齢福祉課  電話９７２－２５４２（内線2542） 

（子ども青少年局） 

子ども未来企画部 青少年家庭課  電話９７２－３２５６（内線3256） 

 

健康福祉局   １０２，８６４千円 

子ども青少年局  ９１，６００千円 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）重度訪問介護利用者の大学修学支援 草案頁 ２５頁 

予 定 額 ３，００８千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

 大学等に通う重度障害者が修学に必要な身体介護等の提供を受け、

社会参加が促進されるよう、「重度訪問介護利用者の大学修学支援事

業」について、報酬を引き上げる。 

 

２ 対象者 

 大学等に通う重度訪問介護の対象者 

 

３ サービス内容 

 ヘルパーが、大学等への通学中及び大学等の敷地内における身体介

護等の支援を行う。 

 

４ 報酬単価 

 国が設定する大学修学支援事業の基準額を参考に、報酬を引き上げ

る。 

（引き上げ例） 

・現行単価           ・引き上げ後 

 ８，４００円／５時間      １１，３５０円／５時間 

 

 

 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２６３９（内線2639） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）障害支援区分認定調査 草案頁 ２５頁 

予 定 額 ７，８０４千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

障害者基幹相談支援センターに委託実施している障害支援区分判定

のための認定調査（※）の一部について、他の民間事業者へ委託先を

変更することで、障害福祉サービス利用にかかる申請から決定までの

期間短縮を図る。 

 

２ 事業内容 

  障害福祉サービス利用申請者のうち、介護保険を併用する方に対す

る認定調査について委託先を障害者基幹相談支援センターから他の民

間事業者へ変更する。 

 

３ スケジュール 

  令和７年４月～９月 実施に向けた準備 

  令和７年１０月   実施 

 

※認定調査 

 障害支援区分の判定等のため、申請のあった本人及び保護者等との面

接により行う全国統一の調査で、３障害及び難病等対象者共通の80項目

の基本調査及び特記事項について聴き取りを行う。併せて、本人及び家

族等の状況や、現在のサービス内容や家族からの介護状況等を調査する。 

 

 

 

 

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話９７２－２６３９（内線2639） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）失語症者向け意思疎通支援者派遣事業 草案頁 ２５頁 

予 定 額 ４，７０１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  失語症者向け意思疎通支援者派遣事業について、現在の利用要件は、

身体障害者手帳の取得となっているが、加えて医師の診断書があれば

利用できるように対象者を拡大するとともに、専門職を招いた講演会

やワークショップを開催する。 

 

２ 内容 

（１）意思疎通支援者派遣の対象者の拡大 

    失語症と診断され、音声又は言語機能障害の認定を受け、身体障

害者手帳が交付された者に加え、医師の診断書等により失語症であ

ると認められる者も利用可能とする。 

 

（２）講演会やワークショップの開催 

    広く失語症の理解促進を図るため、専門職を招いた講演会や 

ワークショップを開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８７（内線2587） 
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令和７年度主な施策等一覧 

子ども青少年局 

健 康 福 祉 局 

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）公立大学法人名古屋市立大学と連

携した発達障害児（者）への支援 
草案頁 

２５頁 

４３頁 

予 定 額 １００，０００千円  

 

 

 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  名古屋市立大学と連携して、医療・福祉・教育が一体となった発達

障害に関する知見の蓄積と発達障害児者への支援を実施するにあたっ

て、「こころの発達診療研究センター」の体制強化を図るもの 

 

２ 内 容 

（１）発達障害医療コーディネーター 

      地域で発達障害診療を行う専門医療機関の拡充に向けて、研修プ

ログラムの企画・実施、関係機関と発達障害児者及びその家族との

調整を行う発達障害医療コーディネーターを配置。 

   

（２）セラピスト（機能訓練の専門職） 

   新たにセラピストを配置し、機能訓練の要素を取り入れた発達支

援プログラムの研究、普及。 

 

               

担 当 課 

（子ども青少年局） 

子育て支援部子ども福祉課  電話 ９７２－３０２１（内線3021） 

（健康福祉局） 

障害福祉部障害企画課      電話 ９７２－２５８５（内線2585） 

（教育委員会） 

総務部総務課        電話 ９７２－３２７５（内線3275） 

教育支援部特別支援教育課  電話 ９７２－３２３３（内線3233） 

新しい学校づくり推進部子ども応援課 

電話 ６８４－４８９３ 

教育センター教育相談部    電話 ６８３－６４２１ 
 

子ども青少年局  ５０,０００千円 

健康福祉局    ２５,０００千円 

教育委員会    ２５,０００千円 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 
（拡充）福祉特別乗車券の一斉更新に向けた 

準備 
草案頁 ２６頁 

予 定 額 ２９６，５８６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  福祉特別乗車券の現在の通用期間が令和８年１０月３１日までとな

っているため、郵送に加え区役所・支所、地下鉄駅券売機といった身

近な場所でも更新できるよう、必要なシステムの改修等を行う。 

２ 内容 

（１）福祉総合情報システムの改修 

（２）交通局システムの改修 

（３）期限更新機の設置 

（４）更新案内の作成 

３ スケジュール 

  令和７年度 システム改修等 

  令和８年度 順次期限更新を実施 

（参考）福祉特別乗車券の制度概要 

内 容 
市営交通機関等に無料乗車できる福祉特別乗車券を

交付（無料乗車できる対象交通は敬老パスと同様） 

対 象 者 
身体障害者手帳１～４級所持者、愛護手帳所持者、 

精神障害者保健福祉手帳所持者 等 

通用期間 令和８年１０月３１日まで（５年更新） 

 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－２５８７（内線2587） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 
（拡充）はつらつ長寿プランなごや２０２９ 

の策定調査 
草案頁 ２７頁 

予 定 額 １９，６２５千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

第１０期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（はつらつ長寿

プランなごや２０２９）の策定に向け、高齢者施策推進協議会及び

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画部会を開催するとともに、

必要な基礎データを収集するための各種調査を実施する。 

 

２  主な調査内容 

（１）生活状況 

（２）保健・福祉・介護サービスに対する意識 

（３）各種サービスの利用意向 

 

３ 計画期間 

  令和９～１１年度 

 

４ スケジュール 

令和７年度  各種実態調査 

令和８年度  事業計画の検討及び策定 
 

 
 

 
 
 
 
 

 

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課 電話９７２－２５４２（内線2542） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）バリアフリー整備相談支援事業 草案頁 ２７頁 

予 定 額 ３５，４８４千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

市が行う施設整備に障害者や高齢者をはじめ配慮を必要とする当事

者（以下「当事者」という。）が参画する場を設け、事業者や行政で

は気づけない使いやすさ等のニーズを施設整備に反映させ、誰もが使

いやすい施設の整備を進めることにより、バリアフリーのまちづくり

につなげる取組みを行う。 

 

２ 内容 

（１）「当事者参画の場」の開催 

当事者参画の場を定期的に開催し、説明会や現地調査等を通じ、

市が行う施設整備について当事者の意見を聴取する。 

 

（２）研修・啓発等 

・施設等所管課及び施設職員に対しバリアフリーに関する研修を行

うとともに、施設の事後検証を行う。 

・当事者参画により出された意見について、集約・整理し、意見の

概要を公表することで、市が行う施設整備に役立てるとともに、

民間事業者への啓発につなげる。  

 

３ スケジュール 

  令和７年９月 「当事者参画の場」開始 

 

 

 

担 当 課 障害福祉部 障害企画課 電話９７２－４４２７（内線4427） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）孤独・孤立対策事業 草案頁 ２７頁 

予 定 額 ７，０５４千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  孤独・孤立対策推進法において努力義務となった官と民と地域の連携

を推進するための地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォームを設

置するとともに、孤独・孤立対策に関する実態把握調査を実施する。 

 

２ 内容 

（１）地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォームの設置 

   官と民と地域が連携して「つながりづくり」を実現するため、分野

を超えて取り組んでいく官民連携プラットフォームを設置する。 

 

（２）実態把握調査 

   孤独・孤立に悩んでいる方が必要とする支援や課題について、本市

の傾向を把握し、今後の施策に活かすための実態調査（市民向けアン

ケート）を実施する。 

 

 

担 当 課 高齢福祉部 地域ケア推進課 電話９７２－４６３５（内線4635） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

子ども青少年局 

事 項 （拡充）水道料金等福祉対策特例措置負担金 草案頁 ２７頁 

予 定 額 

 

７２１，２６７千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 生活安定の一助とするため、生活困窮者等を対象に、水道料金及び

下水道使用料の減免を行っている。 

減免額の一部を一般会計から負担しているが、その負担割合を変更

するもの。 

２ 内容 

（１）対象世帯 

生活扶助受給世帯、障害者世帯、児童扶養手当受給世帯等 

 

（２）減免額 

   水道料金及び下水道使用料の基本料金及び１０㎥までの従量料金 

    

 

（３）負担割合 

区分 変更前 変更後 

一般会計 １／３ 全額 

水道事業会計等 ２／３ 負担なし 

 

 

 

担 当 課 

（健康福祉局）  

障害企画部障害企画課   電話９７２－２５８５（内線2585） 

生活福祉部保護課     電話９７２－２５５２（内線2552）  

（子ども青少年局）  

子ども未来企画部子ども未来企画課  

電話９７２－３０２５（内線3025） 
 

 

健康福祉局   ５３５，４４１千円 

子ども青少年局 １８５，８２６千円 
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令和７年度主な施策等一覧 

スポーツ市民局 

健 康 福 祉 局 

消 防 局 

事 項 （拡充）港保健センター南陽分室の改築 草案頁 

２９頁 

３２頁 

５１頁 

６９頁 

予 定 額 

スポーツ市民局 ２,７３４,０００千円 

３,７９５,０００千円  健 康 福 祉 局   ７９９,０００千円 

（債務負担行為）    消 防 局   ２６２,０００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  港区役所南陽支所、港保健センター南陽分室、港消防署南陽出張所及

び南陽地区会館について、複合施設として改築を行うもの。 

 

２ 改築予定地 

  現港区役所南陽支所所在地 

 

３ 今後の予定 

  令和７年度   入札等、契約事務 

  令和８～９年度 解体工事（現庁舎）、建設工事（複合施設） 

  令和１０年度  複合施設供用開始 

 

４ 事業費                    （単位：千円） 

区 分 令和８～９年度 

港区役所南陽支所 １，５９７，０００ 

南陽地区会館 １，１３７，０００ 

港保健センター南陽分室 ７９９，０００ 

港消防署南陽出張所 ２６２，０００ 

計 ３，７９５，０００ 

  注 令和８～９年度は、債務負担行為の限度額 

 

担 当 課 

（スポーツ市民局）地域振興部 区 政 課    電話９７２－３１１１ 

 地域振興課    電話９７２－３１１７ 

（健康福祉局）健 康 部 保健医療課    電話９７２－２６２０ 

（消 防 局）総 務 部 施 設 課    電話９７２－３５１６ 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）ピアサポーター養成研修の実施 草案頁 ２９頁 

予 定 額 ３，３００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  がん患者への支援の一環として、病院内での相談支援を充実させる

ため、がん相談・情報サロンにおいてピアサポーター養成研修を実施

して、相談支援体制の強化を図る。 

 

２ 内容 

（１）対象人数 

   ２５人（１年度当たり） 

 

（２）研修期間 

   ４月～６月  受講者を募集 

   ７月～翌３月 研修を実施 

 

（３）研修内容 

   講座、病院内実習 

 

３ スケジュール 

  令和７～９年度 ピアサポーター養成研修を実施 

 

 

 

 

 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話２６３－３１２４（外線） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）歯科口腔保健対策の推進 草案頁 
２９頁 

３０頁 

予 定 額 ６，３１５千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  歯周疾患検診における若年層の受診率向上を図るため、未受診者に

対する個別受診勧奨の対象年齢を拡大するとともに、オーラルフレイ

ル対策の推進のため、７５歳及び８０歳を対象とした口腔機能評価の

開始に向けて準備を行う。 

 

２ 内容 

（１）歯周疾患検診未受診者への受診勧奨（予定額３，３１５千円） 

   これまで国の事業により実施してきた２０歳に加え、新たに２５

歳を対象として、はがきによる個別受診勧奨を実施する。 

 

（２）オーラルフレイル対策の推進（予定額３，０００千円） 

   ７５歳及び８０歳を対象として、令和８年度から歯周疾患検診に

追加して口腔機能評価を行うため、歯科医療従事者に対する研修や

システム改修を実施する。 

 

 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）受動喫煙対策の強化 草案頁 ３０頁 

予 定 額 ４０，４２０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

中心市街地の屋外公共空間における受動喫煙対策を強化するため、

分煙施設設置費用助成事業について改善・重点化を図るとともに、中

心市街地における受動喫煙の実態調査を実施する。 

２ 内容 

（１）分煙施設設置費用助成事業の改善・重点化 

  ア 助成対象施設の拡大 

    中心市街地においては、従来助成対象としてきた屋外での施設

設置が困難な現状を鑑み、屋内の施設についても対象に追加 

  イ 助成金額の増額 

    屋内への対象拡大や建築資材高騰等を踏まえ助成金額を増額 

区分 ～令和6年度 令和7年度 

設置費用 上限3,000千円 上限10,000千円 

運用費用 1,440千円／年 

  ウ 助成対象エリアの重点化 

    課題となっている中心市街地おける整備に注力するため、助成

対象エリアを市内全域から重点整備区域内のみに変更 

（２）受動喫煙の実態調査 

   中心市街地における受動喫煙発生状況を調査するとともに、喫煙

可能場所や分煙施設の設置可能場所を把握し、分煙施設の整備促進

に活用 

 

 

 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話９７２－２６３７（内線2637） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）第５次食育推進計画の策定 草案頁 ３０頁 

予 定 額 ２，４００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨  

食育基本法に基づく食育推進計画として策定している「名古屋市食

育推進計画」について、現行の第４次計画の計画期間が令和７年度末

に終了することに伴い、令和８年度からを計画期間とする第５次計画

を策定する。 

 

２ 内容 

令和６年度に実施した食育に関する市民アンケートの結果等を基

に、市民委員を含めた外部の委員で構成する食育推進懇談会における

意見を踏まえ検討、策定する。 

 

３ 計画期間 

   令和８～１１年度（予定） 

 

４ スケジュール 

令和７年４～１１月 懇談会の意見等を踏まえ検討、素案を作成 

１２月 パブリックコメントの実施 

令和８年   ３月 計画の策定及び公表 

 

 

  

 

担 当 課 健康部 健康増進課 電話２６３－３１２６（外線） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （拡充）おむつ等購入費用助成に向けた準備 草案頁 ７７頁 

予 定 額 ９２６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

在宅で排せつケアを行う介護者等の経済的な負担軽減を図ることを

目的に、排せつケア相談支援事業を拡充し、おむつ等の購入費用助成

を令和８年度から実施するため、実施に向けた準備として、福祉総合

情報システムを改修する。 

 

２ スケジュール 

令和７～８年度 福祉総合情報システムの改修 

令和８年度   おむつ等の購入費用助成の実施 

 

債務負担行為 

期 間 令和８年度 

限度額 １８，０００千円 

 

担 当 課 高齢福祉部 高齢福祉課 電話９７２－２５４４（内線2544） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 
（継続）民間特別養護老人ホームの長寿命化 

対策補助 
草案頁 ２０頁 

予 定 額 ２５１，１８０千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

介護保険制度導入前から運営している施設については、当該期間に

おける大規模修繕のための費用の原資がなく（※）、積み立てが困難

であったことから、介護保険制度開始前の運営期間の割合に応じ、大

規模修繕に係る経費に対し補助する。 

※介護保険制度開始後においては、大規模修繕に係る費用については、

利用者が負担する居住費の積算に含まれている。 

 

２ 補助対象 

介護保険制度導入前から運営している特別養護老人ホーム 

 １１か所 

 

３ 補助内容 

（１）対象経費 

おおむね１０年以上経過した、使用に耐えなくなった施設の改修

や付帯設備の改造等に要する経費 

 

（２）補助額 

１，１２８千円×定員数×補助係数（※）を上限 

   ※介護保険制度開始前の運営期間（年数）を２０で割り戻した数 

担 当 課 高齢福祉部 介護保険課 電話９７２－２５３９（内線2539） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 
（継続）障害福祉サービス事業者等指導監査 

業務の改善に向けた調査 
草案頁  ２４頁 

予 定 額 ４，３７８千円 

事業の概要 

 
 

１ 趣旨 

  障害福祉サービス利用者の権利擁護等を図るため、事業者指定指導

業務の進め方を更に見直すことにより、職員が不正に対する監査や不

適切な支援に対する個別調査の迅速な対応に注力できるようにし、不

正の未然防止のみならず障害福祉サービス全体の質向上を図る。 

 

２ 事業内容 

運営指導における更なる委託化及び情報管理のＤＸなど、事業者指

導業務における業務改善に関する調査を実施する。 

 

３ スケジュール 

  令和７年４月～６月 調査内容の検討、仕様確定 

  令和７年７月    調査開始 

  令和８年２月       調査結果の確定 

   

 

 

  

担 当 課 障害福祉部 障害者支援課 電話２３８－０５６７（外線） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （継続）旧植田寮の取り壊しに向けた調査 草案頁 ２７頁 

予 定 額 ６，７１０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 移転改築により新植田寮（保護施設）が供用開始したことから、旧

植田寮の取り壊しに向けた調査を進める。 

２ 内容 

事前調査によりアスベスト等の含有が疑われる建材等を把握してお

り、さらに分析調査を行うことで、取り壊し工事設計に必要となる基

礎資料とする。 

３ 実施場所 

 天白区植田山二丁目 

４ スケジュール 

  令和６年度    新植田寮の供用開始（１１月） 

旧植田寮の設備廃止処理等 

取り壊しに向けた調査（アスベスト等事前調査、 

土壌汚染事前調査、ダイオキシン調査） 

  令和７年度     取り壊しに向けた調査（アスベスト等分析調査） 

  令和８年度～   取り壊し工事設計、取り壊し工事 

 

 

 

担 当 課 生活福祉部 保護課 電話９７２－２５５５（内線2555） 

 

 

- 34 -



令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （継続）厚生院施設の改修 草案頁 ２７頁 

予 定 額 
１７１，０００千円 

（債務負担行為 ５６８，０００千円） 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

昭和５７年の竣工から４０年以上経過した厚生院施設について、建

物や設備の老朽化が著しいことから、施設機能の向上を図るための改

修・整備を実施する。 

  

２ 内容  

 建物の外壁改修・病院棟の内装改修等の建築工事、水回り等の機械

工事、空調・照明等の電気工事を行う。 

 

３ スケジュール  

令和６年度   設計 

令和７～８年度 改修工事 

 

担 当 課 生活福祉部 保護課 電話９７２－２５５２（内線2552） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健 康 福 祉 局 

子ども青少年局 

事 項 
（継続）保健福祉業務オンライン申請等 

事務処理センターの開設準備 
草案頁 ２８頁 

予 定 額 １３４，７４３千円 

 
健 康 福 祉 局 １１４，５３２千円 

子ども青少年局  ２０，２１１千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  区役所等の窓口において、定型業務から相談支援業務中心の窓口へ

の転換を図ることで、市民一人ひとりにより適した市民サービスの提

供を目指すため、市民や事業者からの行政手続のオンライン化を推進

するとともに、オンライン申請の受付等の定型業務を集約して処理す

るセンターを開設する。 

 

２ 内 容 

  保健福祉業務に関する各種行政手続をオンライン等で受付するとと

もに、受付後の事務処理を集約し、ＩＣＴの活用等により、集中的か

つ効率的に処理する。 

  また、ヘルプデスクを設置し、オンライン申請の操作補助や問合せ

への対応を行う。 

 

３ スケジュール 

  令和７年度  開設準備 

  令和８年４月 開設 

  債務負担行為 

   期 間 令和８～１０年度 

   限度額 ２，３００，０００千円 

担 当 課 

（健康福祉局） 

監査課    電話９７２－４４３５（内線4435） 

（子ども青少年局） 

企画経理課  電話９７２－３０８０（内線3080） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （継続）病院群輪番制病院設備整備事業 草案頁 ２９頁 

予 定 額 １９，９５０千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

本市では、高齢化の進展に伴う救急搬送件数の増加に対し、第二次

救急体制参加病院の減少が続いており、救急医療体制の維持が課題で

ある。救急医療は、救急患者を受け入れるための設備整備が必須とな

ることに加え、患者数の多寡に関わらず救急患者を受け入れる体制を

確保しておく必要があることから、病院にとって不採算となる場合も

多く、そのことが、第二次救急体制に参加する病院が減少する一因と

なっている。 

そのような中、県内の救急体制参加病院に対し、救急対応のための

設備を購入する際の費用の補助等を行う「愛知県救急医療施設整備費

（施設・設備）補助金交付要綱」に基づき申請のあった病院に対し補

助を行い、病院の負担軽減を図ることで、本市の救急医療体制の維持

に資する。 

 

２ 内容 

令和７年度設備整備補助対象 １病院 

 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９７２－２６２３（内線2623）      
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 （継続）予防接種事業 草案頁 ３０頁 

予 定 額 ２，２５５，０３９千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

予防接種事業のうち、子宮頸がんワクチン接種事業、新型コロナウ

イルスワクチン接種事業及び帯状疱疹ワクチン接種事業について、一

部事業内容を変更して実施する。 

２ 事業内容 

（１）子宮頸がんワクチン接種事業 

令和４年度から令和６年度までの間に、ＨＰＶワクチンを１回以上

接種している以下の者について、令和７年度中に３回接種を完了する

ことができるように、経過措置を設ける。 

対象者：キャッチアップ接種の対象者及び高等学校１年生相当の者 

（平成９年度生まれから平成２０年度生まれの女子） 

（２）新型コロナウイルスワクチン接種事業 

国の助成事業の終了に伴い、自己負担を変更して実施する。 

自己負担：７，７００円 

（３）帯状疱疹ワクチン接種事業 

定期接種化に伴い、以下のとおり、実施する。 

対象者 
定期 

・満６５歳の者（ただし、経過措置として、初年度から  

５年間は、６５、７０、７５、８０、８５、９０、９５、

１００歳となる年度に属する者とし、初年度のみ   

１００歳以上の者も対象とする。） 

・満６０～６４歳の者（ヒト免疫不全ウイルスによる免疫

機能障害を有する） 

※過去に任意予防接種を受けた者を除く。 

任意 満５０歳以上の者（定期予防接種の対象年齢を除く。） 

自己 

負担 

ビケン（１回接種） ４，２００円／回 

シングリックス（２回接種） １０，８００円／回 

 

 

担 当 課 健康部 感染症対策課 電話９７２－４３７３（内線4373） 
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令和７年度主な施策等一覧 

健康福祉局 

事 項 
（継続）中央看護専門学校の公立大学法人 

名古屋市立大学への統合 
草案頁 ３１頁 

予 定 額 ６１７，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

  中央看護専門学校の市立大学看護学部への統合に伴い必要となる、

中央看護専門学校校舎の建物改修等を行う。 

 

２ 内容 

（１）講義室、実習室、演習室、学生ルーム等の整備 

（２）照明のＬＥＤ化、エレベーターホール等の改修 

（３）事務用備品等の購入 

   

３ スケジュール 

  令和５年４月 中央看護専門学校の市立大学看護学部への統合 

    令和７年３月 中央看護専門学校の閉校 

  令和８年３月 統合に伴う環境整備の終了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 健康部 保健医療課 電話９３６－４８８１（外線） 
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令和７年度主な施策等一覧（子ども青少年局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規
乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制
度）

176,654 1

子どもの体験活動交通費助成モデル事業 61,000 2

妊産婦等生活援助事業 13,540 3

重症心身障害児等のレスパイト支援事業 12,240 4

公立保育所へのキャッシュレス決済の導入 15,600 5

保育所等利用待機児童対策 1,552,115 6

こどもホスピス支援に向けた調査等 4,961 9

乳児等の保育に関する調査 8,000 10

発達障害者支援センターのあり方調査 9,406 11

結婚新生活支援事業 587,729 12

拡 充 エリア支援保育所事業 29,327 13

子育て支援企業認定・表彰制度 2,089 14

こども家庭センターの設置 2,327 15

児童相談所の専門性等向上事業 134,800 16

一時保護された児童の特性に応じた支援 37,178 18

産前・産後ヘルプ事業 75,441 19



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 産後ケア事業 72,695 20

子ども会活動の振興 96,877 21

トワイライトスクール等における医療的ケア
児支援事業

25,668 23

早期子ども発達支援体制に係る検討 7,414 24

早期子ども発達支援施策の推進 276,191 25

包括的な医療的ケア児支援ネットワークの構
築

50,128 26

私立幼稚園における一時預かり事業 22,919 27

産休・育休あけ保育所等入所予約事業 141,585 28

私立幼稚園における預かり保育拡充事業 48,645 29

障害児保育事業 4,334,373 30

医療的ケア児保育支援事業 300,878 31

保育士確保支援事業 1,049,615 32

ファミリーホーム開設に係る改修費補助 6,960 33

公立保育所の安全対策設備設置 47,012 34

西部地域療育センター通園部送迎バスの増車 11,037 35

児童館における中高生の居場所づくりの推進 32,000 36

公立保育所の社会福祉法人への移管 111,665 37



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 橘小学校等複合化整備事業 25,423 38

玉野川学園の改築 174,000 39

公立保育所のリニューアル改修 1,772,678 40

中川福祉会館・児童館リニューアル改修 91,600 41

子どもの体験活動拠点の設置に向けた調査 12,000 42

障害児通所支援事業所等指導監査体制の強化 59,000 43

公立大学法人名古屋市立大学と連携した発達
障害児（者）への支援

50,000 44

水道料金等福祉対策特例措置負担金 185,826 45

妊婦のための緊急時タクシー利用券の支給 105,281 46

困難な問題を抱える女性への支援 20,181 47

継 続
保健福祉業務オンライン申請等事務処理セン
ターの開設準備

20,211 48

保育業務オンライン申請等事務処理センター
の開設準備

29,262 49

参 考 子どもの未来全力応援 5,007,944 50





 

令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（新規）乳児等通園支援事業 

（こども誰でも通園制度） 
草案頁 21頁 

予 定 額 １７６，６５４千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  全ての子どもの育ちを応援し、子育て家庭に対する支援を強化する

ため、０歳６か月から満３歳未満までの子どもを対象として、保護者

の就労要件を問わず、月10時間までの利用を上限とした通園支援を実

施するもの。 

 

２ 内 容 

（１）利用対象者 

   市内在住の０歳６か月から満３歳未満の未就園児 

 

（２）実施場所 

   保育所、認定こども園、幼稚園 

 

（３）実施か所数 

   32か所程度 

 

３ スケジュール 

  令和７年秋頃 事業開始 

 

 

 

 

担 当 課 保育部保育企画課 電話９７２－３１８２（内線3182）      

 

 

－ 1 －



令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（新規）子どもの体験活動交通費助成モデ

ル事業 
草案頁 21頁 

予 定 額 ６１，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  親子で様々な場所に出かけ、子どもの体験につながる機会を創出す

るため、小学生を対象にした子どもの体験活動に係る夏季休暇中の交

通費の助成を試行的に実施する。 

  

２ 内 容  

（１）対象者 

   市内在住の小学生 7,000人（モニター方式） 

（２）実施方法 

  ア 実施時期 

    令和７年度の夏季休暇中 

  イ 助成額 

    3,000円（マナカチャージ券を配付） 

  ウ 実施内容 

    各自の小児用マナカにチャージして、様々な体験活動に係る交

通費として使用し、後日、利用記録等をアンケートに回答する。 

 

３ スケジュール（予定） 

  令和７年６月         モニター募集 

      ７月～        マナカチャージ券の配付 

      夏季休暇中      体験活動に交通費を使用 

      ９月～        アンケート調査・検証 

担 当 課 企画経理課 電話９７２－４６５２（内線4652） 

 

 

－ 2 －



 

 

令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （新規）妊産婦等生活援助事業 草案頁 21頁 

予 定 額 １３,５４０千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  家庭生活に困難を抱え、居場所のない妊婦等に対し、一時的な住ま

いを提供し、安全な出産をすることができる環境を整えるとともに、

その後の養育に係る情報提供等の支援を行う。 

 

２ 内 容  

（１）実施方法 

乳児院等を運営する法人に委託して実施 

 

（２）対象者 

家庭生活に困難を抱え、居場所のない妊婦及び出産後の母子 

 

（３）主な業務内容 

ア 思いがけない妊娠に係る電話相談等への対応及び利用勧奨 

イ 一時的な住まいや食事の提供等の生活支援 

ウ 養育相談や自立に向けた相談等の相談支援 

エ 利用者の医療機関等受診や就労支援機関の利用等の同行支援 

オ 利用者の状況に応じた支援計画の作成 

 

（４）実施予定時期 

   令和７年12月 

担 当 課 子育て支援部子育て支援課 電話９７２-２６０１（内線2601） 

 

 

 

－ 3 －



 

令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（新規）重症心身障害児等のレスパイト支

援事業 
草案頁 23頁 

予 定 額 １２，２４０千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  在宅で生活する重症心身障害児等を看護・介護する家族の負担軽減 

 を図るため、訪問看護を利用したレスパイト支援を実施する。 

 

２ 内 容 

（１）実施方法 

   訪問看護事業者に委託し、医療保険の適用を超える自宅での訪問 

  看護や医療保険の適用がない自宅以外での訪問看護の利用に必要と 

  なる費用を補助 

 

（２）対象者 

   市内在住の１８歳未満の子どもで、在宅で同居の保護者等から介 

護を受けて生活しており、医師の指示に基づき訪問看護を利用して 

  いるもの 

 

（３）利用可能時間 

   一人当たり年間４８時間（算定は１時間単位） 

 

（４）利用者負担 

   なし 

 

（５）実施時期 

   令和７年１０月 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021）      

 

 

－ 4 －



令和７年度主な施策等一覧 

子ども青少年局 

事 項 
（新規）公立保育所へのキャッシュレス 

決済の導入 
草案頁 23頁 

予 定 額 １５，６００千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

名古屋市役所ＤＸ推進方針に基づき、公立保育所における一時保育 

事業利用料や行事費等の現金徴収について、利用者の利便性向上及び 

事務の効率化を図るため、キャッシュレス決済を導入するもの。 

 

２ 内 容 

（１）導入システム 

請求から集金管理まで一括で行うことができるシステムを導入す 

る。 

 ＜例＞ 

ア 請求（園） 

 利用者に対し、システムを利用し、請求。 

イ 支払い（利用者） 

 園からの請求に対し、キャッシュレスで支払い。 

ウ 集金管理（園） 

 システムで、支払状況を確認し、未払い者に督促。 

 

（２）導入時期 

令和７年10月（予定） 

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線3095）     

 

－ 5 －



令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （新規）保育所等利用待機児童対策 草案頁 
23頁 

24頁 

予 定 額 １，５５２，１１５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

本市では、待機児童対策に積極的に取り組んできた結果、11 年

連続で国の調査要領に基づく待機児童ゼロを達成した。 

   しかし、令和６年４月において、特定の園のみを希望する等の

理由により保育所等を利用できていない児童は1,121人となって

おり、また、一部の地域では利用希望の増加が見込まれる。そこ

で、地域で実績のある既存施設の老朽改築や、一部の保育ニーズ

の高い地域における新設整備等により、令和８年４月の待機児童

ゼロに向けて、必要な利用枠の確保・維持を図る。 

２ 内 容 

区  分 金  額 か所数 利用枠拡大数 

 千円 か所 人 

民間保育所等の定員増を伴う 
老朽改築        

 1,124,123   ７  63( 60)  

 うち令和８年４月向け対策分(※) 878,676  ４  40( 38)  

幼稚園から認定こども園への 
移行(※) 

303,718  １  25( 10)  

賃貸方式による民間保育所等 
（本園）の設置(※)       

124,274  ２  120( 54)  

計 1,552,115  10  208(124)  

 うち令和８年４月向け対策分(※) 1,306,668  ７  185(102)  

注１：金額については、待機児童対策としての新たな整備費等を計上 

注２：利用枠拡大数の( )は、３歳未満児（再掲） 

注３：表中の(※）は、令和８年４月の運営開始に向け整備する案件を示す。 

 

 

 

 

担 当 課 保育部保育企画課 電話９７２－３１８２（内線3182） 
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別紙 

民間保育所等の定員増を伴う老朽改築 

〔改築７か所〕 

現 施 設 名 
幼保連携型認定こども園 

寺子屋大の木 
中村保育園 

整 備 予 定 地 西区大野木二丁目 中村区中村町 

施 設 種 別 幼保連携型認定こども園 保育所 

事 業 主 体 社会福祉法人 ほうりん福祉会 社会福祉法人 長円寺福祉会 

２ ・ ３ 号 定 員 

(３歳未満児再掲) 

90  

( 36)  

→ 

→ 

100※1 

( 45) 

270  

( 90)  

→ 

→ 

280 

(100) 

改 築 予 定 令和８年４月 

※1 整備後の 1号定員を含む総定員は 115 人。 

 

現 施 設 名 泉坊保育園 認定こども園うぐいす幼稚園 

整 備 予 定 地 熱田区白鳥二丁目 港区本宮町 

施 設 種 別 保育所 幼稚園型認定こども園 

事 業 主 体 社会福祉法人 泉坊保育園 学校法人 うぐいす学園 

２ ・ ３ 号 定 員 

(３歳未満児再掲) 

65  

( 29)  

→ 

→ 

75 

( 38) 

60  

(  6)  

→ 

→ 

70※2 

( 16) 

改 築 予 定 令和８年４月 

※2 整備後の 1号定員を含む総定員は 205 人。 

 

現 施 設 名 新富のぞみ保育園 ふじがおか保育園 

整 備 予 定 地 中村区新富町 名東区藤が丘 

施 設 種 別 保育所 幼保連携型認定こども園 

事 業 主 体 社会福祉法人 多加良浦学園 社会福祉法人 陽だまりの家 

２ ・ ３ 号 定 員 

(３歳未満児再掲) 

 90  

( 30)  

→ 

→ 

95 

( 35) 

  97  

(  27)  

→ 

→ 

110※3 

( 39) 

改 築 予 定 令和９年４月 

※3 整備後の 1号定員設定はなし。 
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別紙 

現 施 設 名 シャーローム保育園 

整 備 予 定 地 天白区土原二丁目 

施 設 種 別 保育所 

事 業 主 体 社会福祉法人 天成園 

２ ・ ３ 号 定 員 

(３歳未満児再掲) 

 90  

(  33)  

→ 

→ 

95 

( 38) 

改 築 予 定 令和９年４月 

 

幼稚園から認定こども園への移行 

〔改築１か所〕 

現 施 設 名 上社幼稚園 

整 備 予 定 地 名東区上社五丁目 

施 設 種 別 幼保連携型認定こども園 

事 業 主 体 学校法人 熊男学園 

２ ・ ３ 号 定 員 

(３歳未満児再掲) 

0  

(  0)  

→ 

→ 

25※4 

( 10) 

改 築 予 定 令和８年４月 

※4 整備後の 1号定員を含む総定員は 294 人。 

－ 8 －



 

令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（新規）こどもホスピス支援に向けた調査 

    等 
草案頁 24頁 

予 定 額 ４，９６１千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

病気や、重症心身障害などにより、生命を脅かされる状況（以

下、「ＬＴＣ（注）」という。）にある子どもとその家族が、安

心して過ごすことができるようＬＴＣの子どもとその家族のた

めの支援を行うもの。 

 

２ 内 容 

（１）協議会の開催 

 ＬＴＣの子どもとその家族の支援策の検討、こどもホスピスへ

の支援・連携の方策、ＬＴＣの子どもの実数把握の方法等につい

て協議会を開催して検討を行う。 

 

（２）実態把握調査の実施 

 ＬＴＣの子どもの人数及び生活状況や、ＬＴＣの子どもとその

家族の医療、福祉サービスのニーズを把握するため、病院等の関

係機関を通じて対象者に調査票を配布して調査を行う。 

 

注：小児がん、心疾患、染色体・遺伝子異常、神経・筋疾患など

の病気や、重症心身障害などにより生命を脅かされる状況 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021）     
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （新規）乳児等の保育に関する調査 草案頁 24頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）の令和８年度の給付

制度化に向け、対象となる子どもの保護者に対し、調査を実施する。 

 あわせて、保育施策の推進に向け、保育料負担軽減を実施した場合

における保育ニーズへの影響等、その他の保育施策に関する調査も実

施する。 

 

２ 調査内容 

（１） 対 象 

０～２歳児までの子どもがいる世帯のうち、12,000世帯 

 

（２） 主な調査項目 

・こども誰でも通園制度の利用意向 

・保育施策に関すること 

 

（３） スケジュール 

令和７年４～５月  調査の実施 

令和７年  ６月～ 調査結果のとりまとめ・分析 

担 当 課 保育部保育企画課 電話９７２‐３１８２（内線3182） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（新規）発達障害者支援センターのあり方

調査 
草案頁 25頁 

予 定 額 ９，４０６千円 

事業の概要 

 

 １ 趣 旨 

  平成１８年度に発達障害者支援センターを設置して以降、発達障

害者を取り巻く環境が変化していることから、発達障害者支援セン

ターの効果的な運営方法を検討するため、役割及び機能のあり方の

調査等を行う。   

 

 ２ 内 容  

 ・支援機関及び当事者へのアンケート調査 

・結果等についての分析 

・発達障害者支援センターの方向性の検討 

 

 

 

 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （新規）結婚新生活支援事業 草案頁 27頁 

予 定 額 ５８７，７２９千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  結婚する意志はあるものの、結婚後の生活資金・結婚資金を結婚に

対する不安とする声がある。国の「こども未来戦略」の集中取組期間

における取り組みの趣旨も踏まえ、結婚にかかる経済的な不安を軽減

するために、婚姻等を機とした新生活の住まいにかかる費用の一部を

助成する。 

  

２ 内 容  

（１）対象となる世帯 

  以下の要件等を全て満たす世帯 

   ア 令和７年１月１日から令和８年３月31日までの間に新たに婚

姻した夫婦又はファミリーシップ宣誓をした者であること 

   イ 婚姻日等における年齢が39歳以下であること 

   ウ 世帯所得が500万円未満であること 

  

（２）助成対象となる経費 

  ア 住宅の取得費用 

  イ 住宅のリフォーム費用 

  ウ 住宅の賃借費用 

  エ 引越費用 

 

（３）助成額 

   夫婦等ともに29歳以下の世帯：60万円上限 

   上記以外の世帯：30 万円上限 

担 当 課 企画経理課 電話９７２－４６５２（内線4652） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （拡充）エリア支援保育所事業 草案頁 21頁 

予 定 額 ２９，３２７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

地域における保育の質の向上と子育て支援の充実を図るため、各エ 

リアにおいて研修等の企画・調整や関係機関同士のネットワークを構

築するためのコーディネート等を行うエリア支援保育所事業の実施か

所数を拡大する。 

２ 内 容 

（１）事業内容 

ア 保育の質の向上 

・保育の質の向上を目的とした研修等の企画・調整 

・訪問支援や個別支援等、公立・民間保育所等におけるセーフティ 

ネット機能確保のための働きかけ 

イ 地域の子育て家庭への支援 

・個別相談支援や地域の子育てサロン等への職員派遣などの支援 

・区役所や保健センター等の関係機関とのネットワークの構築 

（２）令和７年度実施か所数 

区 分 実施か所数 増 減 

サポート園 

(「ユニット※」の中心となり、

事業の企画調整等を行う。) 

26 か所 
― 

（設置完了） 

一 般 園 

（サポート園と連携・協力して 

事業を行う。） 

36 か所 

５か所増 

 都  （千種区） 

水 草  （北区） 

富田第一（中川区） 

富田第二（中川区） 

当 知  （港区） 

※各地域において、サポート園と一般園が２～４園でユニットを組み、協力し

てエリア内で事業を実施している。 

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線3095） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （拡充）子育て支援企業認定・表彰制度 草案頁 21頁 

予 定 額 ２，０８９千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  社会全体で子育てしやすいまちづくりを進めるため、男性の育児参

画を促進する制度を導入するなど、子育てにやさしい活動を積極的に

行っている企業を認定し、その中から特に優れた活動を行っている企

業を表彰する制度について、企業にとって人材確保につながるよう、

学生等若者向けを中心に情報発信を拡充することで、取り組む企業の

拡大を図る（拡充内容は★を参照）。 

 

２ 内 容 

（１）企業の認定・表彰 

・従業員支援・地域貢献などの取組状況により、認定・表彰企

業を決定。 

・認定企業数：264社（令和６年４月時点） 

・認定企業には、本市の入札・契約における優遇措置あり。 

 

（２）広報 

・市公式ウェブサイトへの掲載 

・SNSへの掲載（広報課公式X・Instagram、子ども青少年局公式 

X等） 

 ★・就職展への出展、就職情報サイト等への広告掲載等（拡充） 

担 当 課 企画経理課 電話９７２－３０８０（内線3080）       
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （拡充）こども家庭センターの設置 草案頁 21頁 

予 定 額 ２，３２７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

児童福祉法改正に伴い、市民に身近な区役所・支所をこども家庭セ

ンターと順次位置づけ、妊娠期から学齢期まで、誰一人取り残さない

福祉的支援を実施するため、福祉・保健・教育の連携による支援体制

を整備する。 

 

２ 設置か所数 

  ３か所 → ８か所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３９７８（内線3978） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （拡充）児童相談所の専門性等向上事業    草案頁 21頁 

予 定 額 １３４，８００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  児童相談所における児童虐待等への対応の強化及び職員の専

門性の向上を図るため、実践的な研修プログラムの開発やデジタ

ル技術の活用の施策を実施する。 

 

２ 内 容 

（１）実践的な研修プログラムの開発（新規） 

  ア 概 要 

    実践的な人材育成に資する対人援助に必要な面接スキル

等に係る研修プログラムを有識者と共同開発 

  イ 予定額 

    3,800千円 

 

（２）警察との連携強化を図るためのシステム改修 

  ア 概 要 

    警察との間で児童虐待事案に係る情報をリアルタイムで

データ連携するとともに、法改正等への迅速・的確な対応、

進行管理、統計等の業務効率化を図るため、現行システムに

代わる新システムを構築 

  イ 予定額 

    100,000千円 

  ウ 導入予定時期 

    令和8年3月 
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（３）電話対応業務を補助するシステムの導入（新規） 

  ア 概 要 

    会話内容を自動でテキスト化するとともに、ＡＩが相談内

容を分析し、必要とされる情報を画面表示するシステムを西

部児童相談所へ試験的に導入 

  イ 予定額 

    31,000千円 

  ウ 導入予定時期 

    令和8年1月 

 

 

 

担 当 課 児童福祉センター中央児童相談所 電話７５７－６１１１（代） 

 

 

－ 17 －



 

令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（拡充）一時保護された児童の特性に応じ

た支援 
草案頁 21頁 

予 定 額 ３７，１７８千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  他害行為の恐れがあるなど丁寧なケアを必要とする児童について、

専門的なノウハウを有する事業者が施設に受け入れるための空床確保

等事業の受入部屋数の拡充を図る。 

 

２ 受入部屋数 

  10室（６室増） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 児童福祉センター中央児童相談所 電話７５７－６１１１（代） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （拡充）産前・産後ヘルプ事業 草案頁 21頁 

予 定 額 ７５，４４１千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  妊娠中及び出産後の体調不良等のため、家事または育児が困難であ

る者に対して家庭生活支援員（ヘルパー）を派遣する産前・産後ヘル

プ事業について、単胎の利用者がより活用しやすいよう、利用期間を

延長する。 

 

２ 内 容 

（１）対象者 

   単胎の利用者 

 

（２）拡充内容 

区 分 拡 充 後 拡 充 前 

利用期間 
妊娠中から 

産後１年まで 

妊娠中から 

産後６か月まで 

 

（３）実施予定時期 

   令和７年10月 

担 当 課 子育て支援部子育て支援課 電話９７２-２６０１（内線2601） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （拡充）産後ケア事業 草案頁 21頁 

予 定 額 ７２，６９５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  産後の母子に対して心身のケアや育児のサポートをする産後ケア事

業について、国方針を踏まえ、産後ケアを必要とするすべての者が利

用できるように利用要件の緩和等を行う。 

２ 内 容 

（１）利用要件の緩和及び利用期間の拡充 

区 分 拡 充 後 拡 充 前 

利用要件 
産後ケアを必要と

するすべての者 

入院を要しない程度の体調不良があ

り、育児不安があり、かつ、家族等か

ら十分な援助が受けられない者 

利用期間 出産後１年間 原則、出産後４か月間 

（２）利用料の見直し等 

  産後ケアを必要とするすべての者が利用しやすいよう、母親及び

配偶者の合計所得730万円以上の者の利用料を以下のように見直す。 

区 分 拡 充 後 拡 充 前 備 考 

宿泊型 3,520円/日 11,020円/日 合計所得730万円

未満の者の利用料

と同額化 

通所型 2,360      7,270      

訪問型 1,560      4,800      

また、事業者の安定的・継続的な事業運営のため、利用前日正午

以降に利用申込みをキャンセルした場合は、事業者はキャンセル料

（（２）の表における拡充後の金額）を徴収できるものとする。 

（３）実施予定時期 

   令和７年10月 

担 当 課 子育て支援部子育て支援課 電話９７２-２６０１（内線2601）    
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （拡充）子ども会活動の振興 草案頁 21頁 

予 定 額 ９６，８７７千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  令和６年12月に策定した「子ども会活動振興策の方向性」に基づき、

子どもや保護者にとって魅力的な子ども会活動をめざし、活動の活性化

につなげるための支援の充実を図る。 

２ 内 容 

（１）ＩＣＴツールの活用促進（拡充） 

  ア 概 要 

    ＩＣＴ活用により運営の効率化が進むように、専門家を子ども会

に派遣をして、子ども会の運営実態を踏まえた具体的な助言等を実

施 

  イ 予定額 

    2,838千円 （拡充額） 

（２）地域子ども会運営マニュアルの作成（新規） 

  ア 概 要 

    地域子ども会の役員の不安や負担を減らすために、子ども会運営

のマニュアルや相談事例集を作成 

  イ 予定額 

    2,634千円 

（３）子ども会デジタルプラットフォームの整備（新規） 

  ア 概 要 

    各子ども会活動の好事例や運営の効率化に関する実践例など、 

区・学区・地域子ども会の情報を収集し発信するとともに、子ども 

会に関する支援情報等をまとめたデジタルプラットフォームを構 

築 

イ 予定額 

    7,038千円  
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（４）子ども会活動アシストバンク事業の充実（拡充） 

  ア 概 要 

    行事の運営補助者の派遣を始め、行事の企画、準備段階からの 

相談支援等を実施し、保護者負担の軽減や活動の魅力向上を図る 

子ども会活動アシストバンク事業について、実施区を拡大 

（４区→８区） 

イ 予定額 

    7,584千円（拡充額） 

（５）新たな子ども会活動モデル事業（新規） 

  ア 概 要 

    子どもが主体的に子ども会行事を企画し、当日の運営等を行う取

り組みについて、保護者以外の支え手が関わる新たな形で行うモデ

ル事業を実施 

なお、子ども会活動が行われていない地域が増加している状況

を踏まえ、区などの大きな単位で実施（２か所） 

イ 予定額 

    4,785千円 

担 当 課 子ども未来企画部青少年家庭課 電話９７２－３２５６(内線3256) 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（拡充）トワイライトスクール等における

医療的ケア児支援事業 
草案頁 22頁 

予 定 額 ２５，６６８千円 

事業の概要 

 

 １ 趣 旨 

   トワイライトスクール、トワイライトルーム（以下、「トワイライ

トスクール等」という。）において医療的ケア児の受け入れ時に必要

な支援を行う看護師等を配置するもの。 

 

 

 ２ 内 容 

 （１）概 要 

学校において看護師等が配置されている医療的ケア児を対象と

して、トワイライトスクール等の利用希望があった場合に看護師

等を配置。 

 

 （２）利用までの流れ 

   ア 保護者等からのトワイライトスクール等の利用の相談を放課

後事業推進課にて受付 

   イ 利用に向けて、トワイライトスクール等現場責任者、保護者、

学校、看護師派遣事業者などの関係機関等と調整 

   ウ 看護師等をトワイライトスクール等に配置し、利用を開始 

 

 

 

 

 

担 当 課 子ども未来企画部放課後事業推進課 電話９７２－３０９１（内線3091） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （拡充）早期子ども発達支援体制に係る検討 草案頁 22頁 

予 定 額 ７，４１４千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

令和６年度に策定予定の「今後の名古屋市早期子ども発達支援体制

に関する方針２０２９」を踏まえ、支援を必要とする子どもと保護者

に適切な支援を実施するための体制について、検討を行う。 

 

２ 内 容 

新たなる地域療育センター整備計画及びサテライト拠点を含めた 

支援体制の構想等についての検討。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021）      
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （拡充）早期子ども発達支援施策の推進 草案頁 23頁 

予 定 額 ２７６，１９１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

地域療育センター体制の拡充等を行い、早期子ども発達支援を必要

とする子どもと保護者に適切な支援を実施する体制の整備を行う。 

２ 内 容 

（１）地域支援・調整部門の実施か所数の増 

ア 概 要 

速やかに保護者の相談支援及び子どもの発達支援を行うほか、

保健センター、幼稚園及び保育所など地域の社会資源との連携の

強化を図る。 

イ 実施か所数 

  地域療育センター２か所→３か所 

ウ 拡充時期 

  令和７年７月 

エ 予定額 

  260,142千円 

 

（２）見守り一時支援の拡充 

ア 概 要 

共働き世帯やひとり親家庭等の家庭環境にかかわらず地域療育

センター等の支援を受けられる体制を整えるため、通園部門にお

ける児童発達支援提供時間前の預かりを実施する。 

  イ 実施時間 

    15～17時→９～10時、15～17時 

ウ 実施か所数 

  地域療育センター１か所 

エ 予定額 

  16,049千円 

 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（拡充）包括的な医療的ケア児支援ネット

ワークの構築 
草案頁 23頁 

予 定 額 ５０，１２８千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  医療的ケアを必要とする子どもとその保護者が安心して日常

生活を送ることができるよう、多職種によるサポートチーム体制

を構築して切れ目のない伴走型の支援を推進するなど、包括的に

医療的ケア児とその家族を支えるネットワークを構築する。 

 

２ 内 容 

（１）サポートチームによる支援体制の構築（拡充） 

   支援が必要な医療的ケア児を誰ひとりとして取り残すこと

なく、ライフステージを通じて切れ目なく支援をするため、多

職種が連携したオーダーメイドのサポートチームによる支援

体制を構築 

 

（２）医療的ケア児の子育てサロンの実施（新規） 

   医療的ケア児の保護者同士が交流したり、悩みを共有するこ

とができる医療的ケア児の子育てサロンを実施 

 

（３）医療的ケア児の実態調査（新規） 

   医療的ケア児とその家族の生活状況や支援ニーズを把握す

るため、医療的ケア児及びその家族を対象とした調査を実施 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021）      
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（拡充）私立幼稚園における一時預かり事

業 
草案頁 23頁 

予 定 額 ２２，９１９千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  保育を必要とする２歳児を受け入れる私立幼稚園における一時預か

り事業（幼稚園型Ⅱ）の実施か所数を拡大することにより、子育て支

援の充実を図る。 

 

２ 実施か所数 

  ８か所（２か所増） 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 保育部保育企画課 電話９７２－２５２３（内線2523） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（拡充）産休・育休あけ保育所等入所予約

事業 
草案頁 23頁 

予 定 額 １４１，５８５千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  産休・育休あけ時に保育所等を利用できるよう、産休・育休開始時

に利用する施設を指定して予約を行う保育所等入所予約事業につい

て、実施か所数を拡大し、子育て支援の充実を図る。 

 

２ 実施か所数 

区  分 ７年度 増 減 

公立保育 所 ７か所 ― 

民間保育所等 112か所 １か所増 

計 119か所 １か所増 

    

担 当 課 
保育部保育企画課  電話 ９７２－２５２３（内線2523） 

保育部保育運営課  電話 ９７２－３０９５（内線3095） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（拡充）私立幼稚園における預かり保育拡

充事業 
草案頁 23頁 

予 定 額 ４８,６４５千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  私立幼稚園において、夏休み等に預かり保育を必要とする在園児を

受け入れる私立幼稚園における預かり保育拡充事業について、実施か

所数を拡大し、子育て支援の充実を図る。 

 

２ 実施か所数 

  21か所（１か所増） 

担 当 課 保育部保育企画課  電話９７２－２５２３（内線2523） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （拡充）障害児保育事業 草案頁 23頁 

予 定 額 ４，３３４，３７３千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

障害児保育の充実を図るため、重度障害児の受入補助（加配）

の新設などにより、受入体制を改善する。 

 

２ 内 容 

保育所等において、重度心身障害児等の常時介助が必要な重度

障害児を受け入れた場合、重度障害児１人に対し保育士１人（１

日あたり８時間分）を加配又は配置できるよう補助。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
保育部保育企画課  電話 ９７２－２５２３（内線2523） 

保育部保育運営課  電話 ９７２－３０９５（内線3095） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （拡充）医療的ケア児保育支援事業 草案頁 23頁 

予 定 額 ３００，８７８千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

医療的ケア児の保育ニーズの増加に対応するため、保育所等におい

て、医療的ケア児を積極的に受け入れることができる環境を整える。 

 

２ 内 容 

（１）医療的ケア児サポート園モデル事業 

医療的ケア児を積極的に受け入れる保育所等を医療的ケア児サポー

ト園として指定し、常時看護師を配置するモデル事業を民間保育所等

２か所で実施することで、医療的ケア児を受入れやすい体制を整える

もの。 

 

（２）医療的ケア児保育災害対策備品整備 

  発災時の医療的ケアに必要な備品や災害対策に必要な備品の購入ま 

たは購入補助を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
保育部保育企画課  電話 ９７２－２５２３（内線2523） 

保育部保育運営課  電話 ９７２－３０９５（内線3095） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （拡充）保育士確保支援事業 草案頁 23頁 

予 定 額 １，０４９，６１５千円 

事業の概要 

 
１ 趣 旨 

  民間保育所等における保育人材確保に向けて、保育士等の負担軽減

を図るため、就職準備費用の貸付やＩＣＴ機器の導入等にかかる補助

を実施する。 
 
２ 内 容 

（１）民間保育所等保育士等就職準備金貸付事業 

  ア 概 要 

    養成施設に在学する学生が就職準備のために必要な経費を貸し

付ける事業を実施 

  イ 対 象 

    市内で新卒の常勤保育士等として勤務予定の養成施設に在学す

る学生で要件を満たす者 

  ウ 貸付額  200千円 

  エ 免除制度 

    ５年以上勤務した場合に全額免除 

  オ 予定額  36,275千円 
 
（２）ＩＣＴ機器の導入補助（民間保育所等業務効率化推進事業） 

  ア 概 要 

    実費徴収等のキャッシュレス決済等を行うためのＩＣＴ機器の

導入に要する経費への補助を実施 

  イ 補助基準額 

    200千円～1,300千円 

    （導入する機能数に応じて対象経費の3/4を補助） 

  ウ 実施か所  77か所 

  エ 予定額   42,525千円 

担 当 課 保育部保育企画課 電話９７２－２５２３（内線2523） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（拡充）ファミリーホーム開設に係る改修

費補助 
草案頁 23頁 

予 定 額 ６，９６０千円 

事業の概要 

  

１ 趣 旨 

   ファミリーホームの開設を促進し、家庭養育の推進を図るため、

ファミリーホーム開設に係る改修費等の補助を行う。 

 

 ２ 内 容 

   ファミリーホームの開設に必要な居室の改修整備、設備整備等に

かかる経費を補助 

 

 ３ 実施か所数 

   １か所（14か所→15か所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１６（内線2516）      
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令和７年度主な施策等一覧 

子ども青少年局 

事 項 （拡充）公立保育所の安全対策設備設置 草案頁 23頁 

予 定 額 ４７，０１２千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

公立保育所における施設内外の安全対策強化を実施し、安全・安心 

な保育の提供及び保護者の利便性向上等を図る。 

 

２ 内 容 

（１）門扉への電子錠の設置 

門扉へ電子錠を設置し、保護者の利便性向上と防犯対策強化を図る。 

  ・設置園数 41か園 

 

（２）室内カメラの設置 

各保育室等に室内カメラを１台設置し、子どもの怪我やトラブル発 

生の際に映像で原因を確認し、再発防止に役立てるとともに、保護者 

に説明する際に活用するなど、より安全・安心な保育の提供及び保育 

の質の向上を図る。 

・設置園数 26か園（３か年で全園に設置予定） 

 

 

 

 

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３０９５（内線3095）   
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（拡充）西部地域療育センター通園部送迎

バスの増車 
草案頁 24頁 

予 定 額 １１，０３７千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

西部地域療育センター通園部門のバス送迎機能を強化することによ

り、利用者へのサービス向上を図る。 

 

２ 内 容 

送迎バスを１台から２台に増車 

 

 

（参考） 

 施設名称：西部地域療育センター 

 所 在 地：中川区小本１丁目 

建設年度：平成５年度 

 定 員：40名（通園部門） 

 担 当 区：中村区、中川区、港区 

 

 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（拡充）児童館における中高生の居場所づ

くりの推進 
草案頁 24頁 

予 定 額 ３２,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨  

  児童館が中高生にとって気軽に立ち寄ることができ、安心して過ご

せる場となるよう実施する「中高生の居場所づくり事業」について、

中高生専用時間帯の実施回数を増やすとともに、中高生との関わり方

等についてノウハウのある専任スタッフを配置するモデル事業の実施

館を拡大する。 

 

２ 内 容  

（１）開設日・時間 

    週３回 17時から20時 

    （児童館の通常開館時間は８時45分から17時） 

 

（２）職員体制 

 

 

 

 

（３）実施館（拡充） 

令和６年度 令和７年度 

１館 ４館 
 

専任スタッフ 
１人 週５日 １日7.5時間 

２人 週３日 １日４時間 

担 当 課 子ども未来企画部青少年家庭課 電話９７２－３２５６(内線3256)     
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（拡充）公立保育所の社会福祉法人への 

移管 
草案頁 24頁 

予 定 額 １１１，６６５千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  公立保育所は、社会福祉法人への移管または統廃合を進め、令和９

年度に78か所まで集約化することとしており、引継ぎ共同保育等を実

施し、円滑な移管を行う。 

 

２ 内 容 

（１）令和８年度移管 

区名 保育所名 実施内容 

南 豊 田 保 育 園 引継ぎ共同保育 

補修工事 

測量・不動産鑑定 等 守山 天 子 田 保 育 園 

 

（２）令和９年度移管 

区名 保育所名 実施内容 

北 名 城 保 育 園 

移管先法人の選定懇談会経費 等 守山 鳥 羽 見 保 育 園 

守山 森 孝 保 育 園 

 

 

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３０９３（内線3093） 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

健 康 福 祉 局 

子 ど も 青 少 年 局 

事 項 （拡充）橘小学校等複合化整備事業 草案頁 

20頁 

24頁 

41頁 

46頁 

予 定 額 

           教 育 委 員 会 ７８０，２３１千円 

８１９，３８９千円  健 康 福 祉 局  １３，７３５千円 

           子ども青少年局  ２５，４２３千円 

 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  橘小学校、中生涯学習センター、前津福祉会館及び前津児童館の複

合化整備を民間活力の活用により進め、整備に対するモニタリングの

支援業務を委託する。また、工事中における橘小学校の仮設校舎を平

和小学校の敷地に設置する。 

２ 内 容 

（１）実施内容 

   複合施設の設計 

   モニタリング支援業務委託 

   橘小学校仮設校舎の賃借等 

（２）整備計画（予定） 

令和７年度 

令和８～10 年度 

令和 11 年度  

複合施設の設計、仮設校舎の設置等 

複合施設の工事、仮設校舎での学校運営 

複合施設の供用開始、仮設校舎の撤去 

 

担 当 課 

（教育委員会） 

総務部教育環境整備課 電話  ９７２－４０９３（内線 4093） 

生涯学習部生涯学習課 電話 ９５０－５０４４（内線 5044） 

（健康福祉局） 

高齢福祉部高齢福祉課 電話 ９７２－２５４１（内線 2541） 

（子ども青少年局） 

子ども未来企画部青少年家庭課   電話 ９７２－３２５６（内線 3256） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （拡充）玉野川学園の改築 草案頁 24頁 

予 定 額 １７４，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  児童自立支援施設「玉野川学園」は、建設から50年以上が経過して

おり、施設の老朽化の解消をするとともに、小規模グループケアによ

る家庭的な施設機能の導入や、親子訓練室の設置等の自立支援機能の

強化を図るため、現地改築を行う。 

 

２ 内 容 

（１）予定地 

   守山区桜坂五丁目 

 

（２）定員 

   24人（改築前：21人） 

 

（３）整備スケジュール 

   令和７年度 改築工事 

   令和８年度 改築工事、新寮舎供用開始 

（８～９年度：債務負担行為 926,000千円） 

   令和９年度 外構工事 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２６２６（内線2626） 
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令和７年度主な施策等一覧 

子ども青少年局 

事 項 （拡充）公立保育所のリニューアル改修 草案頁 24頁 

予 定 額 １，７７２，６７８千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  施設や設備の老朽化が進む公立保育所について、保育環境の改善と

ともに建物の長寿命化を図るための改修工事、設計及び各種調査を実

施する。 

２ 内 容 

（１）改修工事 

外壁・屋上防水、内装改修、設備機器等の更新、外構改修等 

債務負担行為 期 間 令和８年度 

       限度額 602,000千円 

（２）仮設園舎建て上げリース 

改修工事にあたって保育を継続するための代替施設の建て上げ等 

債務負担行為 期 間 令和８～９年度 

       限度額 763,000千円 

期 間 令和８～10年度 

       限度額 91,000千円 

（３）設計 

   改修工事等の設計 

債務負担行為 期 間 令和８年度 

       限度額 43,000千円 

（４）調査等 

改修内容、仮設園舎の規模、工事工程の調査・検討等 

３ 実施か所数 

  改修工事        ５園 

  仮設園舎建て上げリース ６園 

  設計          ３園 

 

担 当 課 保育部保育運営課 電話９７２－３１８８（内線3188） 
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令和７年度主な施策等一覧 
健 康 福 祉 局 

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）中川福祉会館・児童館リニューア

ル改修 
草案頁 

20頁 

24頁 

予 定 額 

 

１９４，４６４千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  中川福祉会館・児童館は昭和51年に開設されており、建物や設備の

老朽化が著しいことから、リニューアル改修を実施する。 

 
２ 内 容 

  福祉会館・児童館の内外装や配管、配線、設備機器等の更新及び利

用者ニーズ等を踏まえた整備を実施 

 

３ 工事期間 

  令和７年７月～８年５月 

  ※債務負担行為 期間：令和８年度 

             限度額：134,000千円（健康福祉局） 

限度額：112,000千円（子ども青少年局） 

 

４ 改修工事期間中の対応 

  工事期間中は、事業を一部縮小して代替施設での運営を継続 

 

 

（参考） 

  ・現在地 

中川福祉会館・児童館 

    所 在 地：中川区八幡本通２丁目40番地 

    開 設 年 度：昭和51年度 

    施 設 構 成：１階 中川福祉会館 

          ２階 中川児童館 

 
 
 

担 当 課 

（健康福祉局） 

高齢福祉部 高齢福祉課  電話９７２－２５４２（内線2542） 

（子ども青少年局） 

子ども未来企画部 青少年家庭課  電話９７２－３２５６（内線3256） 
 

健康福祉局   １０２，８６４千円 

子ども青少年局  ９１，６００千円 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（拡充）子どもの体験活動拠点の設置に向 

けた調査 
草案頁 24頁 

予 定 額 １２，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  ライフキャリア支援を切り口とし、子どもたちの主体性や将来に向

かって生きる力を育む体験の場を提供する、子どもの体験活動の拠点

となる施設の設置に向けて、活動プログラムのモデル事業を実施する。 

 

２ 内 容 

  子どもたちに活動プログラムを実際に体験してもらい、参加者の声

をもとに活動プログラムの改善を図るとともに、本格実施に向けて必

要なプログラムの検討を行う。 

 

３ 実施時期（予定） 

  令和７年９月～令和８年１月 

 

 

 

 

 

担 当 課 子ども未来企画部子ども未来企画課 電話９７２－３０２５（内線3025）   
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
(拡充) 障害児通所支援事業所等指導監査 

体制の強化 
草案頁 24頁 

予 定 額 ５９，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  障害児通所支援事業所等への指導監査の効率化及び利用者へのサー

ビス向上を図るため、運営指導の外部委託及びクラウドサービスを活

用した指導監査に係る業務の改善を行う。 

 

 

２ 内 容 

（１）運営指導の外部委託 

 事業所の法令等に基づく適正な運営の確保のため、現地にて書類を

確認する等の運営指導業務の外部委託を行うことにより、指導監査の

体制を強化する。 

 

（２）運営指導のＤＸ 

 運営指導に係る事業所に向けた通知や事業所から本市に提出され

る書類の授受について、外部クラウドサービスを活用して、事業所等

の負担軽減を図るとともに、ペーパーレスを推進する。 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－３０２１（内線3021）      
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令和７年度主な施策等一覧 

子ども青少年局 

健 康 福 祉 局 

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）公立大学法人名古屋市立大学と連

携した発達障害児（者）への支援 
草案頁 

25頁 

43頁 

予 定 額 １００，０００千円  

 

 

 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  名古屋市立大学と連携して、医療・福祉・教育が一体となった発達

障害に関する知見の蓄積と発達障害児者への支援を実施するにあたっ

て、「こころの発達診療研究センター」の体制強化を図るもの 
 

２ 内 容 

（１）発達障害医療コーディネーター 

      地域で発達障害診療を行う専門医療機関の拡充に向けて、研修プ

ログラムの企画・実施、関係機関と発達障害児者及びその家族との

調整を行う発達障害医療コーディネーターを配置。 

   

（２）セラピスト（機能訓練の専門職） 

   新たにセラピストを配置し、機能訓練の要素を取り入れた発達支

援プログラムの研究、普及。 

 

               

担 当 課 

（子ども青少年局） 

子育て支援部子ども福祉課  電話 ９７２－３０２１（内線3021） 

（健康福祉局） 

障害福祉部障害企画課      電話 ９７２－２５８５（内線2585） 

（教育委員会） 

総務部総務課        電話 ９７２－３２７５（内線3275） 

教育支援部特別支援教育課  電話 ９７２－３２３３（内線3233） 

新しい学校づくり推進部子ども応援課 

電話 ６８４－４８９３ 

教育センター教育相談部    電話 ６８３－６４２１ 
 

子ども青少年局  ５０,０００千円 

健康福祉局    ２５,０００千円 

教育委員会    ２５,０００千円 
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令和７年度主な施策等一覧 
健康福祉局 

子ども青少年局 

事 項 
（拡充）水道料金等福祉対策特例措置負担

金 
草案頁 27頁 

予 定 額 

 

７２１，２６７千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 生活安定の一助とするため、生活困窮者等を対象に、水道料金及び

下水道使用料の減免を行っている。 

減免額の一部を一般会計から負担しているが、その負担割合を変更

するもの。 

２ 内容 

（１）対象世帯 

生活扶助受給世帯、障害者世帯、児童扶養手当受給世帯等 

 

（２）減免額 

   水道料金及び下水道使用料の基本料金及び 10 ㎥までの従量料金 

    

（３）負担割合 

区分 変更前 変更後 

一般会計 １／３ 全額 

水道事業会計等 ２／３ 負担なし 

 

 

 

担 当 課 

（健康福祉局）  

障害企画部障害企画課   電話９７２－２５８５（内線2585） 

生活福祉部保護課     電話９７２－２５５２（内線2552）  

（子ども青少年局）  

子ども未来企画部子ども未来企画課  

電話９７２－３０２５（内線3025） 
 

 

健康福祉局   ５３５，４４１千円 

子ども青少年局 １８５，８２６千円 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（拡充）妊婦のための緊急時タクシー利用

券の支給 
草案頁 29頁 

予 定 額 １０５，２８１千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  妊婦が緊急時の医療機関等への移動の際にタクシー券を躊躇なく利

用できるよう、「緊急時」の定義を見直し、利用要件を拡充する。 

 

２ 内 容 

区分 拡 充 後 拡 充 前 

利用 

要件 

・出産のために医療機関等

を利用する時 

・概ね妊娠７か月までに、

体調不良で医療機関等

を利用する時 

・概ね妊娠８か月から出産

後、医療機関等を利用す

る時（妊産婦健康診査、

乳児健康診査、子どもの

体調不良による受診を

含む。） 

・妊娠中または出産後、 

外出先での体調不良で、

自宅等へ帰宅する時 

・出産のために医療機関等

を利用する時 

・妊娠中または出産直後、

体調不良で医療機関等 

を利用する時 

 

 

 

 

 

 

・妊娠中または出産直後、

外出先での体調不良で、

自宅等へ帰宅する時 

 

３ 実施予定時期 

  令和７年７月 

担 当 課 子育て支援部子育て支援課 電話９７２-２６０１（内線2601） 

 

－ 46 －



令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （拡充）困難な問題を抱える女性への支援 草案頁 52頁 

予 定 額 ２０，１８１千円 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  令和６年４月に施行された困難な問題を抱える女性への支援に関す

る法律に基づき、本市において困難な問題を抱える女性への支援を行

うため、基本計画の策定、若年女性を支援するためのアウトリーチモ

デル事業並びに女性福祉相談員の増員を実施する。 

２ 内 容 

（１） 困難な問題を抱える女性への支援に関する計画等の策定（拡充） 

  ア 概 要 

    困難な問題を抱える女性への支援に関する計画並びに次期配偶

者からの暴力防止及び被害者支援基本計画を一体的に策定 

（計画期間：令和８年度～令和12年度を予定） 

イ 策定時期 

  令和８年３月 

（２） 若年女性へのアウトリーチモデル事業（新規） 

  ア 概 要 

困難な問題を抱えた若年女性について、繁華街の夜間見回り等

による相談支援や、ＳＮＳを活用した相談支援等を委託により実

施 

    イ 実施時期 

    令和７年７月 

（３） 女性福祉相談員の増員（拡充） 

  ア 職員数 

    33人→34人 

  イ 実施時期 

    令和７年４月 

担 当 課 子育て支援部子ども福祉課 電話９７２－２５１９（内線2519）      
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令和７年度主な施策等一覧 
健 康 福 祉 局 

子ども青少年局 

事 項 
（継続）保健福祉業務オンライン申請等 

事務処理センターの開設準備 
草案頁 28頁 

予 定 額 １３４，７４３千円 

 
健 康 福 祉 局 １１４，５３２千円 

子ども青少年局  ２０，２１１千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  区役所等の窓口において、定型業務から相談支援業務中心の窓口へ

の転換を図ることで、市民一人ひとりにより適した市民サービスの提

供を目指すため、市民や事業者からの行政手続のオンライン化を推進

するとともに、オンライン申請の受付等の定型業務を集約して処理す

るセンターを開設する。 

 

２ 内 容 

  保健福祉業務に関する各種行政手続をオンライン等で受付するとと

もに、受付後の事務処理を集約し、ＩＣＴの活用等により、集中的か

つ効率的に処理する。 

  また、ヘルプデスクを設置し、オンライン申請の操作補助や問合せ

への対応を行う。 

 

３ スケジュール 

  令和７年度  開設準備 

  令和８年４月 開設 

  債務負担行為 

   期 間 令和８～１０年度 

   限度額 ２，３００，０００千円 

担 当 課 

（健康福祉局） 

監査課    電話９７２－４４３５（内線4435） 

（子ども青少年局） 

企画経理課  電話９７２－３０８０（内線3080） 
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令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 
（継続）保育業務オンライン申請等 

事務処理センターの開設準備 
草案頁 24頁 

予 定 額 ２９，２６２千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  保育所等を利用する際に必要な各種手続きのオンライン申請

後の事務処理を一括して行うセンターの開設に向け、必要な準備

を実施するもの。 

 

 

２ センターで一括処理する事務手続き 

  保育所等の利用申込 

  保育所等の現況届 

  一時保育事業   等 順次実施 

  

３ スケジュール 

  令和７年度   開設準備 

令和８年４月  開設 

令和７～10年度 長期継続契約 

 

 

 

 

 

担 当 課 保育部保育企画課 電話９７２－２５２３（内線2523）     

 

 

－ 49 －



令和７年度主な施策等一覧 
子ども青少年局 

事 項 （参考）子どもの未来全力応援 草案頁  

予 定 額 ５，００７，９４４千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  若年人口が急激に減少する2030年代に入るまでが少子化傾向を反転

できるラストチャンスであることを踏まえ、「子どもの未来全力応援」

として、子ども・若者・子育て家庭を全力で応援する取り組みを局横

断的に進め、子育てしやすい社会環境づくりを推進している。 

  これらの取り組みについて、本市のめざす姿である「５つの柱」を

実現するため、全庁的に、さらなる施策・事業の充実を図る。 

  

２ ５つの柱及び主な新規・拡充事項 

（１）《子育て家庭》子どもを持ちたいという希望が実現できる 

  ・乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）【子ども青少年局】 

  ・高等学校等給付型入学支援金【教育委員会】 

（２）《子育て家庭》子育て中でも希望どおりに働ける 

  ・子育て支援企業認定・表彰制度【子ども青少年局】 

（３）《若者》結婚の希望がかなう 

  ・結婚新生活支援事業【子ども青少年局】 

（４）《子ども》自分の思いが大切にされる 

  ・子ども・若者への文化体験提供事業【観光文化交流局】 

  ・子どもの体験活動交通費助成モデル事業【子ども青少年局】 

（５）《社会》社会全体で子育てを応援 

  ・シティプロモーションの推進【総務局】 

  ・バリアフリー整備相談支援事業【健康福祉局】 

 

 

担 当 課 企画経理課 電話９７２－４６５２（内線4652） 
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令和7年度主な施策等一覧（住宅都市局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 臨海部防災区域の見直し 21,000 1

拡 充 金山駅周辺まちづくりの推進 204,000 3

熱田神宮周辺まちづくりの推進 31,800 5

新たな路面公共交通システムの導入 107,700 7

リニア中央新幹線開業に向けたまちづくりの
推進

2,189,525 9

名駅南地下公共空間整備 35,000 11

民間住宅等の耐震対策 361,350 13

継 続 名古屋城三の丸地区まちづくりの推進 5,000 15

ガイドウェイバス志段味線への自動運転技術
導入検討

252,000 17

栄地区まちづくりプロジェクトの推進 459,929 18

なごや子ども住まいるプロジェクトの推進 32,114 20



 

 

令和 7 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 （新規）臨海部防災区域の見直し 草案頁 56頁 

予 定 額 ２１，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

昭和３４年の伊勢湾台風による被害（本市での死者・行方不明者

１,８５１人）を教訓に、昭和３６年度に名古屋市臨海部防災区域

建築条例（以下、本条例）を制定し、臨海部を中心に災害危険区域

を指定するとともに、建物を２階建以上にする等の建築制限を行っ

ている。 

その後、高潮防波堤等の整備が進み、近年公表された高潮等によ

る浸水予想では、伊勢湾台風時等と比べ浸水被害が異なっているこ

とから、本条例の見直し検討に着手するにあたり、必要な調査等を

実施する。 

 

２ 事業内容 

（１）臨海部防災区域の見直し検討調査 

・災害リスクのある範囲を分析し、本条例において建築制限を

かける必要がある範囲、建築制限の内容を整理 

・本条例の見直しにより想定される既存建築物への影響を現

地確認等により調査 

 

（２）名古屋市臨海部防災区域建築条例検討委員会（仮）の開催 

・上記の調査結果をもとに、本条例において建築制限をかける

必要がある範囲、建築制限の内容を検討 

 

担 当 課 
建築指導部建築指導課           

電話 ９７２－２９１６（内線２９１６）      
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現在の臨海部防災区域の概要 
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令和７年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 （拡充）金山駅周辺まちづくりの推進 草案頁 55頁 

予 定 額 ２０４,０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

 金山駅周辺においては、アスナル金山の再整備や新たな劇場の整

備とあわせ、交通結節点に相応しい都市機能の集積や多様な文化芸

術に触れられるウォーカブルなまちの形成を目指し、地域全体の価

値向上やブランディングを図る。 

令和７年度は、アスナル金山エリア再整備の事業化に向けた検討

を事業協力者（民間検討パートナー）と進めるとともに、都市再生

推進法人であるまちづくり公社等と連携しつつ、地域全体でのまち

づくりコンセプト「人・文化・芸術とともに育つまち」の実現に向

けた施策を推進する。 

また、地区の南北を結ぶ連絡通路橋について、多くの来訪者が訪

れるアジア・アジアパラ競技大会を見据えたリニューアルを行う。 

２ 事業内容 

（１）金山駅周辺整備の事業化推進 

・アスナル金山エリア再整備基本計画案の作成 

・にぎわい創出に向けた公共空間利活用の社会実験 

（２）金山総合駅連絡通路橋リニューアル 

 ・内部空間リニューアル工事の実施 

（３）エリア防災計画の推進 

  ・退避施設等の確保 

・帰宅困難者対策協議会の運営等 

 

 

 

担 当 課 
まちづくり企画部まちづくり企画課 

電話９７２－２７３９（内線２７３９）       
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２ 

 

29 日 220 1  

[説明図] 

・アスナル金山エリア再整備基本計画案の作成 

・にぎわい創出に向けた公共空間利活用の社会実験 
・連絡通路橋の内部空間リニューアル工事の実施 

・エリア防災計画の推進（退避施設等の確保、帰宅困難者協議会の運営等） 

金山まちづくりの取り組み 
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令和 7 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 （拡充）熱田神宮周辺まちづくりの推進 草案頁   55頁 

予 定 額 ３１，８００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

年間７００万人超が来訪する熱田神宮の周辺においては、地域団 

体活動の活発化や駅前における民間開発の動きなど、来訪者のため

のまちづくりの機運が高まっている。 

この機を捉え、歴史・文化などの地域資源を活かしたまちづくり

を推進するため、令和６年度に、本市のほか、企業や大学など地域

の多様な主体が参画する「熱田神宮周辺エリアプラットフォーム」

が設立され、「熱田神宮周辺まちづくり未来ビジョン」の策定が進

められている。 

令和７年度は、本ビジョンに基づき、具体の取組み内容、実施主

体等を定めるアクションプログラムを官民連携で策定するととも

に、熱田区役所南地区において、市街地再開発事業の事業化に向け、

地権者協議を進め、再開発実施方針を取りまとめる。 

 

２ 事業内容 

（１）熱田神宮周辺のまちづくりの展開 

・エリアプラットフォームによるアクションプログラム策定 

（２）熱田区役所南地区再開発の事業化推進 

・地区内権利者との協議及び再開発実施方針の取りまとめ等 

・熱田神宮駅前における公共空間再整備の検討 

  

担 当 課 
まちづくり企画部まちづくり企画課           

電話 ９７２－４４７９（内線４４７９）     
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[箇所図] 

 

 

 
 

 

凡例 

熱田神宮周辺まちづくり 

未来ビジョン対象範囲 
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令和７年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 （拡充）新たな路面公共交通システムの導入 草案頁  58頁 

予 定 額 １０７，７００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

新たな路面公共交通システムＳＲＴは、名古屋都心部の賑わいや

回遊性の向上、また公共交通・歩行者中心のウォーカブルな空間形成

を目指し、令和７年度後半から「東西ルート（名古屋駅－栄間）」の

運行を開始する。 

令和７年度は、「東西ルート」運行開始に向けて機運醸成に取り組

むとともに、アジア・アジアパラ競技大会開催時に導入を目指す名古

屋駅－名古屋城間についても導入準備を進める。 

 

２ 事業内容 

（１）東西ルートの運行 

東西ルートの運行開始及びそれに合わせたイベント開催など

ＰＲ・機運醸成の取り組みを行う。 

（２）名古屋駅－名古屋城間の導入準備 

トータルデザインを施した車両への改造及び乗降・待合空間

の整備を行う。 

【債務負担行為】 

期間：令和８年度 

限度額：１５０百万円（トータルデザインの実装等） 

   ２３６百万円（乗降・待合空間の整備） 

（３）連節バス１両の製造 

【債務負担行為】 

期間：令和８年度 

限度額：１４０百万円 
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【東西ルートの運行経路】 

 
【広小路通の走行イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【乗降・待合空間のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
都市計画部交通事業推進課 

電話９７２－２７４４（内線２７４４） 

 

※停留所名については仮称。 

※関係者調整等により変更の可能性あり。 
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令和７年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 
（拡充）リニア中央新幹線開業に向けた 

まちづくりの推進 
草案頁 54頁 

予 定 額 ２,１８９,５２５千円 

事業の概要 

 
１ 趣旨 

リニア中央新幹線開業に向けたまちづくりについては、「名古屋

駅駅前広場の再整備プラン（中間とりまとめ）」や「リニア駅周辺の

まちづくりの方向性（中間とりまとめ）」等の計画を踏まえ、関係機

関等との協議及び設計・工事を進めているところである。 

令和７年度は、名古屋駅ターミナル機能の強化として、東側駅前

広場についてデザイン計画を策定するとともに、交差点三差路化に

向けた詳細設計、工事を実施する。西側駅前広場についてリニア開

業、アジア・アジアパラ競技大会開催時に向けた工事を実施する。ま

た新たに、東西通路の基本設計及び桜通の道路空間再整備に向けた

検討に取り組む。 

名古屋駅周辺まちづくりの推進について、リニア駅周辺の面的整

備の検討を進めるとともに、名古屋駅西地区まちづくり推進会議に

おいて、名古屋駅西地区まちづくり方針（仮称）の策定に向けた検討

を実施する。 

 
 

２ 事業内容 

（１）名古屋駅ターミナル機能の強化 

・東側駅前広場の各施設の設計やポンプ所整備工事、地下歩行

者空間設計・工事 

・西側駅前広場における平面レベルの工事、目指す姿の関係者

協議・施設配置検討 

・東西通路の基本設計 

・桜通の道路空間再整備に向けた調査・検討   など 

 

（２）名古屋駅周辺まちづくりの推進 

  ・リニア駅周辺の面的整備の検討 

  ・名古屋駅西地区まちづくり方針（仮称）の策定検討 

担 当 課 

リニア関連都心開発部 リニア関連・名駅周辺開発推進課 

電話９７２－３９８９（内線３９８９） 

名駅ターミナル整備課 

電話９７２－３９８３（内線３９８３） 
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箇所図 

 

 東側駅前広場整備イメージ 
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令和 7 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 （拡充）名駅南地下公共空間整備 草案頁   54頁 

予 定 額 ３５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

名古屋駅からささしまライブ24地区・名駅南地区への歩行者のア

クセス改善として、地下街等からの快適でスムーズな動線の確保

や、下広井町交差点の信号待ちによる滞留の解消、名駅通による東

西分断の解消等のため、地下公共空間を整備する。 

令和７年度は、整備事業者選定準備や、地下埋設物の移設協議等

を実施する。 

 

２ 事業内容 

 ・都市計画手続き 

 ・整備事業者選定準備 

 ・地下埋設物の移設協議等 

 

 

 

 

担 当 課 
リニア関連都心開発部 リニア関連・名駅周辺開発推進課 

電話９７２－２９６６（内線２９６６） 

地下公共空間整備イメージ 
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箇所図 

 

 

 

 

名古屋駅 

名駅南地区 

ささしま 
ライブ 24 
地区 

笹島 
交差点 

0 50 100 200ｍ 

下広井町 
交差点 
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令和７年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 （拡充）民間住宅等の耐震対策 草案頁   35頁 

予 定 額 ３６１，３５０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

大規模地震災害における建物倒壊などの被害を軽減するため、 

昭和５６年５月以前に着工された建物のうち、耐震性が不十分な

民間住宅等の耐震化を促進している。令和７年度は、国の制度 

見直しなどに伴い耐震化支援制度の拡充を行う。 

 

２ 制度拡充の概要 

(１) 木造住宅耐震改修工事助成（総合支援メニュー） 

補助金額の戸あたり上限額を引き上げる。 

区分 一般世帯 住民税非課税世帯 

補助率 対象工事費の 4/5 以内 対象工事費の 4/5 以内 

上限額 
115 万円/戸 

（現行 100 万円/戸） 

165 万円/戸 

（現行 150 万円/戸） 

（２）精密診断法による設計に対する助成 

   木造住宅耐震改修工事助成（総合支援メニュー）との併用を

可能とする。 

補助率 対象費用の2/3以内 

上限額 20万円/件 

(３) 戸建木造住宅除却助成 

申請前年度までの耐震診断受診要件を廃止し、診断申込と同

年の除却助成申請を可能とする。 

(４) 耐震シェルター等設置助成 

世帯要件（高齢者など）を廃止するとともに、耐震診断判定

値の要件を緩和する（0.7 未満→1.0未満）。 

担 当 課 
市街地整備部耐震化支援課  

電話９７２－２７８６（内線２７８６）      
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（参考） 

 

木造住宅の耐震改修支援制度 

現 行 

 

 

 

 
 

見直し後 

 

 

 

精密診断法による設計に 

対する助成 

上限額 20 万円／件 

木造住宅耐震改修工事助成 

（単独） 

上限額 80 万円／戸 

設計に対する助成なし 

木造住宅耐震改修工事助成 

（総合支援メニュー） 

上限額 100 万円／戸 

又は 併用は不可 

補助合計１００万円 補助合計１００万円 

※国の総合支援メニューは設計から改修までをパッケージとして

支援するもので、設計費助成との併用は不可 

※愛知県による設計費補助制度の創設により、木造住宅耐震改修工事

助成（総合支援メニュー）との併用が可能となる 

※あわせて、総合支援メニューの戸あたり上限額の引き上げにより、

耐震改修工事の補助上限額の合計が１３５万円に増額 

精密診断法による設計に 

対する助成 

上限額 20 万円／件 

木造住宅耐震改修工事助成 

（総合支援メニュー） 

上限額 115 万円／戸 

補助合計１３５万円 

- 14 -



 

 

令和 7 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 
（継続）名古屋城三の丸地区まちづくりの 

推進 
草案頁 55頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

名古屋城三の丸地区は、名古屋城の郭内に位置し、都市計画や独

自の建築ルールにより緑豊かな官庁街が形成されているが、建築物

が更新期を迎えつつある。リニア開業後を見据え、民間活力の導入

も視野に、恵まれた立地条件や地域資源を活かしてまちづくりを推

進していくため、令和６年度から名古屋城三の丸地区まちづくり構

想有識者懇談会を設置し、まちづくり構想について検討を開始し

た。 

令和７年度はめざすまちの姿や気運醸成に向けた取組み等の内

容について検討を進め、まちづくり構想を作成する。 

 

 

２ 事業内容 

・まちづくり構想の作成 

・有識者等によるまちづくり懇談会の開催 

・まちづくりの気運醸成に向けた取組み 

  

  

 

 

担 当 課 
リニア関連都心開発部都心まちづくり課           

電話９７２－４２２９（内線４２２９） 
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名古屋城三の丸地区 位置図 

 

 
 

名古屋城三の丸地区 

N 

名 古 屋 城 
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LiDAR(前方、側方用) 

LiDAR(前方用) 

令和７年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 
（継続）ガイドウェイバス志段味線への 

自動運転技術導入検討 
草案頁 58頁 

予 定 額 ２５２，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

本市北東部の基幹的な公共交通機関であるガイドウェイバス志

段味線（愛称:ゆとりーとライン）については、志段味地区全体の

まちづくりが進む中で、将来の輸送力増強やノンステップ化への対

応を図るため、現行のガイドウェイバスシステムに代わる自動運転

技術を活用した新たなシステムの導入を検討している。 

令和７年度は、引き続き自動車メーカーはじめ関係する事業者や

機関等との協議・調整を行いつつ、次期バス車両について、専用の

実験車両の設計等を行うとともに、走行路についても検討を進め

る。 

 

２ 事業内容 

（１）実験車両の基本設計及びベース車両の調達等 

（２）高架構造物のバス専用道への改修に係る検討 

 

 

 

担 当 課 
都市計画部交通事業推進課 

電話９７２－２７３０（内線２７３０） 

 

カメラ（障害物用） 

磁気センサ 

実験車両イメージ 

GNSS 

- 17 -



令和７年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 
（継続）栄地区まちづくりプロジェクトの 

推進 
草案頁 54頁 

予 定 額 ４５９，９２９千円 

事業の概要 

 

１ 趣旨 

栄地区においては、平成２５年に策定した「栄地区グランドビジ

ョン」に基づき、久屋大通の再生を進めており、北エリア・テレビ

塔エリアにおいて「Hisaya-odori Park」を開業するなど、賑わい

の創出に取り組んでいるところである。 

南エリアについては、令和６年度中に策定予定の久屋大通（南エ

リア）再整備構想に基づき、事業化に向けた検討調査を実施する。 

また、北エリア・テレビ塔エリア及びオアシス２１については、

適切な管理運営等を行い、各施設の連携による賑わいの相乗効果を

発揮しながら、栄地区の更なる魅力向上に努めていく。 

 

２ 事業内容 

（１）久屋大通の再生 

・南エリアの事業化に向けた検討調査 

・北エリア・テレビ塔エリアの指定管理料等 

（２）オアシス２１の管理運営等 

・施設の改修に係る設計及び修繕等 

・バスターミナル・公園の指定管理料 

 

 

 

担 当 課 
リニア関連都心開発部都心まちづくり課 

電話９７２－２９５６（内線２９５６） 
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箇所図 

 

 

北エリア 

テレビ塔エリア 

南エリア 

オアシス２１ 

中日ビル 

ザ・ 
ランドマーク 
名古屋栄 
（工事中） 
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令和 7 年度主な施策等一覧 
住宅都市局 

事 項 
（継続）なごや子ども住まいるプロジェク 

トの推進 
草案頁   56頁 

予 定 額 ３２，１１４千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

子育て世帯の笑顔あふれる安心・ゆとりある住環境づくりを進

めるため、官民の多様な住宅ストックを活用し、子育て世帯のラ

イフステージに応じた切れ目のない住まい支援策をパッケージ

展開する。 

 

２ 事業内容 

（１） 安全性向上に関する支援 

・住まいの安全性の向上に関する改修費等補助 

 

（２）民間住宅を活用した支援 

・セーフティネット住宅の子育て世帯専用住戸に対する家賃

減額補助 

・良質な中古住宅を取得する際の融資に対する利子補給 

 

（３）公的賃貸住宅を活用した支援 

・市公社賃貸住宅に対する家賃減額補助 

・定住促進住宅の家賃減額 ※ 

・市営住宅への子育て・若年世帯の入居機会確保 ※ 

 

※予定額に含まない 

 

 

 

担 当 課 住宅部住宅企画課  電話９７２－３４７７（内線３４７７）   
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（参考）なごや子ども住まいるプロジェクトの推進 
 事 項 主な内容 

安

全

性

向

上 

住まいの安全性の向上に関

する改修費等補助 

（子どもあんしん住まいる

補助金） 

小学生以下の子がいる世帯等を対象に、補助

錠・チャイルドゲート等の購入、転落防止手す

り等の設置工事に対して、購入費用や改修工事

費の２分の１（上限２０万円／戸）の補助を実

施 

民

間

住

宅 

セーフティネット住宅の子

育て世帯専用住戸に対する

家賃減額補助 

１８歳以下の子がいる世帯等が入居する子育

て世帯専用住戸に対して、入居世帯の所得に応

じた家賃減額補助（上限４万円／戸・月）を最

大６年間実施 

良質な中古住宅を取得する

際の融資に対する利子補給 

フラット３５Ｓ等を利用して市内の中古住宅

を取得する、１８歳以下の子がいる世帯等を対

象に、利子補給（年０．２５％分・上限５０万

円）を最大５年間実施 

公

的

賃

貸

住

宅 

市公社賃貸住宅に対する家

賃減額補助 

令和６年４月１日以降に入居する１８歳以下

の子がいる世帯等を対象に、家賃２０％減額を

最大１０年間実施 

定住促進住宅の家賃減額 
令和６年４月１日以降に入居する１８歳以下

の子がいる世帯等を対象に、家賃２０％減額を

最大１０年間実施 

市営住宅への子育て・若年

世帯の入居機会確保 

令和６年度より一般募集における子育て・若年

向募集枠の対象世帯を１８歳以下の子がいる

世帯等または４０歳以下の夫婦のみの世帯に

拡充し、市営住宅への入居機会を確保 
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令和７年度主な施策等一覧（緑政土木局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 気候変動を踏まえた治水計画の検討 65,000 1

2027年国際園芸博覧会への出展準備 4,500 2

白鳥地区の魅力向上 180,000 3

桜通の道路空間再整備 25,000 4

拡 充 中村公園及び豊國参道の再整備 108,000 5

公共土木インフラの管理業務等におけるＤＸの推
進

199,562 6

道路ビジョン（仮称）の策定準備 10,000 7

テクニカルセンターの運営 25,000 8



－１－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
緑政土木局 

事 項 
（新規）気候変動を踏まえた 

治水計画の検討 
草案頁 ３５頁 

予 定 額 ６５，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

 気候変動の影響により増大する水害リスクから、市民の命や財

産、都市機能を守るため、愛知県が管理する河川と同調し、本市

が管理する一級・二級河川に関する既存の治水計画の見直しに向

けた検討を行う。 

 

２ 内 容 

・気候変動の影響評価及び対応方針の整理 

・治水計画の基本検討（日光川水系・天白川水系の支川） 

 

担 当 課 河川部 河川計画課        電話 ９７２－２８８４ 

 

 



－２－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
緑政土木局 

事 項 
（新規）2027年国際園芸博覧会への 

出展準備 
草案頁 ３８頁 

予 定 額 ４，５００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  リニア時代を見据えた名古屋市のシティプロモーションを行

うため、2027年国際園芸博覧会（横浜市）への出展準備を行うも

の。 

 

２ 内 容 

  ・花や緑などで表現する出展ブースの企画・設計 

  ・施工・管理等 

     債務負担行為  

期 間  令和８～９年度 

      限度額  ３３，０００千円     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 緑地部 緑地事業課         電話 ９７２-２４８６     

 

 



－３－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
緑政土木局 

事 項 （新規）白鳥地区の魅力向上 草案頁 ３８頁 

予 定 額 １８０，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

白鳥地区の魅力向上を図るため、名古屋国際会議場の改修事業

に合わせ、隣接する白鳥公園及び堀川白鳥プロムナードのリニュ

ーアルを行う。 

 

２ 内 容 

・ 白鳥公園及び堀川白鳥プロムナードリニューアルに係る設計 

・ 堀川白鳥プロムナードのリニューアル工事 

   債務負担行為 

    期 間  令和８年度 

    限度額  １８０，０００千円 

担 当 課 
河川部 河川計画課        電話 ９７２－２８９１ 

緑地部 緑地事業課        電話 ９７２－２４８４ 
 

 



－４－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
緑政土木局 

事 項 （新規）桜通の道路空間再整備 草案頁 ５７頁 

予 定 額 ２５，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  リニア中央新幹線開業を見据えた名駅周辺の道路空間再整備

に対する地元の機運高揚を契機に、駅前広場とつながる桜通を再

整備し、新たな“名古屋の顔”となる風格や賑わいのある道路空

間の創出を目指す。 

併せて、名駅周辺の道路空間再整備の検討に必要となる既存の

自転車駐車場の利用実態調査も行う。 

 

２ 内 容 

 ・桜通の再整備に向けた調査検討   

・自転車駐車場の利用実態調査   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
路政部 道路利活用課       電話 ９７２－４０７０ 

    自転車利用課       電話 ９７２－２８７１      
 

 



－５－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
緑政土木局 

事 項 （拡充）中村公園及び豊國参道の再整備 草案頁 ５７頁 

予 定 額 １０８，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  中村公園内に大河ドラマ館が設置されることに伴い、多くの来

訪者が予想されることから、中村公園及び豊國参道（中村公園駅

から中村公園までの歩道）の魅力向上を図るため、公園内の園路

のバリアフリー化や参道の再整備を行う。 

 

２ 内 容 

（１）中村公園 

・園路のバリアフリー化  

（２）豊國参道 

・道路照明の変更（雰囲気に合わせたデザイン、バナーフラッ

グの設置） 

  ・日よけ付きベンチの設置 

 

 

 

担 当 課 

緑地部 緑地事業課        電話 ９７２－２４８４ 

路政部 道路利活用課       電話 ９７２－２８４７ 

道路部 道路維持課        電話 ９７２－２８５５ 
 

 



－６－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
緑政土木局 

事 項 
（拡充）公共土木インフラの管理業務等に 

おけるＤＸの推進 
草案頁 ５８頁 

予 定 額 １９９，５６２千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨  

市民サービスの向上、事業者の生産性向上、職員の働き方改革、

インフラの適切な維持管理を目指して、令和６年９月に策定した

「名古屋市緑政土木局ＤＸ推進計画」に基づき、インフラ施設に

係る行政手続きのオンライン化、点検業務のデジタル化、施設管

理資料の電子データ化などを実施し、公共土木インフラの管理業

務等におけるＤＸを推進する。 

 

２ 内 容 

・インフラＤＸ基盤システム構築       （技術指導課) 

・工事事務システム機能改修         （技術指導課) 

・道路占用許可等のオンライン電子申請    （道路管理課) 

・特殊車両通行制度における物流危機対策     （道路管理課)  

・道路境界等情報の電子化          （測量調査課） 

・道路境界明示測量のオンライン電子申請   （測量調査課) 

・スポーツ・レクリエーション情報システムの再構築 

（緑地管理課) 

 

担 当 課 

技術指導課                         電話 ９７２－４０７４  

路政部 道路管理課                 電話 ９７２－２８４９  

測量調査課                 電話 ９７２－２８３７  

緑地部 緑地管理課                 電話 ９７２－２４７２  
 



－７－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
緑政土木局 

事 項 （拡充）道路ビジョン（仮称）の策定準備 草案頁 ５８頁 

予 定 額 １０，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

近年の多様化する道路空間に対するニーズ等を踏まえ、さらな

る道路の魅力や価値の向上を図るため、今後の道路施策の指針と

する「道路ビジョン（仮称）」を策定する。 

 

２ 内 容 

・有識者懇談会の開催 

・ビジョン素案の作成 

 

３ スケジュール（予定） 

令和７年度 有識者懇談会の開催 

ビジョン素案の作成 

令和８年度 パブリックコメントの実施 

ビジョンの策定及び公表 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 路政部 道路利活用課       電話 ９７２－４３３６ 

 

 



－８－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
緑政土木局 

事 項 （拡充）テクニカルセンターの運営 草案頁 ５８頁 

予 定 額 ２５,０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

職員・受注業者の能力向上等、官民双方における担い手の育成

を目的に、道路・河川・公園等の新設・維持管理に関する技術系

研修を体系的に実施することで、必要な専門的知識の習得ができ

るテクニカルセンターの運営を行う。 

これにより、本市インフラの持続可能な管理を行うことにより

市民サービスを図るものである。 

 

２ 内 容 

・職員の実務経験に応じた体系的な研修の実施。 

  各分野での職務に必要な関係法令や、技術基準等を学習し、

さらに受講した内容を現場実習で再確認し、現場対応力を向上

する。 

・受講者・講師アンケートから意見を収集し研修内容の向上を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 技術指導課            電話 ９７２－２８１２ 

 

 



令和7年度主な施策等一覧（消防局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規
2026年アジア消防長協会総会(ＩＦＣＡＡ
２０２６　ＮＡＧＯＹＡ)の開催準備

26,436 1

拡 充 次期非常通信手段の導入 16,811 2

南陽出張所の移転改築
債務負担行為

(262,000)
3

救急隊増隊に伴う消防車両の購入 42,340 4

消防ヘリコプターの更新 6,398 5

地域防災マネジメント事業の推進 34,630 6

継 続 消防庁舎等のリニューアル改修 224,581 7

昭和消防署メンテナンス改修 153,000 8

消防救急デジタル無線の更新
債務負担行為
(4,052,000)

9

消防団詰所の整備 242,032 10





－1－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 

（新規）2026年アジア消防長協会総会（Ｉ

ＦＣＡＡ ２０２６ ＮＡＧＯＹＡ

）の開催準備 

草案頁 ３２頁 

予 定 額 ２６，４３６千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  アジア消防長協会（ＩＦＣＡＡ）総会を名古屋市で開催するに

あたり、その開催準備を行う。 

 

２ 事業概要 

  開催準備及び運営に係る業務委託契約を締結し、令和８年度の

開催に向けて準備を行う。 

 

３ スケジュール 

  令和７年度   業務委託契約締結、開催準備 

  令和８年５月  開催 

担 当 課  総務部総務課  電話９７２－３５０１（内線３５０１）      

 

 



－2－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 （拡充）次期非常通信手段の導入 草案頁 ３２頁 

予 定 額 １６，８１１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  大規模災害時においても通信障害の影響を受けにくい安定し

た通信網を確保し、消防活動に必要な映像等の情報共有ができる

携帯端末等を導入する。 

 

２ 事業概要 

 ⑴ 公共安全モバイルシステムの活用 

   映像伝送等による情報共有をするために、災害による影響を

受けにくい通信網を使用するスマートフォンを消防隊及び防

災指令センター等に導入する。 

 ⑵ 低軌道衛星通信サービスの活用 

   大規模災害等においても、防災指令センター等の通信機能を

維持するために、低軌道衛星通信サービスを利用するための機

器を導入する。 

 

３ 導入数 

 ⑴ 公共安全モバイルシステム用端末 １０５台 

 ⑵ 低軌道衛星通信機器         ２台 

      

担 当 課  消防部指令課  電話９７２－３５２４（内線３５２４）      

 

 

 



－3－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 （拡充）南陽出張所の移転改築 草案頁 ３２頁 

予 定 額 （債務負担行為 ２６２，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣旨 

  南陽出張所について、港区役所南陽支所、港保健センター南陽

分室及び地区会館との集約化にあわせて移転改築を実施する。 

 

２ 事業概要 

  地域防災活動拠点としての機能を確保するため、移転改築を行

う。 

 

３ スケジュール 

  令和５～６年度  基本調査、実施設計 

令和７年度    契約事務 

  令和８～９年度  建設工事（新庁舎） 

  令和１０年度   新庁舎への移転、供用開始 

  （債務負担行為 期間：令和８～９年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課  総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線３５１７） 

 

 

 



－4－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 （拡充）救急隊増隊に伴う消防車両の購入 草案頁 ３３頁 

予 定 額 ４２，３４０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  昼間時間帯における救急需要対策のため、救急隊を増隊するこ 

とに伴い、救急車を購入し配置する。 

 

２ 整備車両 

 救急車   １両 

 

３ スケジュール 

  令和７年度 運用開始 

 

 

担 当 課  総務部施設課  電話９７２－３５１８（内線３５１８） 

 

 

 



－5－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 （拡充）消防ヘリコプターの更新 草案頁 ３３頁 

予 定 額 
６，３９８千円 

（債務負担行為 ３，１８０，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣旨 

平成１８年度に導入した消防ヘリコプター「のぶなが」につい

て、令和８年度末で２０年が経過し老朽化が著しいことから更新

を行う。 

 

 

２ 経緯 

・昭和４８年３月 消防ヘリ運航開始（１機体制）（なごや） 

・昭和５６年３月 消防ヘリ１機追加（２機体制）（なごや２） 

・昭和６３年５月 ヘリ更新（なごや） 

・平成 ８年３月 ヘリ更新（なごや２） 

・平成１９年３月 ヘリ更新（なごや※現「のぶなが」） 

・平成２７年３月 ヘリ更新（なごや２※現「ひでよし」） 

・令和 ４年４月 愛知県の防災航空業務一部受託に伴い愛知

県が保有する機体を一体的に運用（３機体制）（わかしゃち） 

 

３ スケジュール 

  令和７年度   契約事務、資格取得 

  令和７～８年度 製作、納品 

  令和９年度   運用開始 

  （債務負担行為 期間：令和８年度） 

担 当 課  総務部施設課  電話９７２－３５１８（内線３５１８） 

 

 

 



－6－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 （拡充）地域防災マネジメント事業の推進 草案頁 ３４頁 

予 定 額 ３４，６３０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

令和元年度から開始した「地域防災マネジメント事業」につい

て、令和６年度末で自助を促進するための戸別訪問事業を完了す

ることを受け、新たな取組みとして地域防災力の一層の向上を図

る。 

  

２ 事業概要   

 ⑴ 安否確認訓練の促進 

   大規模災害発生時に安否確認活動が速やかに実施できるよ

う、安否確認訓練が未実施の自主防災組織を中心に安否確認札

等を活用した訓練の実施を促進する。 

 ⑵ 自主防災組織の活動支援の一環としての各戸啓発 

   寝室の家具転倒防止対策や、自主防災活動への参加を促進す

るため、自主防災組織単位で各世帯を訪問し啓発を行う。 

 ⑶ 起震車の運行委託 

   起震車搬送等を外部に委託して効率的な運行体制を整備す

ることで、市民の自助への気付きの機会を増やすことができ、

自助の促進につなげる。 

 ⑷ 自主防災活動のさらなる支援に活用する物品 

   自主防災組織の積極的な活動に資するための支援物品を拡

充する。 

担 当 課  消防部消防課  電話９７２－３５４３（内線３５４３）      
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令和７年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 （継続）消防庁舎等のリニューアル改修 草案頁 ３２頁 

予 定 額 ２２４，５８１千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  概ね築４０年を経過した消防庁舎等について、「名古屋市公共

施設等総合管理計画」に基づき、目標使用年数を見据えて、計画

的に消防庁舎等の改修を行う。 

 

２ 事業概要 

 ⑴ 消防署・出張所 

  ア 施設の機能回復 

  イ 個室仮眠室の整備 

  ウ 女性消防官の執務環境整備 

 ⑵ 消防職員単身寮（明野寮） 

  ア 施設の機能回復 

  イ トイレ及び浴室の個室化等、生活環境の改善 

 

３ 対象施設 

 ⑴ 基本調査 

   北消防署、天白消防署 

下之一色出張所 

明野寮 

 ⑵ 設計 

   名東消防署 

東山出張所、大野木出張所 

 ⑶ 工事 

   大森出張所 

担 当 課  総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線３５１７） 
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令和７年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 （継続）昭和消防署メンテナンス改修 草案頁 ３２頁 

予 定 額 １５３，０００千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  概ね築２０年を経過した消防署について、施設の劣化状況等を

もとに設備の改修等をまとめて効率的に行うもので、必要に応じ

て施設の性能・機能の向上を図る。 

 

２ 事業概要 

 ⑴ 老朽化した設備の更新等による機能回復 

 ⑵ 庁舎のＬＥＤ化等の必要に応じた機能向上 

 

３ 対象施設 

  工事 

  昭和消防署 

（債務負担行為 期間：令和８年度 限度額：７０３百万円） 

 

 

担 当 課  総務部施設課  電話９７２－３５１７（内線３５１７） 
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令和７年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 （継続）消防救急デジタル無線の更新 草案頁 ３３頁 

予 定 額 （債務負担行為 ４，０５２，０００千円） 

事業の概要 

１ 趣旨 

  平成２７年度から運用している消防救急デジタル無線を更新

するための基地局及び移動局の整備を行う。 

 

２ 事業概要 

  令和６年度の消防救急デジタル無線更新の実施設計の結果を

踏まえ、非常災害時にも強い無線通信システムを整備する。 

 

３ スケジュール 

  令和５年度    基本調査 

  令和６年度    実施設計 

  令和７年度    契約事務 

  令和８～１０年度 基地局及び移動局整備 

  （債務負担行為 期間：令和８～１０年度） 
 

                （参考） 

                 近隣の７消防本部との 

                 共同運用を予定 

 

担 当 課  消防部指令課  電話９７２－３５２４（内線３５２４） 
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令和７年度主な施策等一覧 
消防局 

事 項 （継続）消防団詰所の整備 草案頁 ３３頁 

予 定 額 ２４２，０３２千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

  大規模災害に備え、必要な耐震性を有するとともに、消防団の

装備を収納でき、継続的かつ長期的な活動を可能とするスペース

や女性団員に配慮した機能を備える消防団詰所を整備する。 

 

２ 事業概要 

  上記趣旨を踏まえた消防団詰所を整備するとともに、翌年度以

降に整備の対象となる消防団詰所整備予定地について、地盤調

査、測量等の基本調査を実施する。 

 

３ 対象詰所数及びスケジュール例 

 ⑴ 令和７年度整備着手対象詰所：８カ所 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

基本調査 設計・工事 
工事 

運用開始 

   （債務負担行為 期間：令和８年度 限度額：２４０百万円） 

 ⑵ 令和８年度以降整備着手対象詰所：９カ所 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

基本調査 設計・工事 
工事 

運用開始 

 

担 当 課  総務部消防団課  電話９７２－３５８６（内線３５８６） 

 

 

 



令和7年度主な施策等一覧（教育委員会）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

新 規 中学校スクールランチ事業のあり方検討 8,000 1

小学校統合校の整備 6,140 2

夜間中学就学に係る経済的支援 521 3

高等学校等給付型入学支援金 338,194 4

野外教育センターのあり方検討基礎調査 8,000 5

教員人事の改革の推進 49,148 6

ＰＴＡ活動活性化に向けた調査 5,000 7

星が丘図書館（仮称）の整備 320,894 8

拡 充
スチームコンベクションオーブンの導入拡
大

117,726 9

橘小学校等複合化整備事業 780,231 10

給食調理場空調設備の整備 121,400 11

ナゴヤ・スクール・イノベーション事業 44,965 12

児童生徒用１人１台端末等の更新
債務負担行為
(19,789,000)

13

なごや子ども応援委員会の運営 2,453,316 14

校内の教室以外の居場所づくり 365,397 15

学びの多様化学校の調査研究 8,000 16

キャリアタイムの実施 142,674 17



区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充
公立大学法人名古屋市立大学と連携した発
達障害児（者）への支援

25,000 19

看護介助員の配置 201,518 20

学校生活介助アシスタントの派遣 333,808 21

日本語指導が必要な児童生徒の支援 333,951 22

小学校における学校外プールを活用した水
泳指導

52,593 23

就学援助におけるオンライン学習通信費 286,185 24

私立高等学校授業料補助 318,916 25

部活動外部顧問派遣事業 233,958 26

休日中学校部活動に代わる地域クラブ活動 178,644 27

生涯学習センター等の利活用調査 3,000 28

美術館の整備検討調査 5,000 29

博物館のリニューアル改修等 5,337,098 30

秀吉清正記念館の利用環境整備 21,500 31

開 設 なごやか中学校（夜間中学） 32



令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）中学校スクールランチ事業の 

    あり方検討 
草案頁 ４１頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  中学校スクールランチ事業を安定的に継続するために、ＰＦ

Ｉの導入等を含めた、新たな契約手法の検討のための調査を実

施する。 

  

 

（内 容） 

 

  ○民間企業の意向調査 

  ○民間活力の活用を含めた契約手法の調査 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 教育支援部学校保健課      電話 ９７２－３２４５ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （新規）小学校統合校の整備 草案頁 ４１頁 

予 定 額 ６，１４０千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  望ましい学校規模を確保するため、浮野小学校及び平田小学

校の統合校（西区）の整備に係る設計等を行う。 

 

 

（内 容） 

 

平田小学校敷地における統合校の調査及び設計 

  債務負担行為 

   期間 令和８年度 

   限度額 １８０，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 総務部教育環境整備課      電話 ９７２－３２８２ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （新規）夜間中学就学に係る経済的支援 草案頁 ４４頁 

予 定 額 ５２１千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

令和７年４月に開校するなごやか中学校（夜間中学）に就学す

る生徒に対し、経済的理由により就学が困難であると認められ

る場合に、就学援助に類する経済的支援を実施する。 

  

 

（内 容） 

  

 １ 支給費目 

   学用品費等、修学旅行費、通学交通費、学校給食費、 

学校生活管理指導表文書費、オンライン学習通信費 

 

 ２ 所得基準額（４人世帯の場合） 

   ４１８万円（収入目安５９０万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 教務部学事課          電話 ９７２―３２１４ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （新規）高等学校等給付型入学支援金 草案頁 ４４頁 

予 定 額 ３３８，１９４千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

  経済的に就学の支援が必要と認められる者に対し、高等学校

等入学時の費用を給付する制度（入学支援金制度）を創設する。 

 

（内 容） 

 １ 対象者 

    愛知県内の中学校に在学している市内在住の中学３年生等

で、愛知県内の高等学校等（通信制課程においては県外を含む。）

への入学にあたり、経済的に就学の支援が必要であると認めら

れる者 

  （４人世帯の場合） 

   収入目安５９０万円未満 

 ２ 支給単価 

１人当たり７０，０００円 

 

（参 考） 

  入学支援金制度は高等学校等への令和８年度入学者を対象に

事業を開始し、入学準備金制度（貸与事業）は令和７年度入学者

への貸与をもって終了する。 

 

 

 

担 当 課 教務部学事課          電話 ９７２－３２１４ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（新規）野外教育センターのあり方検討 

基礎調査 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  老朽化した野外教育センターについて、今後のあり方検討に

必要な基礎的事項の調査を実施する。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 対象 

  ○稲武野外教育センター 

  ○中津川野外教育センター 

  ○野外学習センター 

 

 ２ 実施内容 

  ○宿泊日数・活動内容の検討 

  ○他施設での実施可能性調査 

  ○他都市調査 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 教育支援部義務教育課      電話 ９７２－３２３１ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （新規）教員人事の改革の推進 草案頁 ４５頁 

予 定 額 ４９，１４８千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

教員人事事務の効率化及び最適化を図るため、教員人事シス

テムの構築に向けた調査等を実施する。 

 

 

（内 容） 

 

  〇現状業務分析 

  〇他都市調査 等 

 

 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 教務部教職員課         電話 ９７２－３２３７ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （新規）ＰＴＡ活動活性化に向けた調査 草案頁 ４６頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  ＰＴＡ活動の活性化に向けて、市立学校（園）におけるＰＴＡ

の実態調査等を実施する。 

  

 

（内 容） 

 

  〇単位ＰＴＡの実態調査の実施及び支援の方向性案の作成 

  〇教員へのＰＴＡの理解促進に向けた研修 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 生涯学習部生涯学習課      電話 ９５０－５０４４  
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （新規）星が丘図書館（仮称）の整備 草案頁 ４６頁 

予 定 額 ３２０，８９４千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  第１ブロック（千種、東、守山、名東区）の中核館となるアク

ティブライブラリーとして、星が丘図書館（仮称）を旧星が丘ボ

ウル跡地に建設される商業棟内に整備する。 

 

 

（内 容） 

 

１ 建設地 

千種区星が丘元町１６番４５号 

 

２ 施設規模 

１，８００㎡程度 

 

 ３ 建設計画（予定） 

令和７年度  躯体設計・工事 

令和８年度  躯体工事、内装設計 

令和９年度  内装工事 

  令和１０年度 開館 

 

 

 

担 当 課 生涯学習部生涯学習課      電話 ９６１－２８２２ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）スチームコンベクションオーブン

の導入拡大 
草案頁 ４１頁 

予 定 額 １１７，７２６千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  給食の質のさらなる向上のため、給食調理場へのスチームコ

ンベクションオーブンの導入を拡大する。 

  

 

（内 容） 

 

  導入校数 １２校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 教育支援部学校保健課      電話 ９７２－３２９３ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

健 康 福 祉 局 

子 ど も 青 少 年 局 

事 項 （拡充）橘小学校等複合化整備事業 草案頁 

２０頁 

２４頁 

４１頁 

４６頁 

予 定 額 

           教 育 委 員 会 ７８０，２３１千円 

８１９，３８９千円  健 康 福 祉 局  １３，７３５千円 

           子ども青少年局  ２５，４２３千円 

 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

  橘小学校、中生涯学習センター、前津福祉会館及び前津児童館

の複合化整備を民間活力の活用により進め、整備に対するモニ

タリングの支援業務を委託する。また、工事中における橘小学校

の仮設校舎を平和小学校の敷地に設置する。 

 

（内 容） 

１ 実施内容 

  ○複合施設の設計 

  ○モニタリング支援業務委託 

  ○橘小学校仮設校舎の賃借等 

 

２ 整備計画（予定） 

令和７年度    複合施設の設計、仮設校舎の設置等 

  令和８～１０年度 複合施設の工事、仮設校舎での学校運営 

  令和１１年度   複合施設の供用開始、仮設校舎の撤去 

   

 

担 当 課 

（教育委員会）総務部教育環境整備課  電話  ９７２－４０９３ 

生涯学習部生涯学習課  電話 ９５０－５０４４ 

（健康福祉局）高齢福祉部高齢福祉課  電話 ９７２－２５４１ 

（子ども青少年局）子ども未来企画部青少年家庭課   電話 ９７２－３２５６ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）給食調理場空調設備の整備 草案頁 ４１頁 

予 定 額 １２１，４００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

  給食調理場の環境改善を図るため、空調設備の整備を実施す

る。 

 

（内 容） 

１ 整備校数 

小学校 １校 

 令和６～７年度  設計・工事 

小学校４３校 

 令和６～７年度  実施設計 

 令和７～８年度  工事 

小学校１４校 

 令和７～８年度  設計・工事 

小学校４３校 

 令和７年度    基本設計 

 令和７～８年度  実施設計 

 令和８～９年度  工事 

   債務負担行為 

    期間 令和８年度 

    限度額 ２，４４２，０００千円 

 

２ 整備計画（予定） 

  令和７～１０年度 設計 

  令和７～１１年度 工事 

 

 

担 当 課 教育支援部学校保健課      電話 ９７２－３２９３ 

 

 

-11-



令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）ナゴヤ・スクール・ 

イノベーション事業 
草案頁 ４２頁 

予 定 額 ４４，９６５千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  ゆるやかな協働性の中で自律して学び続ける子どもを育むた

め、大人が子どもに伴走し、「子ども中心の学び」を進める学校

づくりを推進する。 

  

 

（内 容） 

 

 １ 授業改善等の推進 

○学校における授業改善の推進 

  ○学校運営改善の推進 

  ○学習会の開催などを通じた教員の意識改革 

○柔軟な教育課程編成に係る研究（新規） 

 

 ２ 広報・啓発 

  インターネット上での情報発信等 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
新しい学校づくり推進部新しい学校づくり推進課 

                電話 ２５３－７９３６ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）児童生徒用１人１台端末等の更新 草案頁 ４２頁 

予 定 額 債務負担行為（限度額１９，７８９，０００千円） 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

全ての子どもたちの可能性を引き出す学びのさらなる充実を

図るために、令和８年度の児童生徒用１人１台端末の更新を含

めたＩＣＴ環境の整備を実施する。 

  

 

（内 容） 

 

 １ 実施内容 

〇児童生徒用１人１台端末の更新 

  〇学習用ソフトウェアの更新及びフルクラウド化 

  ○モバイル通信環境の整備 

  債務負担行為 

   期間 令和８～１３年度 

   限度額 １９，７８９，０００千円 

 

 ２ 期間 

  令和７～１３年度 調達・運用保守管理 

  （令和８年度中に端末更新） 

 

 

 

担 当 課 教育支援部学校ＤＸ推進課    電話 ９７２－４６７４ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）なごや子ども応援委員会の運営 草案頁 ４２頁 

予 定 額 ２，４５３，３１６千円 

事業の概要 

（趣 旨） 

  さまざまな悩みや心配を抱える子どもや親を総合的に支援す

るなごや子ども応援委員会において、非常勤スクールカウンセ

ラーの配置拡充等により支援の充実を図る。 

  

（内 容） 

 １ 非常勤スクールカウンセラーの配置時間拡充 

  初回相談待ち日数の長い小学校等について非常勤スクールカ

ウンセラーの配置時間を拡充 

  〇小学校（ ２校） 年間２８０→１，２６０時間 

〇小学校（ １校） 年間２８０→１，１２０時間 

  〇小学校（ ５校） 年間２８０→  ８４０時間 

〇小学校（ １校） 年間２８０→  ７００時間 

  〇小学校（４９校） 年間２８０→  ５６０時間 

  〇中学校（ １校） 年間２８０→  ５６０時間 

 

 ２ 夜間中学の新設に伴う非常勤スクールカウンセラー及び 

非常勤スクールソーシャルワーカーの配置 

  各年間１４０時間 

   

３ 非常勤スクールカウンセラー等の労務管理のＤＸ化等 

 

 

 

担 当 課 
新しい学校づくり推進部子ども応援課 

電話 ６８４－４８９３ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

 

事 項 （拡充）校内の教室以外の居場所づくり 

 

草案頁 

 

４２頁 

予 定 額 

 

３６５，３９７千円 

 

事業の概要 

 

（趣  旨） 

   

    教室に入れない子どもが安心して学校生活を送ることができ 

るようにするため、校内の教室以外の居場所づくりを推進する。

 

 

（内 容） 

 

 １ 実施校数 

  小学校  ０→  ５校 

  中学校 ８７→１１０校 

 

２ 実施内容 

専任の教員を各校へ配置し、余裕教室等を活用して、子ども

一人一人の状況に応じた適切な学習指導や生活指導を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
新しい学校づくり推進部新しい学校づくり推進課 

電話 ２１１－８９３２  
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）学びの多様化学校の調査研究 草案頁 ４２頁 

予 定 額 ８，０００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  不登校及び不登校傾向の子どもにきめ細やかな学びの場や機

会を提供するため、学びの多様化学校の設置に向けた調査等を

実施する。 

  

 

（内 容） 

 

  〇有識者等からの意見聴取 

  〇他都市調査 

〇基本方針の策定 

  〇教育課程の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
新しい学校づくり推進部新しい学校づくり推進課 

                電話 ２５３－７９３７ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）キャリアタイムの実施 草案頁 ４２頁 

予 定 額 １４２，６７４千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  子ども一人一人の自分らしい生き方を実現する力を育てるキ

ャリア教育を推進するための授業等の時間「キャリアタイム」を

実施する。 

 

 

（内 容） 

 

  〇社会への実践的参加、自己理解の深化を図り、進路設計を行

うための高校生向けインターンシッププログラム（新規） 

  〇複数の分野の最先端の技術等に触れ、体験活動やワークを

通じて、将来の選択肢や可能性を広げるための中学生向け

キャリア教育プログラム 

  〇複数の企業等が出展するブースに参加し、仕事の内容や働

く人の思いに触れることで、自分の将来について考えるき

っかけとするための小学生向けキャリア教育プログラム 

  〇小・中・高・特別支援学校における出前授業、職業体験・職

場訪問 

 

 

 

 

担 当 課 教育支援部義務教育課      電話 ９７２－３３８６ 
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キャリア教育の推進事業一覧 
教 育 委 員 会 

区  分 予定額 
主な内容 

頁 

（拡充） 

キャリアタイム 

の実施 

142,674 

子ども一人一人の自分らしい生き方を実現す

る力を育てるキャリア教育を推進するための

授業等の時間「キャリアタイム」を実施 

１７ 

（継続） 

キャリア教育推進 

センターの運営 

152,751 

学校におけるキャリア教育の実践を総合的に

支援するため、協力企業等の募集・登録、学

校と企業等とのマッチング支援、ポータルサ

イトによる情報発信・情報共有、キャリア教

育プログラムの企画・開発等を実施 

 

（継続） 

キャリアサポート 

事業 

1,461,196 

キャリア教育の幅広い推進とキャリア形成の

支援のため、キャリア教育に関する授業や個

別相談等を行う「キャリアナビゲーター」を

配置 

 

（継続） 

探究学習プログラ

ムの実施 

24,000 

多様な個性や才能等のあるそれぞれの子ども

たちが、興味関心のあるテーマを探究する活

動を通じて自らの可能性を伸ばすことができ

るよう、学校外における個に応じた学びの支

援として、大学・企業等と連携した探究学習

プログラムを実施 

 

 

千円 
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令和７年度主な施策等一覧 

子ども青少年局 

健 康 福 祉 局 

教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）公立大学法人名古屋市立大学と連

携した発達障害児（者）への支援 
草案頁 

２５頁 

４３頁 

予 定 額 １００，０００千円  

 

 

 

事業の概要 

１ 趣 旨 

  名古屋市立大学と連携して、医療・福祉・教育が一体となった発達

障害に関する知見の蓄積と発達障害児者への支援を実施するにあたっ

て、「こころの発達診療研究センター」の体制強化を図るもの 
 

２ 内 容 

（１）発達障害医療コーディネーター 

      地域で発達障害診療を行う専門医療機関の拡充に向けて、研修プ

ログラムの企画・実施、関係機関と発達障害児者及びその家族との

調整を行う発達障害医療コーディネーターを配置。 

   

（２）セラピスト（機能訓練の専門職） 

   新たにセラピストを配置し、機能訓練の要素を取り入れた発達支

援プログラムの研究、普及。 

 

               

担 当 課 

（子ども青少年局） 

子育て支援部子ども福祉課  電話 ９７２－３０２１（内線3021） 

（健康福祉局） 

障害福祉部障害企画課      電話 ９７２－２５８５（内線2585） 

（教育委員会） 

総務部総務課        電話 ９７２－３２７５（内線3275） 

教育支援部特別支援教育課  電話 ９７２－３２３３（内線3233） 

新しい学校づくり推進部子ども応援課 

電話 ６８４－４８９３ 

教育センター教育相談部    電話 ６８３－６４２１ 
 

子ども青少年局  ５０,０００千円 

健康福祉局    ２５,０００千円 

教育委員会    ２５,０００千円 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）看護介助員の配置 草案頁 ４３頁 

予 定 額 ２０１，５１８千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  医療的ケアが必要な子どもが安心して学校（園）生活を送るこ

とができるよう、医療的ケアと生活介助を行うことができる看

護介助員を配置する。 

 

 

（内 容） 

 

  対象の子どもが在籍する学校（園）に対する看護介助員の配置

を拡充する。 

  配置人数 ４２→５１人 

    

    

 

   

 

 

 

 

 

 

   

担 当 課 教育支援部特別支援教育課    電話 ９７２－３２３３ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）学校生活介助アシスタントの派遣 草案頁 ４３頁 

予 定 額 ３３３，８０８千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  介助が必要な障害のある子どもに対し、学校（園）生活におけ

る支援を行う学校生活介助アシスタントを派遣する。 

 

 

（内 容） 

 

  小・中学校に在籍する重度の知的障害・精神障害のある子ども

に対し、学校生活介助アシスタントの派遣を拡充する。 

  派遣人数 

   小学校 １２→１６人 

   中学校  １→１１人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 教育支援部特別支援教育課    電話 ９７２－３２３３ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）日本語指導が必要な児童生徒の 

    支援 
草案頁 ４３頁 

予 定 額 ３３３，９５１千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

  日本語指導が必要な子どもの増加及び多言語化に対応するた

め、初期日本語集中教室における支援体制の強化を行うととも

に、ブラウザ型ＡＩ同時翻訳ツールの活用や母語学習協力員の

増員を実施する。 

 

（内 容） 

 １ 初期日本語集中教室の体制強化 

  中区の教室における小学校１・２年生の受入 

 ２ ブラウザ型ＡＩ同時翻訳ツールの活用 

  生徒のタブレット端末上で授業内容がそれぞれの母国語にリ

アルタイムで自動翻訳される機器を導入 

  中学校 ５校 

 ３ 母語学習協力員等の配置 

  母語学習協力員 ５１→５４人 

   フィリピノ語 １４人、ポルトガル語 １１→８人、 

中国語 ２３→２４人、ネパール語 ２→３人、 

ベトナム語 １→２人、ウルドゥ語 ０→２人、 

タミル語 ０→１人 

  母語学習協力員スーパーバイザー ３人 

  母語指導補助員 ４人 

 

 

担 当 課 教育支援部義務教育課      電話 ９７２－３２３１ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）小学校における学校外プールを 

活用した水泳指導 
草案頁 ４３頁 

予 定 額 ５２，５９３千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  老朽化した学校プールを保有する学校等において、学校外プ

ールを活用した水泳指導を実施する。 

 

 

（内 容） 

 

  実施校数 ８→１０校 

  （千代田橋小学校、春田小学校において新たに市営プールを活

用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 
 総務部教育環境整備課      電話 ９７２－３２８０ 

 教育支援部学校保健課      電話 ９７２－３２４５ 
 

 

-23-



令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）就学援助におけるオンライン学習

通信費 
草案頁 ４４頁 

予 定 額 ２８６，１８５千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

保護者の負担を軽減し、安心して就学してもらえるよう、経済 

的理由により就学が困難であると認められる場合に支給する就 

学援助について、オンライン学習通信費の支給単価を増額する。 

  

 

（内 容） 

 

  支給単価 

   小学校１～６年生 １４，０００→１５，０００円 

   中学校１～３年生 １４，０００→１５，０００円 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 教務部学事課          電話 ９７２―３２１４ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）私立高等学校授業料補助 草案頁 ４４頁 

予 定 額 ３１８，９１６千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

保護者負担の軽減を図るため、授業料の補助額を増額すると

ともに、第１子・第２子の生徒に対する所得制限を撤廃する。ま

た、通信制の高等学校に通う生徒への補助を新設する。 

（内 容） 

１ 対象者 

本市の住民で、愛知県の行う授業料補助の対象範囲外の者   

２ 補助単価 

（１）課税標準額×６％－市民税の調整控除額×３／４が 

３２５，５００円未満（年収約８４０～９５０万円未満） 

ア 全日制・定時制 

１・２年生：年額４８，０００→４９，８００円  

３年生：年額４６，２００→４８，０００円 

   イ 通信制（新規） 

１・２年生：年額３，６００円 

（２）課税標準額×６％－市民税の調整控除額×３／４が 

３２５，５００円以上（年収約９５０万円以上） 

うち、年収約１，１１０万円以上の第１子・第２子の生徒

に対する所得制限を撤廃（新規） 

   ア 全日制・定時制 

１・２年生：年額２８，８００→２９，９００円  

３年生：年額２７，８００→２８，８００円 

   イ 通信制（新規） 

     １・２年生：年額２，２００円 

 

 

担 当 課 教務部学事課           電話 ９７２－３２１４  
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令和 7年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）部活動外部顧問派遣事業 草案頁 ４６頁 

予 定 額 ２３３，９５８千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  部活動の充実・活性化を図るとともに、教員の多忙化解消のた

め、部活動時間中に教員顧問がいなくても、子どもを指導できる

部活動外部顧問を派遣する。 

 

 

（内 容） 

 

  派遣部数 中学校 ３５２→３９１部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課  生涯学習部部活動振興課     電話 ２９１－４３０３ 
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令和 7年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 
（拡充）休日中学校部活動に代わる 

地域クラブ活動 
草案頁 ４６頁 

予 定 額 １７８，６４４千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  国の地域移行の方針を踏まえ、令和７年１０月より土・日曜日

の部活動は実施せず（大会参加等を除く）、地域の団体・事業者

等による地域クラブ活動を実施するにあたり必要な環境整備を

実施する。 

 

 

（内 容） 

 

〇地域クラブ活動団体への中学校施設の開放 

〇団体・指導者への研修、モニタリング 

  〇専用ウェブサイトの構築・運営 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 生涯学習部部活動振興課     電話 ２９１－４３０３  
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）生涯学習センター等の利活用調査 草案頁 ４６頁 

予 定 額 ３，０００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  老朽化が著しい生涯学習センター等のリニューアルに向け、

機能統合等を検討するための利活用調査を実施する。 

  

 

（内 容） 

 

 １ 対象 

  〇生涯学習センター 

  〇女性会館 

 

 ２ 実施内容 

○諸室の集約化の検討 

○利用者の利便性向上に向けた施設活用に係る民間事業者へ

の意見聴取 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 生涯学習部生涯学習課      電話 ９５０－５０４４ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）美術館の整備検討調査 草案頁 ４９頁 

予 定 額 ５，０００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  老朽化が著しい美術館のリニューアルに向け、整備手法等の

調査を実施する。 

  

 

（内 容） 

 

〇必要な機能や規模の整理 

 〇整備手法の検討 

〇先進他都市の調査 

  〇今後の方向性の検討 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 美術館総務課          電話 ２１２－０００２ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）博物館のリニューアル改修等 草案頁 ５０頁 

予 定 額 ５，３３７，０９８千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  「名古屋市博物館の魅力向上基本計画」に基づき、本館・外構

のリニューアル改修等を行うとともに、駐車場として活用する

ため北側隣接地の取得等を実施する。 

  

 

（内 容） 

 

１ リニューアル改修等 

本館・外構のリニューアル改修や常設展示更新工事等 

 ２ 北側隣接地の取得 

  博物館北側に隣接する土地を取得 

 ３ プレオープンイベント開催に向けた準備 

  プレオープン時に開催予定の展覧会の準備・調整 

 ４ 収蔵資料データベースの構築等 

  資料のデジタル化、デジタルコンテンツの作成等 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 博物館総務課          電話 ８５３－２６５７ 

 

-30-



令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （拡充）秀吉清正記念館の利用環境整備 草案頁 ５０頁 

予 定 額 ２１，５００千円 

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  令和８年大河ドラマ「豊臣兄弟！」と連動し、重要文化財を含

む資料を中心とする特別展示に向けた利用環境の整備を実施す

る。 

 

 

（内 容） 

 

  ○展示室内・映像設備の改修 

○体験用甲冑の製作 

○館内外の装飾 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 博物館総務課          電話 ８５３－２６５７ 
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令和７年度主な施策等一覧 
教 育 委 員 会 

事 項 （開設）なごやか中学校（夜間中学） 草案頁 ４１頁 

予 定 額  

事業の概要 

 

（趣 旨） 

 

  様々な理由で義務教育を修了できなかった方、本国で義務教

育を修了していない外国籍の方及び不登校等の事情により義務

教育が十分に受けられなかった方へ、義務教育の機会を提供す

るため、「なごやか中学校（夜間中学）」を開校する。 

 

 

（内 容） 

 

 １ 開校場所 

  中村区名駅四丁目１９番１号（笹島小・中学校内） 

  

２ 施設内容 

  普通教室、相談室、職員室 

 

 ３ 開校時期 

  令和７年４月 

 

 

  

 

 

担 当 課 
新しい学校づくり推進部新しい学校づくり推進課 

電話 ２１１－８９３２ 
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令和７年度主な施策等一覧（上下水道局）

区 分 事 項 予 定 額 頁

千円

拡 充 木曽川水系連絡導水路事業への負担金 67,760 1



－１－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
上下水道局 

事 項 
（拡充）木曽川水系連絡導水路事業への 

負担金 
草案頁 

８７頁 

８８頁 

予 定 額 

 

６７，７６０千円 

事業の概要 

１ 趣旨 

木曽川水系連絡導水路事業は、独立行政法人水資源機構が事業

主体となり、揖斐川から木曽川に至る導水路の建設により、徳山

ダムに確保された水を長良川及び木曽川に導水することで、流水

の正常な機能の維持、水道用水及び工業用水の供給を行うもの。 

本市は、徳山ダムで開発した水道用水及び工業用水を導水する

ために事業に参画し、事業費に対する負担金を支払う。 

 （参考）経緯 

平成22年９月～ 国土交通省中部地方整備局及び水資源機構を

主体とした事業の検証に係る検討 

令和６年８月  国土交通大臣による事業継続決定 

12月  事業実施計画の変更認可 

２ 内容 

令和７年度 水資源機構において、調査・設計などを実施予定 

３ 今後の予定 

令和18年度 完成予定（調査・設計等３年、工事９年と想定） 

４ 関連事項 

令和５年２月に本市から中部地方整備局へ提案した導水路の新

用途のうち「安心・安全でおいしい水道水の安定供給」で整備が

必要な直結施設について、本市において基本計画を検討中（令和

７年度予算として61,450千円を計上）。 

 

 

 

担 当 課 
計画部水道計画課         

電話 ９７２－３６５５（内線 ３６５５） 
 

 

水道会計       ４０，０４０千円 

工業用水道会計   ２７，７２０千円 



令和７年度主な施策等一覧（交通局）

区 分 事 項 予 定 額 頁
千円

新 規 キャッシュレス化の推進 84,813 1

電気バスの試行導入 97,632 2

拡 充 地下鉄車両の更新 債務負担行為 3

地下鉄駅ホームと車両の段差・隙間の改善 487,683 4

クレジットカード対応券売機の設置拡大 101,826 5

地下鉄車内デジタルサイネージ広告の設置 債務負担行為 6

大型デジタルサイネージ広告の設置 7,460 7

戦略的な利用促進策の展開 54,000 8





－１－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
交 通 局 

事 項 （新規）キャッシュレス化の推進 草案頁 
９１頁 

９２頁 

予 定 額 
８４,８１３千円 

（債務負担行為 １，０３６，８６０千円） 

事業の概要 

 

１ 概 要 

クレジットカードタッチ決済等の導入に向け、地下鉄自動改札

機を改修するもの。 

  

２ 導入時期 

クレジットカードタッチ決済   令和８年度以降 

二次元コードを使用した乗車券  令和９年度以降 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

クレジットカードタッチ決済  二次元コードを使用した乗車券 

（※画像はイメージです。） 

 

 

 

 

担 当 課 営業統括部営業課      電話 972-3907（内線3907） 

 

 



－２－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
交 通 局 

事 項 （新規）電気バスの試行導入 草案頁 ９０頁 

予 定 額 ９７，６３２千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

環境負荷を低減するため、電気バスを１両試行導入し、運用面

での課題などを検証するもの。 

 

 

２ 内 容 

(1)  電気バス１両を購入し、併せて電気バスを充電するための

充電器等の設備を設置 

 

(2) 市バスとしての実走行を通じて、充電時間や走行可能距離、

車両整備等の運用確認を実施 

 

(3) コスト面、運用面の両面から検証を行い、導入拡大につい

て検討 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 自動車部自動車車両課      電話 972-3882（内線3882）     

 

 

 



－３－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
交 通 局 

事 項 （拡充）地下鉄車両の更新 草案頁 ９１頁 

予 定 額 （債務負担行為 ３，７１１，５４９千円） 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  省エネルギー性能の優れた新型車両を令和１０年度以降に導

入するもの。 

 

２ 対象車両 

  名城・名港線 ３編成 

 

３ 内 容 

 （1）省エネルギー性能に優れた装置の採用 

 

 （2）子ども・子育てサポートスペースの設置 

    ベビーカー利用の方やお子さまが利用しやすいスペースの

設置 

 

 

 

 

 

 

子ども・子育てサポートスペース 

（※画像はイメージです。） 

 

 

担 当 課 
車両電気部電車車両課      電話 972-3878（内線3878） 

企画財務部経営企画課      電話 972-3812（内線3812） 
 

 

 



－４－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
交 通 局 

事 項 
（拡充）地下鉄駅ホームと車両の段差・隙

間の改善 
草案頁 ９１頁 

予 定 額 ４８７，６８３千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

  車いすやベビーカーをご利用の方をはじめ、誰もが乗降しやす

くなるよう、ホーム先端部のかさ上げ（スロープ化）やくし状ゴ

ムの設置などを行い、ホームと車両の段差・隙間の改善を図るも

の。 

 

２ 内 容 

 (1)  新規整備 

       設計 桜通線 

 

 (2) 継続整備 

    工事 名城・名港線 １２駅 

 

 

 

 

 

 

 

       段差・隙間の改善を図った乗降口 

担 当 課 電車部駅務課          電話 972-3957（内線3957）     

 

 

 



－５－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
交 通 局 

事 項 
（拡充）クレジットカード対応券売機の 

設置拡大 
草案頁 ９２頁 

予 定 額 １０１，８２６千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

定期券購入の利便性向上を図るため、クレジットカード対応券

売機を増設するもの。 

 

２ 内 容 

クレジットカード対応券売機の増設     １３駅２６台 

（既設 名古屋駅７台、栄駅４台、金山駅２台 ３駅１３台） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担 当 課 営業統括部営業課       電話 972-3907（内線3907） 

 

クレジットカードで定期券購入ができる券売機（ピンク色の券売機）



－６－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
交 通 局 

事 項 
（拡充）地下鉄車内デジタルサイネージ

広告の設置 
草案頁 ９２頁 

予 定 額 （債務負担行為 ２０６，４９２千円） 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

動画による情報発信が可能なデジタルサイネージ広告を、地下

鉄車内に設置するもの。 

 

２ 対象車両 

東山線 ２０編成 

（２１編成から４１編成へ拡大） 

    

３ 今後の予定 

令和７年度  機器の製造 

令和８年度  機器の設置 

 

 

 

 

 

 

 

       車内デジタルサイネージ広告 

（※画像はイメージです。） 

担 当 課 営業統括部資産活用課    電話 972-3813（内線3813） 

 

 



－７－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
交 通 局 

事 項 
（拡充）大型デジタルサイネージ広告の

設置 
草案頁 ９２頁 

予 定 額 ７，４６０千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

動画による情報発信が可能なデジタルサイネージ広告を、地下

鉄駅構内に設置するもの。 

 

２ 設置場所等 

栄駅（東山線） 

１１０インチ相当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       大型デジタルサイネージ広告 

（※画像はイメージです。） 

担 当 課 営業統括部資産活用課    電話 972-3813（内線3813）     

 

 

 



－８－ 

 

令和７年度主な施策等一覧 
交 通 局 

事 項 （拡充）戦略的な利用促進策の展開 草案頁 
９０頁 

９１頁 

予 定 額 ５４，０００千円 

事業の概要 

 

１ 趣 旨 

乗車人員の回復を図るため、敬老パス利用者や観光客などター

ゲット層を絞り込み、ニーズを捉えた戦略的な利用促進策を拡充

するもの。 

 

２ 内 容 

 (1) 敬老パス利用者向け施策 

   敬老パス利用者に対し、飲食店などで割引等の特典を付与す 

る「アクティブシニアキャンペーン」について、実施期間や店 

舗数等の拡大とともに、一部市営施設の無料開放を実施 

 

 (2) 観光客向け施策 

なごやめしなどを楽しめるグルメチケットと一日乗車券を 

セットにした企画乗車券「やみつき なごめしきっぷ」につ 

いて、実施期間や販売場所等を拡大して実施 

 

 (3) 市バスを利用していない若年層向け施策 

   市バス沿線のカフェ、スイーツ、パンの店舗等を市バスでめ 

ぐるマップを作成する「市バスでPetit旅」について、マップ 

の発行回数を増やすとともに、周遊促進策を実施 

 

 

 

 

 

担 当 課 営業統括部乗客誘致推進課  電話 972-3816（内線3816） 

 


